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概要（基準地震動の策定） 
申請時（H25.12.25）からの主な変更内容 
第579回審査会合（H30.6.1）からの変更内容 
 
１．敷地周辺の地震発生状況 
   １．１ 地震発生状況 
   １．２ 被害地震 
   １．３ 活断層の分布状況 
 
２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 
   ２．１ 敷地及び敷地周辺の地質・地質構造の調査 
   ２．２ 解放基盤表面の設定 
   ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 
   ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討 
   ２．５ 地下構造モデルの設定 
   ２．６ 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定 
 
３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 
   ３．１ 地震発生層の設定 
   ３．２ 検討用地震の選定 
   ３．３ 地震動評価の基本方針 
   ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 
   ３．５ Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震の地震動評価 
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４．震源を特定せず策定する地震動 
   ４．１ Mw6.5以上の地震（２地震）に関する検討 
   ４．２ Mw6.5未満の地震（14地震）に関する検討 
   ４．３ 「震源を特定せず策定する地震動」の策定 
 
５．基準地震動の策定 
   ５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動 

   ５．２ 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動 

   ５．３ 基準地震動の策定のまとめ 
 
６．基準地震動の年超過確率の参照 
   ６．１ 確率論的地震ハザードの評価方針 
   ６．２ 特定震源モデル 
   ６．３ 領域震源モデル 
   ６．４ 地震動伝播モデル 
   ６．５ ロジックツリー 
   ６．６ 地震ハザード評価結果 
   ６．７ 年超過確率の参照 
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 これまでの審査会合での検討及び先行プラントの審査を踏まえ，地下構造モデル，地震発生層，地震動
評価における不確かさケース及び「震源を特定せず策定する地震動」等を変更し，基準地震動を以下の
とおり見直した。 

概要（基準地震動の策定） 
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基準地震動の擬似速度応答スペクトル 
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項目 申請時の評価（Ｈ25.12.25） 申請後の検討・反映事項（審査会合での主な議論） 最終評価 該当頁 

地下
構造
モデ
ルの
変更 

• 敷地及び敷地周辺の地下構造が水平
成層構造であることを仮定して，地震観
測記録を用いた同定解析及び文献に基
づき地下構造モデルを設定 
 

• 敷地の地下構造について特異な傾向の有無を確
認することを求められ，大深度ボーリング孔を用
いた物理探査や地震観測記録を用いた到来方
向別のH/Vスペクトル比の検討等により敷地の
地下構造を把握 
 

• 敷地の傾斜構造を水平成層構造とみなすことに
ついて説明することを求められ，２次元地下構造
モデルを用いて南北方向の傾斜構造を考慮した
検討を実施 
 

• 大深度ボーリングを用いた調査結果にみられる
高速度層について検討することを求められ，高速
度層を考慮した地下構造モデルを作成 
 
 
 

• 設定した地下構造モデルの妥当性を観測記録を
用いて示すことを求められ，地震観測記録による
シミュレーション解析や微動アレイ観測結果との
整合性の検討を実施 

• 各種調査結果より，敷地の地下構造は特異な構造
ではないことを確認 
 

 
 
 
• ２次元地下構造モデルを用いた解析的な検討によ

り，敷地及び敷地周辺の地下構造が水平成層構造
とみなせることを確認 

 
 
• ２号地盤及び３号地盤それぞれについて大深度

ボーリングにみられる高速度層を反映した地下構
造モデルを設定し，更に，減衰定数を安全側に考
慮すること等により，敷地全体の地震動を安全側に
評価することができる地下構造モデルを設定 
 

• 設定した地下構造モデルの妥当性を地震観測記録
によるシミュレーション解析や微動アレイ観測結果
との比較等により確認 

23～101 

  敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 

申請時（H25.12.25）からの主な変更内容（１／９） 
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項目 申請時の評価（Ｈ25.12.25） 申請後の検討・反映事項（審査会合での主な議論） 最終評価 
該当
頁 

断層長さの

変更 

宍道断層：22km 

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋ＦＫ

－２断層：51.5km 

• 敷地周辺の地質・地質構造の審査結果を反映 
宍道断層：39km 

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層：48km 

123 
～125, 
148 

地震発生層 

の変更 

上限深さ：2km 

下限深さ：15km 

• 地震発生層の下限深さについて震源インバージョン解析
結果や微小地震の分布状況を踏まえて再検討すること
を求められ，2000年鳥取県西部地震の震源インバージョ
ン解析結果や気象庁一元化データによる敷地周辺の震
源分布，地震調査研究推進本部による中国地域の長期
評価における知見等を参考に下限深さを検討 

各種知見から下限深さは15kmと考えられるが，安全側に

20kmと設定（上限深さ：2km，下限深さ：20km） 

103～
115 

不

確

か

さ

の

変

更 

宍道断

層によ

る地震 

 

・断層傾斜角 

・短周期の地震動レベル（1.5倍） 

・破壊開始点 

• すべり角の不確かさについて検討することを求められ，ト
レンチ調査結果による鉛直方向の変位を考慮して不確
かさケースとしてすべり角150°のケースを実施 

• 先行プラントにおける審査を踏まえ，不確かさケースとし
て破壊伝播速度に標準偏差１σ を考慮したケース，アス
ペリティを一塊にしたケース（正方形，縦長）を実施 

• 震源が敷地に極めて近いことから，先行プラントにおけ
る審査を踏まえ，不確かさを組み合わせたケースを実施 

• 不確かさの組合せケースの設定根拠を示すことを求めら
れ，地震動に与える影響が大きい不確かさケースの組
合せを検討 

申請当初の不確かさケース（断層傾斜角，短周期の地震動

レベル（1.5倍），破壊開始点）に加え，以下のケースを追加 

・すべり角 

・破壊伝播速度 

・アスペリティ個数・位置（一塊：正方形，一塊：縦長） 

・断層傾斜角と破壊伝播速度の組合せ 

・断層傾斜角と短周期の地震動レベル（1.25倍）の組合せ 

・破壊伝播速度と短周期の地震動レベル（1.25倍）の組合せ 

123 
～138 

Ｆ－Ⅲ

断層＋

Ｆ－Ⅳ

断層＋

Ｆ－Ⅴ

断層 

による

地震 

・アスペリティ個数・位置（一塊：

横長） 

・短周期の地震動レベル（1.5倍） 

・破壊開始点 

• 断層傾斜角の不確かさについて，地質調査結果（海上
音波探査による約35°）を踏まえて検討することを求め
られ，不確かさケースとして南側へ35°傾斜したケース
を実施 

• すべり角の不確かさについて検討することを求められ，
宍道断層による地震の不確かさと同様に不確かさケー
スとしてすべり角150°のケースを実施 

• 先行プラントにおける審査を踏まえ，不確かさケースとし
て破壊伝播速度に標準偏差１σ を考慮したケース，アス
ペリティを一塊・縦長にしたケースを実施 

• F-Ⅲ断層及びF-Ⅳ断層と地下深部で収斂していると考
えられるF-①断層及びF-②断層を考慮したケースを検
討することを求められ，不確かさケースとしてF-①断層
及びF-②断層とF-Ⅴ断層の連動を考慮した位置に断層
面を設定したケースを実施 

申請当初の不確かさケース（アスペリティ一塊・横長，短

周期の地震動レベル（1.5倍），破壊開始点）に加え，以下

のケースを追加 

・アスペリティ個数・位置（一塊：縦長） 

・断層傾斜角 

・すべり角 

・破壊伝播速度 

・断層位置 

148 
～161 

  敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

申請時（H25.12.25）からの主な変更内容（２／９） 
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項目 申請時の評価（Ｈ25.12.25） 申請後の検討・反映事項（審査会合での主な議論） 最終評価 該当頁 

「震源を

特定せず

策定する

地震動」

の変更 

• 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-

NET港町）  の検討結果 

• 加藤ほか（2004）による応答スペクトル 

• 審査ガイドに示される16地震について整理 
• 先行プラントにおける審査を踏まえ，2004年北海道

留萌支庁南部地震の観測記録に関する追加検討を
実施し，検討結果に保守性を考慮したうえで「震源を
特定せず策定する地震動」として採用 

• 先行プラントにおける審査を踏まえ，2000年鳥取県
西部地震の観測記録について分析し，賀祥ダム（監
査廊）の記録を「震源を特定せず策定する地震動」と
して採用 

• 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港

町）の検討結果に保守性を考慮した地震動 

• 2000年鳥取県西部地震の賀祥ダム（監査

廊）の観測記録 

• 加藤ほか（2004）による応答スペクトル 

174 
～188 

  震源を特定せず策定する地震動 

項目 申請時の評価（Ｈ25.12.25） 申請後の検討・反映事項（審査会合での主な議論） 最終評価 該当頁 

基準

地震

動の

変更 

【敷地ごとに震源を特定して策定する地震動】 

○応答スペクトル手法 

• 基準地震動Ｓｓ－１（応答スペクトル手法

による地震動評価結果を包絡：600Gal） 

○断層モデル手法 

• 基準地震動Ｓｓ－２（宍道断層による地震

の地震動評価結果：586Gal） 

• 基準地震動Ｓｓ－３（Ｆ-Ⅲ断層＋ Ｆ-Ⅳ断

層＋ ＦＫ－２断層による地震の地震動評

価結果：489Gal） 

【震源を特定せず策定する地震動】 

• 基準地震動Ｓｓ－４（2004年北海道留萌支

庁南部地震（K-NET港町）の検討結果：

585Gal） 

• 検討用地震の応答スペクトル手法による地震動評
価結果を全て包絡させて基準地震動Ｓｓ－Ｄを設定 

• 検討用地震の断層モデルを用いた手法による地震
動評価結果は全て基準地震動Ｓｓ－Ｄに包絡されて
いるが，「震源が敷地に近く，その破壊過程が地震
動評価に大きな影響を与えると考えられる地震につ
いては，断層モデルを用いた手法を重視すること」と
いう審査ガイドの記載を踏まえ，断層モデル手法に
よる基準地震動の追加を検討 

• 「断層モデルを用いた手法による基準地震動は，施
設に与える影響の観点から地震動の諸特性を考慮
して，別途評価した応答スペクトルとの関係を踏まえ
つつ複数の地震動評価結果から策定すること」とい
う審査ガイドの記載を踏まえ，応答スペクトルのピー
クが基準地震動Ｓｓ－Ｄに近接しており，地震動レベ
ル（主要な施設の固有周期が存在する周期帯にお
ける応答スペクトル比（断層モデル／Ｓｓ－Ｄ）及び
剛な機器の耐震設計において着目する最大加速度
値）が大きいケースを基準地震動Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２
として設定 

• 先行プラントにおける審査を踏まえて設定した「震源
を特定せず策定する地震動」と基準地震動Ｓｓ－Ｄを
比較し，Ｓｓ－Ｎ１とＳｓ－Ｎ２を設定 

【敷地ごとに震源を特定して策定する地震動】 

○応答スペクトル手法 

• 基準地震動Ｓｓ－Ｄ（応答スペクトル手法によ

る地震動評価結果を包絡：820Gal） 

○断層モデル手法 

• 基準地震動Ｓｓ－Ｆ１（宍道断層による地震の

地震動評価結果：560Gal） 

• 基準地震動Ｓｓ－Ｆ２（宍道断層による地震の

地震動評価結果：777Gal） 

【震源を特定せず策定する地震動】 

• 基準地震動Ｓｓ－Ｎ１（2004年北海道留萌支

庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した

地震動：620Gal） 

• 基準地震動Ｓｓ－Ｎ２（2000年鳥取県西部地

震の賀祥ダムの観測記録：531Gal） 

189 
～201 

  基準地震動Ｓｓの策定 

申請時（H25.12.25）からの主な変更内容（３／９） 
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 応答スペクトルに基づく地震動評価 

項目 申請時の評価 最終評価 

地下構造モデルの変更 地震観測記録を用いた同定解析及び文献に基づき設定 大深度ボーリング等の検討結果を反映 

断層長さの変更 
宍道断層：２２ｋｍ 

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋ＦＫ－２断層：５１．５ｋｍ 

宍道断層：３９ｋｍ 

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層：４８ｋｍ 

地震発生層の変更 地震発生層厚さ：１３ｋｍ（上限深さ：２ｋｍ，下限深さ：１５ｋｍ） 地震発生層厚さ：１８ｋｍ（上限深さ：２ｋｍ，下限深さ：２０ｋｍ） 

不確かさの変更 下図凡例のとおり 下図凡例のとおり 

評価結果 

 

  

申請時（H25.12.25）からの主な変更内容（４／９） 
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 断層モデルを用いた手法による地震動評価（宍道断層による地震） 

項目 申請時の評価 最終評価 

地下構造モデルの変更 地震観測記録を用いた同定解析及び文献に基づき設定 大深度ボーリング等の検討結果を反映 

断層長さの変更 宍道断層：２２ｋｍ 宍道断層：３９ｋｍ 

地震発生層の変更 地震発生層厚さ：１３ｋｍ（上限深さ：２ｋｍ，下限深さ：１５ｋｍ） 地震発生層厚さ：１８ｋｍ（上限深さ：２ｋｍ，下限深さ：２０ｋｍ） 

不確かさの変更 下図凡例のとおり 下図凡例のとおり 

評価結果   

申請時（H25.12.25）からの主な変更内容（５／９） 
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 断層モデルを用いた手法よる地震動評価（Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震） 

項目 申請時の評価 最終評価 

地下構造モデルの変更 地震観測記録を用いた同定解析及び文献に基づき設定 大深度ボーリング等の検討結果を反映 

断層長さの変更 Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋ＦＫ－２断層：５１．５ｋｍ Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層：４８ｋｍ 

地震発生層の変更 地震発生層厚さ：１３ｋｍ（上限深さ：２ｋｍ，下限深さ：１５ｋｍ） 地震発生層厚さ：１８ｋｍ（上限深さ：２ｋｍ，下限深さ：２０ｋｍ） 

不確かさの変更 下図凡例のとおり 下図凡例のとおり 

評価結果   

申請時（H25.12.25）からの主な変更内容（６／９） 
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 震源を特定せず策定する地震動 

項目 申請時の評価 最終評価 

「震源を特定せず
策定する地震動」

の変更 

• 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）  の検討結果 

• 加藤ほか（2004）による応答スペクトル 

• 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果に保守性を

考慮した地震動 

• 2000年鳥取県西部地震の賀祥ダム（監査廊）の観測記録 

• 加藤ほか（2004）による応答スペクトル 

評価結果   

申請時（H25.12.25）からの主な変更内容（７／９） 
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 基準地震動の策定 

項目 申請時の評価 最終評価 

基準地 
震動の 
変更 

・Ｓｓ－１：600Gal，応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ手法（宍道断層，F-Ⅲ断層+F-Ⅳ断層+FK-2断層） 
・Ｓｓ－２：586Gal，断層ﾓﾃﾞﾙ手法（宍道断層） 
・Ｓｓ－３：489Gal，断層ﾓﾃﾞﾙ手法（F-Ⅲ断層+F-Ⅳ断層+FK-2断層） 
・Ｓｓ－４：585Gal，2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果 

・Ｓｓ－Ｄ ：820Gal，応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ手法（宍道断層，F-Ⅲ断層+F-Ⅳ断層+F-Ⅴ断層） 
・Ｓｓ－Ｆ１：560Gal，断層ﾓﾃﾞﾙ手法（宍道断層） 
・Ｓｓ－Ｆ２：777Gal，断層ﾓﾃﾞﾙ手法（宍道断層） 
・Ｓｓ－Ｎ１：620Gal，2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮 
・Ｓｓ－Ｎ２：531Gal，2000年鳥取県西部地震の賀祥ダムの観測記録 

評価 

結果 
  

申請時（H25.12.25）からの主な変更内容（８／９） 
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 基準地震動の最大加速度 

項目 申請時の評価 最終評価 

基
準
地
震
動
の
変
更 

基準地震動 

最大加速度 
（ガル） 

基準地震動 

最大加速度 
（ガル） 

水平 
方向 

鉛直 
方向 

水平 
方向 

鉛直 
方向 

Ss-1  応答スペクトル手法による基準地震動 600 400 Ss-D   応答スペクトル手法による基準地震動 820 547 

Ss-2 

 断層モデル手法による基準地震動 

 （宍道断層による地震の短周期の地震動 
  レベルの不確かさ（1.5倍）) 

（NS） 
493 

155 

Ss-F1 

 断層モデル手法による基準地震動 

 （宍道断層による地震の短周期の地震動 
  レベルの不確かさ（1.5倍）：破壊開始点５） 

（NS） 
549 

337 
（EW） 
560 

（EW） 
586 

Ss-F2 

 断層モデル手法による基準地震動 

 （宍道断層による地震の短周期の地震動 
  レベルの不確かさ（1.5倍）：破壊開始点６） 

（NS） 
522 

426 
（EW） 
777 

Ss-3 

 断層モデル手法による基準地震動 

 （Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋ＦＫ－２断層による 
  地震の短周期の地震動レベルの不確かさ（1.5倍）) 

（NS） 
489 

330 － － － － 
（EW） 
396 

Ss-4 
 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町） 
 の検討結果 

585 296 Ss-N1 
 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町） 
 の検討結果に保守性を考慮した地震動 

620 320 

－  － － － Ss-N2 
 2000年鳥取県西部地震の賀祥ダム（監査廊）の 
 観測記録 

（NS） 
528 

485 
（EW） 
531 

申請時（H25.12.25）からの主な変更内容（９／９） 
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No. 第579回審査会合（H30.6.1）からの変更内容 頁 

１ 最新の地震情報の反映 

15～17，19，46，47，49， 
55，56，107，108，211 

補足説明 
3，102～104，164～166 

 

第579回審査会合（H30.6.1）からの変更内容 
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１．敷地周辺の地震発生状況 

  １．１ 地震発生状況 

  １．２ 被害地震 

  １．３ 活断層の分布状況 
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１．敷地周辺の地震発生状況 １．１ 地震発生状況  

 敷地周辺における地震活動（Ｍ＜３） 1/2 

 敷地周辺におけるＭ３未満の地震の震央分布によると，敷地から半径50kmの範囲では鳥取県西部地震
の震央位置付近で地震の集中がみられ，半径150kmの範囲では山陰海岸に平行して地震の集中がみら
れる。 

敷地周辺における地震（Ｍ＜３）の震央分布（1997年10月～2019年8月） 

［地震諸元は「気象庁地震カタログ」による。］ 

鳥取県西部地震の震央位置付近で地震集中 

第530回審査会合資料1 P16  
加筆・修正 



16 
１．敷地周辺の地震発生状況 １．１ 地震発生状況  

 敷地周辺における地震活動（Ｍ＜３） 2/2 

敷地周辺における地震（Ｍ＜３）の震源鉛直分布（1997年10月～2019年8月） 
［地震諸元は「気象庁地震カタログ」による。］ 

南北方向 東西方向 

20km 

20km 

20km 

20km 

20km 

20km 

 震源鉛直分布によると，敷地周辺で発生する地震の震源深さは，大部分が20km以浅である。なお，発電所
の南東方向の深さ約30kmの位置に地震の集中がみられるが，これらの地震は大見ほか（2004）によると， 
鳥取県西部地震の震源域で本震後に活動が活発化した深部低周波地震で，これは水等の流体の移動を 
示唆するもので，通常の地震とは異なるとされている。また，四国付近では敷地を含む山陰地域とは異なり，
フィリピン海プレートの潜り込みによると考えられる震源深さが約30～70kmの地震が発生している。 

第530回審査会合資料1 P17  
加筆・修正 
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被害地震の震央分布（内陸地殻内地震，海洋プレート内地震）（～2019年8月） 

１．敷地周辺の地震発生状況  １．２ 被害地震 

 被害地震（内陸地殻内地震，海洋プレート内地震） 1/3 

第530回審査会合資料1 P10  
加筆・修正 

［地震諸元は宇佐美ほか（2013）及び「気象庁地震カタログ」による（補足説明資料３ページ）。] 

2000年鳥取県西部地震（M7.3） 

880年出雲の地震（M7.0） 

島根原子力発電所 

 敷地から200km以内の範囲で発生した内陸地殻内地震及び海洋プレート内地震の被害地震を対象として，
敷地及び敷地周辺への影響について検討した。 

 上記被害地震の震央分布図を見ると，敷地周辺ではＭ８クラスの地震は発生しておらず，Ｍ７クラスの地震
の発生も少ない。 

    内陸地殻内地震 
    海洋プレート内地震 

・地震タイプ（敷地から200km以内） 

・マグニチュード 
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 なお，気象庁震度階級関連解説表によると，地震により建物等に被害が発生するのは震度５弱（1996年
以前は震度Ⅴ）程度以上とされているので，宇佐美ほか(2013) 及び気象庁の震度分布図に基づき，前記
被害地震の敷地周辺における震度を調査すると，敷地周辺の揺れが震度５弱（震度Ⅴ）程度以上と推定
される地震としては，内陸地殻内地震の2000年鳥取県西部地震（Ｍ7.3）がある。 

気象庁震度階級関連解説表 

[気象庁，消防庁(2009)による。] 

１．敷地周辺の地震発生状況  １．２ 被害地震 

 被害地震（内陸地殻内地震，海洋プレート内地震） 2/3 

2000年鳥取県西部地震（Ｍ7.3）の震度分布図 

［宇佐美ほか(2013)に一部加筆］ 

島根原子力発電所 

第530回審査会合資料1 P11 再掲 
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 また，Ｍと震央距離及び敷地で推定される震度の関係図（以下「Ｍ－Δ 図」という。）に基づき，前記被害地
震の敷地における震度を推定すると，敷地の揺れが震度５弱（震度Ⅴ）程度以上と推定される地震としては，
内陸地殻内地震の880年出雲の地震（Ｍ7.0）及び2000年鳥取県西部地震（Ｍ7.3）がある。なお，海洋プレー
ト内地震については，敷地から遠方に位置することから，敷地に震度５弱（震度Ⅴ）程度以上の影響を及ぼ
すと考えられる地震はない。 

地震諸元は宇佐美ほか（2013）及び「気象庁地震カタログ」による（補足説明資料３ページ） 。 

Ⅳ，Ⅴ，Ⅵは旧気象庁震度階級で，震度の境界線は村松（1969）及び勝又・徳永(1971)による。 

震度Ⅵ 

震度Ⅴ 

震度Ⅳ 

880年出雲の地震（M7.0） 

M－Δ 図（～2019年8月） 

１．敷地周辺の地震発生状況  １．２ 被害地震 

 被害地震（内陸地殻内地震，海洋プレート内地震） 3/3 

2000年鳥取県西部地震（M7.3） 

第530回審査会合資料1 P12 
加筆・修正 

○：内陸地殻内地震 
○：海洋プレート内地震 
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 次に，南海トラフ沿いで発生したプレート間地震の被害地震を対象として，敷地及び敷地周辺への影響に
ついて検討した。 

 宇佐美ほか(2013) の震度分布図に基づき，上記被害地震の敷地周辺における震度を調査すると，敷地周
辺の揺れが震度５弱（震度Ⅴ）程度以上と推定される地震としては，1707年宝永地震（Ｍ8.6）及び1854年安
政南海地震（Ｍ8.4）があるが，地震本部によると「島根県でも沖積層の厚い平野部では，南海トラフ沿いで
発生した巨大地震によって，強く長い揺れによる被害を受けることがある。」とされており，地盤条件による
特異な震害と考えられる。 

1707年宝永地震（Ｍ8.6）の震度分布図 

１．敷地周辺の地震発生状況  １．２ 被害地震 

 被害地震（プレート間地震） 1/2 

1854年安政南海地震（Ｍ8.4）の震度分布図 

［宇佐美ほか(2013)に一部加筆］ ［宇佐美ほか(2013)に一部加筆］ 

島根原子力発電所 
島根原子力発電所 

第530回審査会合資料1 P13 再掲 
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震 央 距 離 Δ（km）
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 敷地周辺に影響を与えたと考えられるプレート間地震の被害地震について，Ｍ－Δ 図に基づき敷地におけ
る震度を推定すると，敷地の揺れが震度５弱（震度Ⅴ）程度以上と推定される地震はない。 

 また，プレート間地震に関する最新の知見である南海トラフの巨大地震に関する内閣府（2012）の検討結果
（統計的グリーン関数法及び距離減衰式に基づき震度を評価）によると，発電所が位置する島根半島は概
ね震度４とされている。 

 以上より，プレート間地震については，敷地に震度５弱（震度Ⅴ）程度以上の影響を及ぼすと考えられる地
震はない。 

［内閣府(2012)に一部加筆］ 

南海トラフの巨大地震モデル検討会における震度の最大分布 

島根原子力発電所 

島根原子力発電所 

１．敷地周辺の地震発生状況  １．２ 被害地震 

 被害地震（プレート間地震） 2/2 

地震諸元は宇佐美ほか（2013）及び「気象庁地震カタログ」による。               

Ⅳ，Ⅴ，Ⅵは旧気象庁震度階級で，震度の境界線は村松（1969）及び勝又・徳永

(1971)による。 

M－Δ 図 

震度Ⅵ 

震度Ⅴ 

震度Ⅳ 

1707年宝永地震 

1854年安政南海地震 

1946年南海地震 

第530回審査会合資料1 P14 
加筆・修正 
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断　層　名 断層長さ（km） 震央距離※（km）

 宍道
し ん じ

断層 39 12.2

 大社衝上
たいしゃしょうじょう

断層 28 24.6

 山崎
やまさき

断層系 79 162.10

 Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層 48 25.1

 ＦＫ－１断層 19 29.3

 Ｋ－４撓曲＋Ｋ－６撓曲＋Ｋ－７撓曲 19 13.8

 Ｋ－１撓曲＋Ｋ－２撓曲＋ＦＫＯ断層 36 51.5

 鳥取沖西部
と っと りお き せ い ぶ

断層＋鳥取沖東部
と っ と り お き と う ぶ

断層 98 85.0

 大田沖
お お だ お き

断層 53 67.6

 Ｆ５７断層 1080 103.60

 田の戸
  た　　   　  と

断層 05 14.0

 大船山東
おおふなやまひがし

断層 04 13.6

 仏経山北
ぶっきょうざんきた

断層 05 22.8

 東来待
ひがしき まち

－新田畑
し ん た ば た

断層 11 17.4

 柳井
や な い

断層 02 13.7

 三刀屋北
み と や き た

断層 07 29.4

 半場
は ん ば

－石原
い しはら

断層 05 23.3

 布部
ふ べ

断層 08 29.3

 東忌部
ひがしいんべ

断層 03 13.6

 山王寺
さ ん の う じ

断層 03 18.1

 大井
お お い

断層 05 13.7

宍道断層 

仏経山北断層 
三刀屋北断層 

東来待－新田畑断層 

山王寺断層 

柳井断層 布部断層 

半場－石原断層 

東忌部断層 

大井断層 田の戸断層 

大船山東断層 

大社衝上断層 

［「［新編］日本の活断層」に加筆修正。］ 

島根原子力発電所 

１．敷地周辺の地震発生状況  １．３ 活断層の分布状況  

 活断層の分布状況 

敷地周辺における活断層の分布 

 敷地周辺の地質・地質構造の調査結果によると，敷地周辺の考慮する活断層のうち，陸域の主な活断層と
しては，敷地から30km程度の範囲に宍道断層及び大社衝上断層があり，敷地から約150km程度の位置に
山崎断層系がある。 

 また，海域の主な活断層としては，敷地から30km程度の範囲にＦＫ-１断層，連動を考慮したＦ-Ⅲ断層＋Ｆ-
Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層及びＫ-４撓曲＋Ｋ-６撓曲＋Ｋ-７撓曲があり，敷地から約50km程度の位置に大田沖断
層及びＦ５７断層，連動を考慮した鳥取沖西部断層＋鳥取沖東部断層がある。 

敷地周辺の考慮する活断層 

※ 断層中央までの距離 

第530回審査会合資料1 P19  
加筆・修正 
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 
  ２．１ 敷地及び敷地周辺の地質・地質構造の調査 

  ２．２ 解放基盤表面の設定 

  ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

  ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討 

  ２．５ 地下構造モデルの設定 

  ２．６ 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定 
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 

 敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定の概要 

２．１ 敷地及び敷地周辺の地質・地質構造の調査 

敷地及び敷地周辺の地質図，ボーリングデータ等を調査 

２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

◆敷地地盤の地震観測記録を用い，到来方向による増幅特性等の
傾向を確認 

◆敷地地盤の微動観測記録を用い，空間分布による増幅特性の 

傾向を確認 

◆原子炉建物基礎上端の地震観測記録を比較 

◆物理探査（大深度ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ，PS検層，反射法探査，ｵﾌｾｯﾄVSP探
査，微動ｱﾚｲ探査）により，敷地及び敷地近傍の地下構造を把握 

２．６ 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定 

◆設定した２号及び３号地下構造モデルに基づき，敷地の地震動評
価に用いる地下構造モデルを設定 

２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討 

◆南北方向の傾斜構造を考慮した２次元地下構造モデルを用い，
その影響を解析的に検討 

２．５ 地下構造モデルの設定 

◆水平成層構造を仮定して敷地の地下構造モデルを設定 

２．２ 解放基盤表面の設定 

解放基盤表面はＶｓ＝700m/s以上の硬質岩盤が水
平に拡がりを持つ位置に設定 

【検討結果】 

 敷地及び敷地周辺の東西方向の地下構造は水平
成層構造であり，南北方向の地下構造は北に傾斜
している 

 敷地内の各観測点の地盤増幅特性に違いはなく，
敷地の地下構造に特異な構造はみられない 

 南北方向の傾斜構造が敷地の地震動評価に与え
る影響はほとんどないことから，南北方向の地下構
造は水平成層構造とみなすことができる 

 敷地地盤の物理探査結果及び地震観測記録等に
基づき，２号及び３号の１次元地下構造モデルを設
定 

 敷地の地震動を安全側に評価できるように，地盤
増幅特性が若干大きい３号地下構造モデルの速度
値等の物性値を用い，減衰定数は地震観測記録に
基づく減衰定数の同定結果及び大深度ボーリング
孔におけるＱ値測定結果を考慮して安全側に設定 
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 鹿野・吉田(1985)及び鹿野・中野(1986)によると，敷地付近には新第三紀中新世の成相寺層が広く分布
し，敷地の南方には，ほぼ東西方向の軸を持つ褶曲構造が示されており，成相寺層の層厚は1200m前
後とされている。敷地は背斜構造の北側に位置し，成相寺層は10～20°北に傾斜している。 

 文献による深層ボーリング調査結果では，敷地から約８km東方の松江市島根町加賀別所での成相寺
層下面は標高約-900m以深であり，地質断面図とも概ね整合的である。 

 敷地において推定される成相寺層の下面は，標高-1000ｍ以深と考えられる。 

鹿野和彦・吉田史郎(1985)，鹿野和彦・中野俊(1986) より引用・加筆 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．１ 敷地及び敷地周辺の地質・地質構造の調査 

 （１） 敷地周辺陸域の地質・地質構造（文献調査：５万分の１地質図） 
第204回審査会合資料1 

P10,11 加筆・修正 
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．１ 敷地及び敷地周辺の地質・地質構造の調査  

 （２） 敷地地盤の地質・地質構造（敷地地盤の位置関係） 

 敷地は１・２号炉が位置するエリアと３号炉が位置するエリアに分かれ，それぞれでボーリ
ング調査及び地震観測を行っており，前者を「２号地盤」，後者を「３号地盤」とする。 

第204回審査会合資料1 P12 加筆・修正 

土木審査資料（敷地内） 

最新版を反映 

２号炉原子炉建物 

２号地盤ボーリング位置 

３号地盤ボーリング位置 

２号地盤地震観測位置 

３号地盤地震観測位置 

３号炉エリア（３号地盤） 

１・２号炉エリア（２号地盤） 

大深度ボーリング位置 

３号炉原子炉建物 

１号炉原子炉建物 
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．１ 敷地及び敷地周辺の地質・地質構造の調査  

 （２） 敷地地盤の地質・地質構造（地質調査） 

 敷地地盤の地質は，新第三紀中新世の堆積岩類から成る成相寺層と貫入岩類及びそれらを覆う
第四紀の崖錐堆積物等から構成される。 

 敷地の南部には，ほぼ東西方向の軸を持つ背斜構造が認められ，敷地地盤を構成する成相寺層
は，北に約10°～30°で傾斜している。 

第204回審査会合資料1 P13 加筆・修正 

土木審査資料（斜面安定性） 

最新版を反映 
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．１ 敷地及び敷地周辺の地質・地質構造の調査  

 （２） 敷地地盤の地質・地質構造（２号地盤の速度層断面図：南北断面） 

 ２号地盤の南北断面における速度層区分より，２号地盤の南北方向の地下構造は北に傾斜してい
る※。（ガスタービン発電機建物が位置する地盤の速度構造を補足説明資料５ページに示す） 

標高(m) 標高(m) 

速度層 
P波速度 
(km/s) 

S波速度
(km/s) 

１ 層 0.8 0.25 

２ 層 2.1 0.9 

３ 層 3.6 1.6 

４ 層 4.0 1.95 

５ 層 4.05 2.0 

６ 層 4.95 2.35 

←N                                                           S→ 

※ 後述の傾斜構造を考慮した解析による検討により，傾斜構造が敷地の地震動評価 
  に与える影響はほとんどないことを確認している。（62～80ページ参照） 

第204回審査会合資料1 P17 加筆・修正 

旧地形 

 PS検層実施時の地形が確認できるよう旧地形を表示（造成線は設置許可申請時(2013.12)の形状） 
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．１ 敷地及び敷地周辺の地質・地質構造の調査  

 （２） 敷地地盤の地質・地質構造（２号地盤の速度層断面図：東西断面） 

 ２号地盤の東西断面における速度層区分より，２号地盤の東西方向の地下構造は，ほぼ水平成層
である。（緊急時対策所が位置する地盤を含む） 

P波速度
(km/s) 

S波速度
(km/s) 

１ 層 0.8 0.25 

２ 層 2.1 0.9 

３ 層 3.6 1.6 

４ 層 4.0 1.95 

５ 層 4.05 2.0 

６ 層 4.95 2.35 

標高(m) 標高(m) 

←W                                                             E→ 
２号炉原子炉建物 

緊急時対策所（投影） 

第204回審査会合資料1 P18 加筆・修正 

旧地形 

 PS検層実施時の地形が確認できるよう旧地形を表示（造成線は設置許可申請時(2013.12)の形状） 
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．１ 敷地及び敷地周辺の地質・地質構造の調査  

 （２） 敷地地盤の地質・地質構造（３号地盤の速度層断面図：南北断面） 

 ３号地盤の南北断面における速度層区分より，３号地盤の南北方向の地下構造は北に
緩やかに傾斜している※。 

←N                                                               S→ 
標高(m) 標高(m) 

速度層 
P波速度 
(km/s) 

S波速度 
(km/s) 

①層 0.52 0.27 

②層 1.71 0.62 

③層 2.27 0.96 

④層 3.24 1.52 

⑤層 3.86 1.90 

⑥層 4.15 2.10 

⑦層 3.80 1.77 

造成線 

※ 後述の傾斜構造を考慮した解析による検討により，傾斜構造が敷地の地震動評価 
  に与える影響はほとんどないことを確認している。（62～80ページ参照） 

第204回審査会合資料1 P19 加筆・修正 

 PS検層実施時の地形が確認できるよう旧地形を表示（造成線は設置許可申請時(2013.12)の形状） 
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．１ 敷地及び敷地周辺の地質・地質構造の調査  

 （２） 敷地地盤の地質・地質構造（３号地盤の速度層断面図：東西断面） 

標高(m) 標高(m) 

←W                                                               E→ 

速度層 
P波速度 
(km/s) 

S波速度 
(km/s) 

①層 0.52 0.27 

②層 1.71 0.62 

③層 2.27 0.96 

④層 3.24 1.52 

⑤層 3.86 1.90 

⑥層 4.15 2.10 

⑦層 3.80 1.77 

造成線 

 ３号地盤の東西断面における速度層区分より，３号地盤の東西方向の地下構造はほぼ
水平成層である。 

第204回審査会合資料1 P20加筆・修正 

 PS検層実施時の地形が確認できるよう旧地形を表示（造成線は設置許可申請時(2013.12)の形状） 
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．１ 敷地及び敷地周辺の地質・地質構造の調査  

 地質・地質構造の調査のまとめ 

 敷地周辺の地質調査結果より，敷地付近には第三紀中新世の成相寺層が分布し，北
（日本海側）に傾斜している。 

 文献調査等の結果より，敷地付近の成相寺層は，標高約-900m以深まで分布するもの 
と推定される。 

 敷地内の地質調査結果より，敷地の南部には，ほぼ東西方向の軸を持つ背斜構造が認
められ，敷地地盤を構成する成相寺層は北に傾斜している。 

 ２号及び３号地盤の速度層区分より，敷地の東西方向の地下構造はほぼ水平成層であ
り，南北方向の地下構造は北に緩やかに傾斜しているが，敷地全体では大局的に見て
ほぼ水平な構造とみなすことができる。 

 

 以上の検討結果から，敷地の地下構造としては，硬質な成相寺層が敷地の地下深部 
まで十分な拡がりをもって分布しており，東西方向はほぼ水平成層であり，南北方向は
北に緩やかに傾斜しているが，大局的に見てほぼ水平な構造とみなすことができる。 

第204回審査会合資料1 P21 加筆・修正 
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解放基盤表面は，敷地地盤においてVs=700m/s以上の著しい風化を受けていない硬質岩盤が，著しい高低
差がなく，ほぼ水平で相当な拡がりを持つ標高-10mの位置に設定した。 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．２ 解放基盤表面の設定 

 解放基盤表面 

「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」における「解放基盤表面」の定義 

 「解放基盤表面」とは，基準地震動を策定するために基盤面上の表層や構造物が無いものとして仮想的に
設定する自由表面であって，著しい高低差がなく，ほぼ水平で相当な拡がりを持って想定される基盤の表面③

をいう。ここでいう「基盤」とは，概ねせん断波速度Vs＝700m/s以上①の硬質地盤であって，著しい風化を受け
ていない②ものをいう。 

①せん断波速度 Vs=700m/s 以上 

②著しい風化を受けていない 

③著しい高低差がなく，ほぼ水平で相当な拡がりを持って想定される基盤の表面 

・炉心周辺ボーリングのＰＳ検層結果等に基づき設定した速度層断面（34ページ）によると， 
 敷地地盤の標高-10m以深は，Vs＝700m/s以上となることが確認できる。 
・原子炉建物基礎地盤における弾性波速度はVs＝1.5～1.6km/s程度であり，堅硬な岩盤が 
 平面的に拡がりを持って分布している。（補足説明資料14～15ページ） 

・敷地地盤の標高-10m以深は，ボーリングコア等から著しい風化を受けていないことを確認 
 している。 

・速度層区分によると，敷地全体では大局的に見てほぼ水平な構造とみなすことができる。 

解放基盤表面の設定 
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 解放基盤表面は，標高-10mの位置に設定した。 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．２ 解放基盤表面の設定 

 解放基盤表面 

第530回審査会合 
資料1 P47 加筆・修正 

速度層断面図（２号地盤） 

東西断面 南北断面 

解放基盤表面 （標高-10m） 

解放基盤表面 （標高-10m） 

速度層断面図（３号地盤） 

P波速度及びS波速度（２号地盤） 

P波速度及びS波速度（３号地盤） 

速度層 P波速度(m/s) S波速度(m/s) 

１ 層 800 250 

２ 層 2100 900 

３ 層 3600 1600 

４ 層 4000 1950 

５ 層 4050 2000 

６ 層 4950 2350 

速度層 P波速度(m/s) S波速度(m/s) 

①層 520 270 

②層 1710 620 

③層 2270 960 

④層 3240 1520 

⑤層 3860 1900 

⑥層 4150 2100 

⑦層 3800 1770 

A A’ 

B 

B’ 

C 

C’ 

D 

D’ 

A A’ B B’ 

C C’ D D’ 

東西断面 南北断面 

※ 造成線は設置許可申請時(2013.12)の形状 
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(1) 敷地地盤の地震観測記録による検討 

敷地の地盤系の地震観測点としては，２号及び３号観測点の２地点があるため，各
観測点の地震観測記録を用い，岩盤内の深度別応答スペクトル及び解放基盤表面に
おけるはぎとり波による増幅特性の傾向を確認する。また，地震波の到来方向による
増幅特性の傾向を確認する。  

(2) 敷地地盤の微動観測記録による検討 

敷地地盤の微動観測記録を用い，敷地内の空間分布による増幅特性の傾向を確
認する。 

(3) 原子炉建物基礎上端の地震観測記録による検討 

各号炉の原子炉建物基礎上端の地震観測記録を用い，それぞれの建物の応答を
比較する。なお，１～３号炉原子炉建物のうち，１号炉と２号炉原子炉建物は隣接して
いるので２号炉原子炉建物で代表させ，検討においては２号炉と３号炉原子炉建物基
礎上端の地震観測記録を用いる。 

(4) 反射法探査及びオフセットＶＳＰ探査による検討 

敷地内において反射法探査及びオフセットＶＳＰ探査を実施し，敷地地盤の地下構
造の反射面や速度構造を把握する。 

(5) 微動アレイ探査による検討 

敷地及び敷地近傍において微動アレイ探査を実施し，敷地及び敷地近傍地盤の速
度構造を把握する。 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 観測記録及び物理探査に基づく検討内容 第204回審査会合資料1 P23 加筆・修正 
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 敷地地盤の地震観測点としては，２号観測点のＡ地点と３号観測点のＢ・Ｃ地点がある。
そのうちＢ地点については，３号建設時に撤去しているので，現在はＡ地点とＣ地点の 
２地点で地震観測を行っている。 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （１） 敷地地盤の地震観測記録による検討（地震観測点） 

地震計設置位置・観測期間 

第204回審査会合資料1 P30 加筆・修正 

地震観測点 

２号炉 

３号炉 

Ｂ地点 

Ａ地点 

Ｃ地点 

１号炉 

№ 地震 
（発生年月日） Ｍ 震源深さ 

(km) 
震央距離 
（km） 

１ 2000年鳥取県西部地震 
（2000.10. 6） 7.3 9 43.2 

２ 2001年芸予地震 
（2001. 3.24） 6.7 46 158.2 

３ 鳥取県中部の地震 
（2016.10.21） 6.6 11 79.8 

４ 島根県西部の地震 
（2018. 4. 9） 6.1 12 54.0 

敷地地盤で観測された主な地震 

成相寺層※2

成相寺層※2

成相寺層※2

観測期間

○ ：地震計

※1　2007年6月観測開始

※2 新第三紀中新世の堆積岩

※3  2013年10月から設置深度を標高－5mから－6mに変更

Ｂ地点 Ｃ地点

地震計 地層 地震計 地層 地震計 地層

地震計
設置位置

1988年9月

現在

1998年6月

2004年3月

2011年2月

現在

観測点

Ａ地点

※1

Ｇ．Ｌ．

－100m

～ ～ ～

Ｇ．Ｌ．

Ｇ．Ｌ．

＋46m

＋8m

－13m

－221m

－135m －135m

－215m

＋10m

＋15m

－6m

（－5m） －10m

＋8.5m

数値は標高
を表す。

※3
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 ２号観測点のＡ地点で観測された2000年鳥取県西部地震の地震観測記録によると岩盤
内で応答スペクトルの顕著な増幅はみられない。 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （１） 敷地地盤の地震観測記録による検討（敷地地盤で観測された主な地震No.１：２号） 

〔NS成分〕 〔EW成分〕 〔UD成分〕 

深度別応答スペクトル（2000年鳥取県西部地震（M7.3），観測点：A地点） 

第106回審査会合 
資料1-2 P24  
加筆・修正 
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （１） 敷地地盤の地震観測記録による検討（敷地地盤で観測された主な地震No.１ ：３号） 

〔NS成分〕 〔EW成分〕 〔UD成分〕 

 ３号観測点のＢ地点で観測された2000年鳥取県西部地震の地震観測記録によると岩盤
内で応答スペクトルの顕著な増幅はみられない。 

深度別応答スペクトル（2000年鳥取県西部地震（M7.3），観測点：B地点） 

第106回審査会合 
資料1-2 P72  
加筆・修正 
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 ２号観測点のＡ地点で観測された2001年芸予地震の地震観測記録によると岩盤内で応
答スペクトルの顕著な増幅はみられない。 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （１） 敷地地盤の地震観測記録による検討（敷地地盤で観測された主な地震No.２：２号） 

〔NS成分〕 〔EW成分〕 〔UD成分〕 

深度別応答スペクトル（2001年芸予地震（M6.7），観測点：A地点） 
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 ３号観測点のＢ地点で観測された2001年芸予地震の地震観測記録によると岩盤内で応
答スペクトルの顕著な増幅はみられない。 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （１） 敷地地盤の地震観測記録による検討（敷地地盤で観測された主な地震No.２：３号） 

〔NS成分〕 〔EW成分〕 〔UD成分〕 

深度別応答スペクトル（2001年芸予地震（M6.7），観測点：B地点） 
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 ２号観測点のＡ地点で観測された2016年鳥取県中部の地震の地震観測記録によると岩
盤内で応答スペクトルの顕著な増幅はみられない。 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （１） 敷地地盤の地震観測記録による検討（敷地地盤で観測された主な地震No.３：２号） 

〔NS成分〕 〔EW成分〕 〔UD成分〕 

深度別応答スペクトル（2016年鳥取県中部の地震（M6.6），観測点：A地点） 
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 ３号観測点のＣ地点で観測された2016年鳥取県中部の地震の地震観測記録によると岩
盤内で応答スペクトルの顕著な増幅はみられない。 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （１） 敷地地盤の地震観測記録による検討（敷地地盤で観測された主な地震No.３：３号） 

〔NS成分〕 〔EW成分〕 〔UD成分〕 

深度別応答スペクトル（2016年鳥取県中部の地震（M6.6），観測点：C地点） 
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 ２号観測点のＡ地点で観測された2018年島根県西部の地震の地震観測記録によると岩
盤内で応答スペクトルの顕著な増幅はみられない。 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （１） 敷地地盤の地震観測記録による検討（敷地地盤で観測された主な地震No.４：２号） 

〔NS成分〕 〔EW成分〕 〔UD成分〕 

深度別応答スペクトル（2018年島根県西部の地震（M6.1），観測点：A地点） 
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 ３号観測点のＣ地点で観測された2018年島根県西部の地震の地震観測記録によると岩
盤内で応答スペクトルの顕著な増幅はみられない。 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （１） 敷地地盤の地震観測記録による検討（敷地地盤で観測された主な地震No.４：３号） 

〔NS成分〕 〔EW成分〕 〔UD成分〕 

深度別応答スペクトル（2018年島根県西部の地震（M6.1），観測点：C地点） 
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 ２号観測点（Ａ地点）及び３号観測点（Ｂ地点）における2000年鳥取県西部地震の地震
観測記録に基づき，解放基盤表面（標高-10m）におけるはぎとり波※を求めると，応答 
スペクトルは同程度である。 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （１） 敷地地盤の地震観測記録による検討（はぎとり波の比較） 第204回審査会合資料1 P33 再掲 
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〔UD成分〕 

※ はぎとり波は後述する２号及び３号地下構造モデルを用いて算定。 
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （１） 敷地地盤の地震観測記録による検討（到来方向別：２号） 

Ｈ／Ｖスペクトル比（A地点：標高+10m） 

：南方向 

：東方向 

検討対象地震 

主要動部 

初動部 
南方向平均 

東方向平均 

南方向（７地震） 

東方向（８地震） 

南方向平均 

東方向平均 

南方向（７地震） 

東方向（８地震） 

第204回審査会合資料1 P31 加筆・修正 

 Ｍ５以上の内陸地殻内地震の観測記録（標高+10m）に基づき評価した水平／上下スペクトル比（以
下「Ｈ／Ｖスペクトル比」という。）を到来方向別に比較すると，検討対象地震の到来方向は東と南の
２方向となり，方向別で顕著な差異はみられない。なお，検討対象地震がない方向については，後
述の傾斜構造を考慮した解析による検討により，特異な傾向がないことを確認している。（62～80
ページ参照） 

島根原子力発電所 

6 

7 

8 
9 

10 

11 

4 

3 

2 1 
5 

12 

13 14 

15 

11 

1 1989.10.27　 07:41 鳥取県西部 13 5.3 45.7 131 74

2 1989.11. 2 04:57 鳥取県西部 15 5.5 45.9 132 72

3 1991. 8.28 10:29 島根県東部 13 5.9 29.2 143 65

4 1997. 6.25 18:50 山口・島根県境 8 6.6 171.8 225 87

5 1997. 9. 4 05:15 鳥取県西部 9 5.5 45.7 131 79

6 2000.10. 6　 13:30 鳥取県西部 9 7.3 43.2 132 78

7 2000.10. 8　 13:17 鳥取県西部 7 5.6 45.8 162 82

8 2000.10. 8　 20:51 鳥取県西部 8 5.2 33.7 123 76

9 2002. 9.16 10:10 鳥取県東部 10 5.5 69.7 105 82

10 2011. 6. 4   01:57 島根県東部 11 5.2 57.2 212 80

11 2011.11.21 19:16 広島県北部 12 5.4 74.3 187 81

12 2016.10.21 14:07 鳥取県中部 11 6.6 79.8 102 82

13 2016.10.21 14:53 鳥取県中部 9 5.0 81.4 104 84

14 2018. 4. 9 1:32 島根県西部 12 6.1 54.0 224 77

15 2018. 6.26 17:00 広島県北部 12 5.0 68.1 190 80

震央距離
(km)

No. 年月日 時刻 震央地名
深さ
(km)

Ｍ
入射角
(°)

方位角
(°)
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （１） 敷地地盤の地震観測記録による検討（到来方向別：３号） 

 Ｍ５以上の内陸地殻内地震の観測記録（Ｂ地点：標高+８m，Ｃ地点： 標高+8.5m ）に基づき評価した
Ｈ／Ｖスペクトル比を到来方向別に比較すると，検討対象地震の到来方向は東と南の２方向となり，
方向別で顕著な差異はみられない。なお，検討対象地震がない方向については，後述の傾斜構造
を考慮した解析による検討により，特異な傾向がないことを確認している。（62～80ページ参照） 

Ｈ／Ｖスペクトル比（B地点：標高+８m，C地点：標高+8.5m） 

主要動部 

初動部 南方向平均 

東方向平均 

南方向（５地震） 

東方向（５地震） 

南方向平均 

東方向平均 

南方向（５地震） 

東方向（５地震） 

第204回審査会合資料1 P32 加筆・修正 

：南方向 

：東方向 

島根原子力発電所 
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7 

8 
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10 

11 

12 

13 14 

15 

検討対象地震 

6 2000.10. 6　 13:30 鳥取県西部 9 7.3 43.2 132 78

7 2000.10. 8　 13:17 鳥取県西部 7 5.6 45.8 162 82

8 2000.10. 8　 20:51 鳥取県西部 8 5.2 33.7 123 76

9 2002. 9.16 10:10 鳥取県東部 10 5.5 69.7 105 82

10 2011. 6. 4   01:57 島根県東部 11 5.2 57.2 212 80

11 2011.11.21 19:16 広島県北部 12 5.4 74.3 187 81

12 2016.10.21 14:07 鳥取県中部 11 6.6 79.8 102 82

13 2016.10.21 14:53 鳥取県中部 9 5.0 81.4 104 84

14 2018. 4. 9 1:32 島根県西部 12 6.1 54.0 224 77

15 2018. 6.26 17:00 広島県北部 12 5.0 68.1 190 80

震央距離
(km)

No. 年月日 時刻 震央地名
深さ
(km)

Ｍ
方位角
(°)

入射角
(°)
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （２） 敷地地盤の微動観測記録による検討（各観測点の評価結果） 

観測点④ 観測点⑧ 観測点⑦ 観測点⑩ 
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⑬ ⑩ 
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④ 

観測点③ 観測点⑥ 観測点⑤ 観測点⑨ 観測点⑫ 

観測点① 観測点⑪ 

観測点② 観測点⑬ 

３号炉 

１号炉 ２号炉 

 発電所敷地内の13箇所（200m間隔）で微動観測を実施し，その観測記録に基づき評価した
H／Vスペクトル比の空間分布を確認した。 

 0.25秒以下の短周期側は表層（盛土・埋土）の影響により若干違いはあるが，１秒以上の
長周期側は一様にフラットであり，敷地内の深部構造に大きな違いはないことを確認した。 

第204回審査会合資料1 
P34，P36 加筆・修正 
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検討対象地震の諸元 

131.0ﾟ

131.0ﾟ

133.0ﾟ

133.0ﾟ

135.0ﾟ

135.0ﾟ

33.0ﾟ 33.0ﾟ

35.0ﾟ 35.0ﾟ

37.0ﾟ 37.0ﾟ

100 km

200 km

300 km

0 75 150 km

7.0≦Ｍ
6.0≦Ｍ＜7.0
5.0≦Ｍ＜6.0
4.0≦Ｍ＜5.0
   　Ｍ＜4.0

 ２号炉及び３号炉原子炉建物基礎上端の地震観測記録のうち，最大加速度が１cm/s2 
以上で，各建物で同時に観測された６地震を検討対象とした。 

№ 年月日 時刻 震央地名 M 震源深さ 
(km) 

方位角 
（°） 

入射角 
（°） 

水平最大加速度(cm/s2) 

２号 ３号 

１ 2011. 6.  4 01:57 島根県東部 5.2 11 212 80 2.1 2.1 

２ 2011.11.21 19:16 広島県北部 5.4 12 187 81 2.6 1.5 

３ 2011.11.25 04:35 広島県北部 4.7 12 187 80 1.2 1.7 

４ 2013. 4. 13 05:33 淡路島付近 6.3 15 126 86 1.8 1.8 

５ 2016.10.21 14:07 鳥取県中部 6.6 11 102 82 13.4 12.8 

６ 2018. 4.  9 01:32 島根県西部 6.1 12 224 77 6.1 8.7 

検討対象地震の震央分布 

１ 
２,３ 

４ 

 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （３） 原子炉建物基礎上端の地震観測記録による検討（検討対象地震） 

島根原子力発電所 

第204回審査会合 
資料1 P24 加筆・修正 

地震計設置位置 

６ 
５ 

6.0≦M＜7.0 
5.0≦M＜6.0 
4.0≦M＜5.0 

３号炉原子炉建物基礎上端(標高-4.2m) 

２号炉原子炉建物基礎上端(標高+1.3m) 

２号炉 

３号炉 

１号炉 
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 ２号炉及び３号炉原子炉建物基礎上端の地震計設置位置を以下に示す。 

２号炉及び３号炉原子炉建物基礎上端の地震計設置位置 

NS 
EW 
UD 

NS 
EW 
UD 

NS 
UD 

EW 

NS 

UD EW 

：地震計設置位置 

２号炉原子炉建物概略断面 

２号炉原子炉建物概略平面 

３号炉原子炉建物概略断面 

３号炉原子炉建物概略平面 

標高+1.3m 

標高+15m 

標高-4.2m 

標高+8.5m 

 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （３） 原子炉建物基礎上端の地震観測記録による検討（地震計設置位置） 
第204回審査会合資料1 

P25 加筆・修正 

基礎下レベル追記 
標高-4.7m 

標高-10.2m 
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2号炉原子炉建物基礎上端 
3号炉原子炉建物基礎上端 

1 2 5 10 0.5 0.2 0.1 0.05 0.02 0.01 

速  

度 

(cm/s) 

周   期  (s) 

2号炉原子炉建物基礎上端 
3号炉原子炉建物基礎上端 

1 2 5 10 0.5 0.2 0.1 0.05 0.02 0.01 

速  

度 

(cm/s) 

周   期  (s) 

2号炉原子炉建物基礎上端 
3号炉原子炉建物基礎上端 

1 2 5 10 0.5 0.2 0.1 0.05 0.02 0.01 

速  

度 

(cm/s) 

周   期  (s) 

 2011年島根県東部の地震（M5.2）の観測記録の応答スペクトルは同程度である。 

 
２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （３） 原子炉建物基礎上端の地震観測記録による検討（観測記録：No.１地震） 
第204回審査会合
資料1 P26 再掲 

２号 

３号 

1.7 

2.1 

〔NS成分〕 

加
速
度 

(cm/s²) 

加
速
度 

(cm/s²) 

時間 (s) 

時間 (s) 

２号 

３号 

2.1 

1.8 

〔EW成分〕 

加
速
度 

(cm/s²) 

加
速
度 

(cm/s²) 

時間 (s) 

時間 (s) 

２号 

３号 

1.7 

1.9 

〔UD成分〕 

加
速
度 

(cm/s²) 

加
速
度 

(cm/s²) 

時間 (s) 

時間 (s) 
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2号炉原子炉建物基礎上端 
3号炉原子炉建物基礎上端 

1 2 5 10 0.5 0.2 0.1 0.05 0.02 0.01 

速  

度 

(cm/s) 

周   期  (s) 

2号炉原子炉建物基礎上端 
3号炉原子炉建物基礎上端 

1 2 5 10 0.5 0.2 0.1 0.05 0.02 0.01 

速  

度 

(cm/s) 

周   期  (s) 

2号炉原子炉建物基礎上端 
3号炉原子炉建物基礎上端 

1 2 5 10 0.5 0.2 0.1 0.05 0.02 0.01 

速  

度 

(cm/s) 

周   期  (s) 

 2011年広島県北部の地震（M5.4）の観測記録の応答スペクトルは同程度である。 

 
２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （３） 原子炉建物基礎上端の地震観測記録による検討（観測記録：No.２地震） 
第204回審査会合
資料1 P27 再掲 

２号 

３号 

1.5 

1.4 

〔NS成分〕 

加
速
度 

(cm/s²) 

加
速
度 

(cm/s²) 

時間 (s) 

時間 (s) 

２号 

３号 

2.6 

1.5 

〔EW成分〕 

加
速
度 

(cm/s²) 

加
速
度 

(cm/s²) 

時間 (s) 

時間 (s) 

２号 

３号 

1.8 

2.3 

〔UD成分〕 

加
速
度 

(cm/s²) 

加
速
度 

(cm/s²) 

時間 (s) 

時間 (s) 
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2号炉原子炉建物基礎上端 
3号炉原子炉建物基礎上端 

1 2 5 10 0.5 0.2 0.1 0.05 0.02 0.01 

速  

度 

(cm/s) 

周   期  (s) 

2号炉原子炉建物基礎上端 
3号炉原子炉建物基礎上端 

1 2 5 10 0.5 0.2 0.1 0.05 0.02 0.01 

速  

度 

(cm/s) 

周   期  (s) 

 2011年広島県北部の地震（M4.7）の観測記録の応答スペクトルは同程度である。 

 
２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （３） 原子炉建物基礎上端の地震観測記録による検討（観測記録：No.３地震） 
第204回審査会合
資料1 P28 再掲 

２号 

３号 

1.0 

1.4 

〔NS成分〕 

加
速
度 

(cm/s²) 

加
速
度 

(cm/s²) 

時間 (s) 

時間 (s) 

２号 

３号 

1.2 

1.7 

〔EW成分〕 

加
速
度 

(cm/s²) 

加
速
度 

(cm/s²) 

時間 (s) 

時間 (s) 

２号 

３号 

1.1 

1.3 

〔UD成分〕 

加
速
度 

(cm/s²) 

加
速
度 

(cm/s²) 

時間 (s) 

時間 (s) 

2号炉原子炉建物基礎上端 
3号炉原子炉建物基礎上端 

1 2 5 10 0.5 0.2 0.1 0.05 0.02 0.01 

速  

度 

(cm/s) 

周   期  (s) 
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2号炉原子炉建物基礎上端 
3号炉原子炉建物基礎上端 

1 2 5 10 0.5 0.2 0.1 0.05 0.02 0.01 

速  

度 

(cm/s) 

周   期  (s) 

2号炉原子炉建物基礎上端 
3号炉原子炉建物基礎上端 

1 2 5 10 0.5 0.2 0.1 0.05 0.02 0.01 

速  

度 

(cm/s) 

周   期  (s) 

2号炉原子炉建物基礎上端 
3号炉原子炉建物基礎上端 

1 2 5 10 0.5 0.2 0.1 0.05 0.02 0.01 

速  

度 

(cm/s) 

周   期  (s) 

 2013年淡路島付近の地震（M6.3）の観測記録の応答スペクトルは同程度である。 

 
２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （３） 原子炉建物基礎上端の地震観測記録による検討（観測記録：No.４地震） 
第204回審査会合
資料1 P29 再掲 

２号 
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加
速
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加
速
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〔UD成分〕 

加
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速
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(cm/s²) 

時間 (s) 

時間 (s) 



55 

 2016年鳥取県中部の地震（M6.6）の観測記録の応答スペクトルは同程度である。 

 
２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （３） 原子炉建物基礎上端の地震観測記録による検討（観測記録：No.５地震） 
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 2018年島根県西部の地震（M6.1）の観測記録の応答スペクトルは同程度である。 

 
２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （３） 原子炉建物基礎上端の地震観測記録による検討（観測記録：No.６地震） 
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 深度1200mの大深度ボーリングを実施し，大深度ボーリング孔から２号炉方向へ伸びる東
西方向でオフセットＶＳＰ探査を実施した。また，南北・東西方向の構内道路沿い（２測線）
で反射法探査を実施した。 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （４） 反射法探査及びオフセットＶＳＰ探査による検討（解析断面） 
第204回審査会合資料1 

P38，P39 加筆・修正 

    反射法探査 測線①（南北，約250m） 

    反射法探査 測線②（東西，約800m） 

    反射法探査 解析断面①（南北） 

    反射法探査 解析断面②（東西） 

 ※受振点：5m間隔，起振点：10m間隔 

    大深度ボーリング孔（深度1200m） 

    オフセットＶＳＰ解析断面（東西） 

    オフセットＶＳＰ起振点（６箇所） 

３号炉 

反射法探査及びオフセットＶＳＰ探査の解析断面 

測線① 

測線② 

１号炉 ２号炉 
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VSP評価結果（東西） 

 東西方向の反射面は地下深部までほぼ水平に連続 しており，特異な構造はみられない。 

 深度1200mまでのＰ波速度はＶｐ＝3.5～5km/s程度であり，低速度域はみられない。 

反射法評価結果（東西：測線②） 

トモグラフィ評価結果（東西） 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （４） 反射法探査及びオフセットＶＳＰ探査による検討（検討結果:東西方向） 

オフセットＶＳＰ探査及び反射法探査の評価結果（東西方向） 

西 東 

P波速度 
(km/s) 

第204回審査会合
資料1 P40 再掲 
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CDP 

深
度

(m
) 

距離(m) 250         200        150         100          50  

（南北：測線①） 

 南北方向の反射面は北に向かって緩やかに傾斜しているが，特異な構造はみられない。 

反射法探査の評価結果（南北方向） 

北 南 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （４） 反射法探査及びオフセットＶＳＰ探査による検討（検討結果:南北方向） 
第204回審査会合
資料1 P41 再掲 
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観測分散曲線

理論分散曲線

観測分散曲線

理論分散曲線

微動アレイ探査における観測と理論計算の分散曲線の比較 微動アレイ探査における観測と理論計算の分散曲線の比較

微動アレイ探査　解析結果（S波速度構造）　【暫定】 微動アレイ探査　解析結果（S波速度構造）　【暫定】
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観測分散曲線

理論分散曲線

観測分散曲線

理論分散曲線

微動アレイ探査における観測と理論計算の分散曲線の比較 微動アレイ探査における観測と理論計算の分散曲線の比較

微動アレイ探査　解析結果（S波速度構造）　【暫定】 微動アレイ探査　解析結果（S波速度構造）　【暫定】
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 敷地及び敷地近傍における微動アレイ探査（西側・東側アレイ）により，速度構造を推定した。 

 それぞれのアレイにおける速度構造の同定結果を比較すると，概ね同程度の深さに同程度 
の速度層が分布している。 

アレイ配置 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 （５） 微動アレイ探査による検討（アレイ配置及び評価結果） 

L1アレイ 

M1アレイ 

S1アレイ L2アレイ 

M2アレイ 

S2アレイ 

分散曲線 

１号炉 

第204回審査会合資料1 P42 加筆・修正 
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（１）敷地地盤の地震観測記録による検討 

敷地で観測された主な４地震について，岩盤内の各深さで得られた観測記録の応答スペクトルに
顕著な増幅がみられないことを確認した。また，２号観測点及び３号観測点の解放基盤表面におけ
るはぎとり波が同程度であることを確認した。 

さらに，Ｍ５以上の内陸地殻内地震（15地震）の到来方向は東と南の２方向となり，方向別で増幅
特性に違いはみられないことを確認した。 

（２）敷地地盤の微動観測記録による検討 

Ｈ／Ｖスペクトル比の１秒以上の長周期側が各観測点で一様にフラットであり，敷地の深部構造に
大きな違いはないことを確認した。なお，Ｈ／Ｖスペクトル比の0.25秒以下の短周期側が各観測点で
異なるのは，表層（盛土・埋土）の影響によるものと考えられる。 

（３）原子炉建物基礎上端の地震観測記録による検討 

２号炉及び３号炉の原子炉建物基礎上端で同時に観測された６地震について，各建物の応答スペ
クトルが同程度であり，号炉間で差異がないことを確認した。 

（４）反射法探査及びオフセットＶＳＰ探査による検討 

南北方向の反射面が北に向かって緩やかに傾斜し，東西方向の反射面が地下深部までほぼ水平
に連続しており，特異な構造ではないことを確認した。また，深度1200mまでのＰ波速度はＶｐ＝3.5
～5km/s程度であり，低速度域がみられないことを確認した。 

（５）微動アレイ探査による検討 

西側及び東側アレイにおける速度構造の同定結果から，西側と東側では概ね同程度の深さに同
程度の速度層が分布していることを確認した。 

 以上より，観測記録及び物理探査に基づく検討結果から，敷地の地下構造は南北方向は北に緩や
かに傾斜し，東西方向は水平成層であり特異な構造はみられないことを確認した。 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．３ 観測記録及び物理探査に基づく検討 

 観測記録及び物理探査に基づく検討のまとめ 第204回審査会合資料1 P43 加筆・修正 
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 傾斜構造を考慮した解析による検討 

敷地及び敷地周辺の地質・地質構造の調査結果及び反射法探査の検討結果より，敷地の南北
方向の地下構造は北に緩やかに傾斜しているため，傾斜構造を考慮した２次元地下構造モデル
を用い，その影響を解析的に検討する。 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討 

 傾斜構造を考慮した解析による検討内容 第204回審査会合資料1 P45 加筆・修正 

検討モデル ２号 ３号 設定方法 

 敷地内モデル（基本） ○ ○ 敷地内の速度層断面図に基づき設定 

 広域モデル（基本） ○ ○ 敷地内モデル（基本）の範囲を拡大して設定 

 敷地内モデル（ドレライト考慮） ○※ － 
敷地内モデル（基本）に敷地内の地質断面
図にみられるドレライトを考慮して設定 

 広域モデル（ドレライト考慮） ○※ － 
敷地内モデル（ドレライト考慮）の範囲を拡大
して設定 

 広域モデル（背斜・向斜考慮） ○※ ○※ 
広域モデル（基本）に敷地周辺の地質断面
図にみられる背斜・向斜構造を考慮して設定 

検討モデル一覧 

※ 検討結果は補足説明資料16～51ページに記載 



63 

２号炉心位置の１次元地下構造モデル ２号敷地内モデル（基本） 

２
０

５
ｍ

 

 ２号炉心位置における１次元地下構造モデルの地盤増幅特性が，２号敷地内モデルの 
地盤増幅特性（鉛直入射）と比較して，同程度またはそれ以上となっており，１次元と２次
元の増幅傾向に違いはみられない。  

２号炉心位置 

２
０

５
ｍ

 

６００ｍ 

北 南 

地盤増幅特性の比較（２号炉心位置） 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討  

 （１） ２号敷地内モデルの検討（基本：１次元と２次元による増幅特性の比較） 

（無限長） 

0° 0° 

２号炉心位置 

４ 1.95km/s 

５ 2.0km/s 

６ 2.35km/s 

３ 1.6km/s ４ 1.95km/s 

５ 2.0km/s 
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３ 1.6km/s 

第204回審査会合 
資料1 P55 加筆・修正 

※速度はVsを表す 
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３号炉心位置の１次元地下構造モデル ３号敷地内モデル（基本） 
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北 南 

 ３号炉心位置における１次元地下構造モデルの地盤増幅特性が，３号敷地内モデルの
地盤増幅特性（鉛直入射）と比較して，同程度またはそれ以上となっており，１次元と２次
元の増幅傾向に違いはみられない。  

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討  

 （１） ３号敷地内モデルの検討（基本：１次元と２次元による増幅特性の比較） 
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第204回審査会合
資料1 P57 再掲 
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討  

 （１） ２号広域モデルの検討（基本：入射角の違いによる増幅特性の比較） 

 ２号広域モデルに地震波を鉛直（０°）及び斜め（±15°，±30°）に入射すると，鉛直入
射の地盤増幅特性が，斜め入射の地盤増幅特性と比較して，同程度またはそれ以上と
なっており，斜め入射を考慮しても傾斜構造による特異な増幅傾向はみられない。 
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※速度はVsを表す 
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第204回審査会合 
資料1 P61 再掲 
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討  

 （１） ３号広域モデルの検討（基本：入射角の違いによる増幅特性の比較） 

 ３号広域モデルに地震波を鉛直（０°）及び斜め（±15°，±30°）に入射すると，鉛直入
射の地盤増幅特性が，斜め入射の地盤増幅特性と比較して，同程度またはそれ以上と
なっており，斜め入射を考慮しても傾斜構造による特異な増幅傾向はみられない。 
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第204回審査会合 
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 下式のRicker波（最大加速度：1.0m/s2，中心周期：0.2ｓ，最大値生起時刻：5.0ｓ）を用い，２
次元地下構造モデルに対して地震波（ＳＶ波）を鉛直（０°）及び斜め（±30°）に入射して
伝播特性を比較する。 

 Ricker波は，振幅が特定の周波数帯に比較的均一に分布しており，波の形状が単純で波
形の比較に適している。 

 Ricker波の中心周期は，島根サイトでは特徴的な周期帯を持つ地震記録が観測されてい
ないことから，建物の固有周期(約0.2ｓ)付近の周期としている。 
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リッカー波の時刻歴波形 リッカー波のフーリエスペクトル 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討 

 （２） 広域モデルの検討（伝播特性の検討に用いるRicker波） 

フ
ー
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エ

振
幅

（
m
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Ricker 波による伝播特性（鉛直入射波） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.90s 

5.10s 

5.30s 

5.50s 

5.70s 

5.90s 

6.10s 

6.30s 

6.50s 

▽2 号炉心位置 ▽2 号炉心位置 ▽2 号炉心位置 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討 

 （２） ２号広域モデルの検討（基本：入射角の違いによるRicker波の検討） 

 ２号広域モデルに地震波を鉛直（０°）に入射した検討結果（スナップショット）によると，
傾斜構造による特異な伝播傾向はみられない。 

０°入射 

２号炉心位置 

振幅 

北 南 

4.90s 

5.10s 

5.30s 

5.50s 

5.70s 

5.90s 

6.10s 

6.30s 

6.50s 

Ricker波による検討結果（０°入射） 

２
０

３
０

ｍ
 

４０００ｍ 
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 ２号広域モデルに地震波を鉛直（０°）に入射した検討結果（炉心及び炉心から約20m，
40m，60mの加速度波形）によると，傾斜構造による特異な伝播傾向はみられない。 

０°入射 

２号炉心位置 北 南 

２号炉心位置 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 

炉心及び炉心周辺（ﾓﾃﾞﾙ上端）の加速度波形（０°入射） 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討 

 （２） ２号広域モデルの検討（基本：入射角の違いによるRicker波の検討） 

max.abs.= 0.342924

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面北端）

max.abs.= 0.4552

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面北中）

max.abs.= 0.64237

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-100m）

max.abs.= 0.641733

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-80m）

max.abs.= 0.639472

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-60m）
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max.abs.= 0.643714

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.649642

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.653649

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.65557

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から20m）

max.abs.= 0.656124

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）
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max.abs.= 0.656003

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から60m）

max.abs.= 0.655393

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から80m）

max.abs.= 0.654473

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から100m）

max.abs.= 0.746091

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面南中）

max.abs.= 0.841081

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面南端）
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max.abs.= 0.643714

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.649642

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.653649

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.65557

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から20m）

max.abs.= 0.656124

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）
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max.abs.= 0.643714

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.649642

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.653649

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.65557

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から20m）

max.abs.= 0.656124

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）
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max.abs.= 0.643714

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.649642

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.653649

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.65557

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から20m）

max.abs.= 0.656124

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）
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max.abs.= 0.643714

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.649642

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.653649

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.65557

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から20m）

max.abs.= 0.656124

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）
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２号広域モデル（基本） 
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※速度はVsを表す 

５ 2.0km/s 
４ 1.95km/s 

３ 1.6km/s 

６ 2.35km/s 

８ 2.19km/s 
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Ricker 波による伝播特性（入射角+30°） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.90s 

5.10s 

5.30s 

5.50s 

5.70s 

5.90s 

6.10s 

6.30s 

6.50s 

▽2 号炉心位置 ▽2 号炉心位置 ▽2 号炉心位置 

２号炉心位置 

振幅 

北 南 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討 

 （２） ２号広域モデルの検討（基本：入射角の違いによるRicker波の検討） 

 ２号広域モデルに地震波を斜め（＋30 °）に入射した検討結果（スナップショット）によると，
傾斜構造による特異な伝播傾向はみられない。 

4.90s 

5.10s 

5.30s 

5.50s 

5.70s 

5.90s 

6.10s 

6.30s 

6.50s 

Ricker波による検討結果（＋30°入射） 

＋30°入射 
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ｍ
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北 南 

＋30°入射 

炉心及び炉心周辺（ﾓﾃﾞﾙ上端）の加速度波形（+30°入射） 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討 

 （２） ２号広域モデルの検討（基本：入射角の違いによるRicker波の検討） 

 ２号広域モデルに地震波を斜め（＋30 °）に入射した検討結果（炉心及び炉心から約20m，
40m，60mの加速度波形）によると，傾斜構造による特異な伝播傾向はみられない。 

max.abs.= 0.274841

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面北端）

max.abs.= 0.373513

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面北中）

max.abs.= 0.521025

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-100m）

max.abs.= 0.523598

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-80m）

max.abs.= 0.524503

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-60m）
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max.abs.= 0.523846

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.521647

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.517668

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.511726

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から20m）

max.abs.= 0.504282

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）
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max.abs.= 0.498028

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から60m）

max.abs.= 0.498748

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から80m）

max.abs.= 0.49856

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から100m）

max.abs.= 0.580814

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面南中）

max.abs.= 0.762143

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面南端）
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図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）
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図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）
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図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から20m）
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Ricker 波による伝播特性（入射角-30°） 
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▽2 号炉心位置 ▽2 号炉心位置 ▽2 号炉心位置 

－30°入射 

２号炉心位置 

振幅 

北 南 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討 

 （２） ２号広域モデルの検討（基本：入射角の違いによるRicker波の検討） 

 ２号広域モデルに地震波を斜め（－30 °）に入射した検討結果（スナップショット）によると，
傾斜構造による特異な伝播傾向はみられない。 
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Ricker波による検討結果（－30°入射） 
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北 南 

－30°入射 

炉心及び炉心周辺（ﾓﾃﾞﾙ上端）の加速度波形（-30°入射） 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討 

 （２） ２号広域モデルの検討（基本：入射角の違いによるRicker波の検討） 

 ２号広域モデルに地震波を斜め（－30 °）に入射した検討結果（炉心及び炉心から約20m，
40m，60mの加速度波形）によると，傾斜構造による特異な伝播傾向はみられない。 

max.abs.= 0.29597

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面北端）
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図　時刻歴波形（水平加速度、地表面北中）

max.abs.= 0.612886

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-100m）
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図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-80m）
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図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-60m）
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図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）
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図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から20m）
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max.abs.= 0.629468

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から60m）
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図　時刻歴波形（水平加速度、地表面南端）
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２号炉心位置 
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２号炉心位置 

５ 2.0km/s 
４ 1.95km/s 

６ 2.35km/s 

８ 2.19km/s 

９ 2.73km/s 

10 3.02km/s 

３ 1.6km/s 

２号広域モデル（基本） 

４０００ｍ 

※速度はVsを表す 

第204回審査会合
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Ricker 波による伝播特性（鉛直入射波） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.90s 

5.10s 

5.30s 

5.50s 

5.70s 

5.90s 

6.10s 

6.30s 

6.50s 

▽3 号炉心位置 ▽3 号炉心位置 ▽3 号炉心位置 

３号炉心位置 

振幅 

北 南 

 ３号広域モデルに地震波を鉛直（０°）に入射した検討結果（スナップショット）によると，
傾斜構造による特異な伝播傾向はみられない。 

4.90s 

5.10s 

5.30s 

5.50s 

5.70s 

5.90s 

6.10s 

6.30s 

6.50s 

Ricker波による検討結果（０°入射） 

０°入射 

２
０

３
０

ｍ
 

４０００ｍ 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討 

 （２） ３号広域モデルの検討（基本：入射角の違いによるRicker波の検討） 
第204回審査会合
資料1 P91 再掲 
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北 南 

３号炉心位置 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 

炉心及び炉心周辺（ﾓﾃﾞﾙ上端）の加速度波形（鉛直入射） 

 ３号広域モデルに地震波を鉛直（０°）に入射した検討結果（炉心及び炉心から約20m，
40m，60mの加速度波形）によると，傾斜構造による特異な伝播傾向はみられない。 

max.abs.= 0.44421

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面北端）

max.abs.= 0.564492

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面北中）

max.abs.= 0.715543

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-100m）

max.abs.= 0.718772

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-80m）

max.abs.= 0.718615

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-60m）
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max.abs.= 0.715852

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.710763

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.704459

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.698692

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から22m）

max.abs.= 0.693584

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

max.abs.= 0.691409

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から60m）

max.abs.= 0.695069

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から80m）

max.abs.= 0.6994

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から100m）

max.abs.= 0.84618

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面南中）

max.abs.= 0.839841

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面南端）
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max.abs.= 0.715852

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.710763

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.704459

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.698692

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から22m）

max.abs.= 0.693584

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

max.abs.= 0.715852

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.710763

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.704459

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.698692

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から22m）

max.abs.= 0.693584

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）
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max.abs.= 0.715852

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.710763

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.704459

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.698692

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から22m）

max.abs.= 0.693584

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）
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max.abs.= 0.715852

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.710763

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.704459

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.698692

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から22m）

max.abs.= 0.693584

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）
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３号炉心位置 

⑪3.02km/s 

⑩2.73km/s 

⑨2.19km/s 

⑥2.1km/s 

④1.52km/s 

⑦1.77km/s 

３号広域モデル（基本） 

４０００ｍ 

０°入射 

※速度はVsを表す 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討 

 （２） ３号広域モデルの検討（基本：入射角の違いによるRicker波の検討） 
第204回審査会合
資料1 P92 再掲 
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Ricker 波による伝播特性（入射角+30°） 
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5.30s 

5.50s 

5.70s 

5.90s 

6.10s 

6.30s 

6.50s 

▽3 号炉心位置 ▽3 号炉心位置 ▽3 号炉心位置 

３号炉心位置 

振幅 

北 南 

 ３号広域モデルに地震波を斜め（＋30 °）に入射した検討結果（スナップショット）によると，
傾斜構造による特異な伝播傾向はみられない。 

4.90s 

5.10s 

5.30s 

5.50s 

5.70s 

5.90s 

6.10s 

6.30s 

6.50s 

Ricker波による検討結果（＋30°入射） 

＋30°入射 

２
０

３
０

ｍ
 

４０００ｍ 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討 

 （２） ３号広域モデルの検討（基本：入射角の違いによるRicker波の検討） 
第204回審査会合
資料1 P97 再掲 
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北 南 

炉心及び炉心周辺（ﾓﾃﾞﾙ上端）の加速度波形（+30°入射） 

 ３号広域モデルに地震波を斜め（＋30 °）に入射した検討結果（炉心及び炉心から約20m，
40m，60mの加速度波形）によると，傾斜構造による特異な伝播傾向はみられない。 

max.abs.= 0.369132

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面北端）

max.abs.= 0.467515

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面北中）

max.abs.= 0.602995

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-100m）

max.abs.= 0.593667

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-80m）

max.abs.= 0.583303

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-60m）
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max.abs.= 0.572214

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.560208

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.556748

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.557411

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から20m）

max.abs.= 0.558369

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）
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max.abs.= 0.560498

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から60m）

max.abs.= 0.561042

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から80m）

max.abs.= 0.559702

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から100m）

max.abs.= 0.666947

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面南中）

max.abs.= 0.770362

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面南端）
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max.abs.= 0.572214

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.560208

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.556748

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.557411

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から20m）

max.abs.= 0.558369

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）
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max.abs.= 0.572214

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.560208

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.556748

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.557411

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から20m）

max.abs.= 0.558369

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）
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max.abs.= 0.572214

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.560208

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.556748

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.557411

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から20m）

max.abs.= 0.558369

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）
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max.abs.= 0.572214

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.560208

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.556748

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.557411

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から20m）

max.abs.= 0.558369

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

(s) 4 4.5 5 5.5 6 6.5 7 
-1.5 

0 

1.5 

(m
/s

2
) 

max = 0.56 

Ｄ（炉心位置） 

(s) 4 4.5 5 5.5 6 6.5 7 
-1.5 

0 

1.5 

(m
/s

2
) 

max = 0.56 

Ｃ 

(s) 4 4.5 5 5.5 6 6.5 7 
-1.5 

0 

1.5 

(m
/s

2
) 

max = 0.56 

Ｅ 

(s) 4 4.5 5 5.5 6 6.5 7 
-1.5 

0 

1.5 

(m
/s

2
) 

max = 0.57 

Ｂ 

(s) 4 4.5 5 5.5 6 6.5 7 
-1.5 

0 

1.5 

(m
/s

2
) 

max = 0.56 

Ｆ 

(s) 4 4.5 5 5.5 6 6.5 7 
-1.5 

0 

1.5 

(m
/s

2
) 

max = 0.58 

Ａ 

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7 
-1.5 

0 

1.5 

(m
/s

2
) 

max = 0.56 

Ｇ 

(s) 

３号炉心位置 
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３号炉心位置 

⑪3.02km/s 

⑩2.73km/s 

⑨2.19km/s 

⑥2.1km/s 

④1.52km/s 

⑦1.77km/s 

３号広域モデル（基本） 

４０００ｍ 

＋30°入射 

※速度はVsを表す 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討 

 （２） ３号広域モデルの検討（基本：入射角の違いによるRicker波の検討） 
第204回審査会合
資料1 P98 再掲 



78 

Ricker 波による伝播特性（入射角-30°） 
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5.50s 

5.70s 

5.90s 
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6.30s 

6.50s 

▽3 号炉心位置 ▽3 号炉心位置 ▽3 号炉心位置 

３号炉心位置 

振幅 

北 南 

 ３号広域モデルに地震波を斜め（－30 °）に入射した検討結果（スナップショット）によると，
傾斜構造による特異な伝播傾向はみられない。 

4.90s 

5.10s 

5.30s 

5.50s 

5.70s 

5.90s 

6.10s 

6.30s 

6.50s 

Ricker波による検討結果（－30°入射） 

－30°入射 

２
０

３
０

ｍ
 

４０００ｍ 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討 

 （２） ３号広域モデルの検討（基本：入射角の違いによるRicker波の検討） 
第204回審査会合
資料1 P99 再掲 
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北 南 

炉心及び炉心周辺（ﾓﾃﾞﾙ上端）の加速度波形（-30°入射） 

 ３号広域モデルに地震波を斜め（－30 °）に入射した検討結果（炉心及び炉心から約20m，
40m，60mの加速度波形）によると，傾斜構造による特異な伝播傾向はみられない。 

max.abs.= 0.38076

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面北端）

max.abs.= 0.521976

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面北中）

max.abs.= 0.70653

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-100m）

max.abs.= 0.700249

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-80m）

max.abs.= 0.708816

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-60m）
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max.abs.= 0.708037

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.703027

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.707566

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.698371

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から20m）

max.abs.= 0.699501

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）
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max.abs.= 0.700322

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から60m）

max.abs.= 0.69159

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から80m）

max.abs.= 0.693588

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から100m）

max.abs.= 0.775892

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面南中）

max.abs.= 0.752362

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面南端）
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max.abs.= 0.708037

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.703027

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.707566

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.698371

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から20m）

max.abs.= 0.699501

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）
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max.abs.= 0.708037

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.703027

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.707566

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.698371

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から20m）

max.abs.= 0.699501

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

4 4.5 5 5.5 6 6.5 7

a
cc
(m

/s
e
c2
)

時刻(sec)

max.abs.= 0.708037

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.703027

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.707566

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.698371

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から20m）

max.abs.= 0.699501

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）
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max.abs.= 0.708037

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-40m）

max.abs.= 0.703027

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から-20m）

max.abs.= 0.707566

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心）

max.abs.= 0.698371

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から20m）

max.abs.= 0.699501

図　時刻歴波形（水平加速度、地表面炉心から40m）
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３号炉心位置 

⑩2.73km/s 

⑪3.02km/s 

⑨2.19km/s 

⑥2.1km/s 

④1.52km/s 

⑦1.77km/s 

３号広域モデル（基本） 

４０００ｍ 

－30°入射 

※速度はVsを表す 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討 

 （２） ３号広域モデルの検討（基本：入射角の違いによるRicker波の検討） 
第204回審査会合
資料1 P100 再掲 
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 傾斜構造を考慮した２次元地下構造モデルとして，２号及び３号地盤の敷地内モデル，
広域モデルを設定し，地震波の入射角の違いによる地盤増幅特性への影響を検討し
た。その結果，全ての検討モデルにおいて，鉛直入射の地盤増幅特性が，斜め入射
の地盤増幅特性と比較して，同程度またはそれ以上となり，斜め入射を考慮しても傾
斜構造による特異な増幅傾向はみられなかった。 

 １次元地下構造モデルによる地盤増幅特性と，上記の２次元地下構造モデルの鉛直
入射の地盤増幅特性を比較すると，全ての検討モデルにおいて，１次元地下構造モデ
ルの増幅特性が，２次元地下構造モデルの増幅特性と同程度またはそれ以上となり，
１次元と２次元の増幅傾向に違いはみられなかった。 

 ２次元地下構造モデルにRicker波を入射して，地震波の入射角の違いによる伝播特
性への影響を検討すると，全ての検討モデルにおいて，地盤の傾斜構造による特異な
伝播傾向はみられなかった。 

 以上より，南北方向の傾斜構造が敷地の地震動評価に与える影響はほとんどないこと
を確認できた（結果的に保守的な評価となる）ことから，南北方向の地下構造は水平成
層構造とみなすことができると判断した。 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．４ 傾斜構造を考慮した解析による検討  

 傾斜構造を考慮した解析による検討のまとめ 第204回審査会合資料1 P121 加筆・修正 
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．５ 地下構造モデルの設定  

 地下構造モデルの設定（設定方針） 

 敷地及び敷地周辺の地質・地質構造の調査結果，観測記録及び物理探査に基づく検
討結果より，東西方向の地下構造は水平成層構造であることを確認した。 

 敷地及び敷地周辺の地質・地質構造の調査結果より，南北方向の地下構造は北に緩
やかに傾斜しているため，２次元地下構造モデル（南北方向）を用いて検討したところ，
傾斜構造が敷地の地震動評価に与える影響はほとんどないことを確認できたことから，
南北方向の地下構造は水平成層構造とみなすことができると判断した。 

 以上より，敷地の地震動評価に用いる地下構造モデルは，東西・南北方向ともに水平
成層構造として，敷地地盤の物理探査結果及び地震観測記録等に基づき，２号及び３
号の１次元地下構造モデルを設定する。 

第204回審査会合資料1 P123 
加筆・修正 
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+50m

+8.5m

+5m +5m

-4.7m 9.7 900 2100 2350 -4.7m 9.7 900 2100 2350
-16.5m

-51.5m 35 2660 5320 2610
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-110m 50 1950 4000 2500 -110m 50 1950 4000 2500
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(m/s)
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(m)
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(m/s)

75 2530 5220

2650

800

2390

2680130

2150760

250
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速度
(m/s)
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(kg/m3)
P波
速度
(m/s)

25

55.3 1600 3600 2500310 1890 3390 2300

1870

190 1710 3940

2530 5220

400 2140 3700 2370
610 2190

3840 2400

2730 5160

610 2190 4350 2650

5160 2640610 2730
210 2640

460 2720 4710 2550
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25003600160055.3

2100
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250

 高速度層 

標高 

標高 

標高 標高 

 ２号地下構造モデルのS波・P波速度，密度については，各種調査結果に基づき設定した。 

微動アレイ探査 大深度ボーリング 炉心周辺ボーリング ２号地下構造モデル 

※1 Vp：3.5km/s未満 Vp=1.29+1.11Vs（狐崎ほか(1990)） 
      Vp：3.5km/s以上 Vp=1.73Vs 
※2 ρ =1.2475+0.399Vp-0.026Vp2（Ludwig et al.(1970)） 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．５ 地下構造モデルの設定  

 （１） ２号地下構造モデルの設定（速度値，密度の設定） 第204回審査会合資料1 P127 再掲 
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No. 
地 震 

（年月日・時刻） 
Ｍ 

震源
深さ 
(km) 

震央 
距離 
(km) 

方位角 
(°) 

入射角 
(°) 

1 
鳥取県西部の地震 
（2000.7.17  8:00） 

4.4 16 42.3 115 69 

2 
鳥取県西部の地震 
（2000.10.6 14:52） 

4.5 8 34.1 124 77 

3 
鳥取県西部の地震 
（2000.10.7  6:38） 

4.4 8 33.2 125 76 

4 
鳥取県西部の地震 
（2000.10.7 12:03） 

4.3 9 33.3 121 75 

5 
鳥取県西部の地震 
（2000.10.8 20:51） 

5.2 8 33.7 123 76 

標高 -5m 

標高-135m 

▼標高+15m 

標高+10m 

検討対象地震 

 ２号地下構造モデルの設定において，減衰定数については，Ａ地点で観測された５地震の
観測記録を用いて，伝達関数及びＨ／Ｖスペクトル比に基づく同定解析により設定した。 

Ａ地点地震計設置位置 

：同定解析に用いる観測記録のレベル 

：地震計設置位置 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．５ 地下構造モデルの設定  

 （１） ２号地下構造モデルの設定（同定解析：解析条件） 

第204回審査会合資料1 P128 再掲 
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 観測記録に基づき評価した平均伝達関数と，同定解析により設定した２号地下構造モデル
による理論伝達関数は良く整合している。 

伝達関数の比較（鉛直方向） 伝達関数の比較（水平方向） 
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．５ 地下構造モデルの設定  

 （１） ２号地下構造モデルの設定（同定解析：伝達関数） 
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 観測記録に基づき評価した平均Ｈ／Ｖスペクトル比と，同定解析により設定した２号地下
構造モデルによる理論Ｈ／Ｖスペクトル比は良く整合している。 

Ｈ／Ｖスペクトル比の比較 

標高-5m 標高-135m 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．５ 地下構造モデルの設定  

 （１） ２号地下構造モデルの設定（同定解析：Ｈ／Ｖスペクトル比） 
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 ２号地下構造モデルを以下のとおり設定した。なお，標高-1510m以深の減衰については
岩田・関口（2002）で用いられている地下構造モデル※１の値を用いている。 

２号地下構造モデル 

※１ 京都大学防災研究所地震予知センター鳥取地震観測所が震源決定に用いている速度構造(P波速度)を参考に設定された地下構造モデルで，2000年鳥取県西部地震の震源インバージョン 
    及び強震動シミュレーションに用いられており，強震動シミュレーション結果は観測記録と良く対応することが確認されている。 
※2   f は振動数を表す。 
※3 炉心周辺ボーリング及び大深度ボーリングのＰＳ検層結果の接続部分であり，ＰＳ検層では境界を把握できないため同定解析により設定。 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．５ 地下構造モデルの設定  

 （１） ２号地下構造モデルの設定（モデル設定値） 

標高 層厚 Ｓ波 Ｐ波

層番号 (m) (m) 速度 速度

(m/s) (m/s) h(f)※２ 0.05s 0.1s 0.2s 0.5s h(f)※２ 0.05s 0.1s 0.2s 0.5s

1 005 250 800 2100 75.8f-0.003 75.12 75.28 75.43 75.64 77.0f-0.003 76.31 76.47 76.63 76.84

2 0.008.8 900 2100 2350 54.6f-0.319 21.00 26.19 32.68 43.77 70.4f-0.319 27.07 33.77 42.13 56.43

3 0.061.2 1600 3600 2500 46.0f-0.987 2.39 4.74 9.39 23.21 83.2f-0.987 4.33 8.57 16.99 41.98

4 050 1950 4000 2500 27.3f-0.539 5.43 7.89 11.47 18.79 77.4f-0.539 15.40 22.37 32.51 53.27

5 050 2000 4050 2650 48.4f-0.582 8.47 12.67 18.97 32.33 82.9f-0.582 14.50 21.70 32.49 55.38

6 0.073.5 2350 4950 2850 7.62f-0.363 2.57 3.30 4.25 5.92 8.53f-0.363 2.88 3.70 4.76 6.63

7 0.056.5 2530 5220 2680 7.62f-0.363 2.57 3.30 4.25 5.92 8.53f-0.363 2.88 3.70 4.76 6.63

8 610 2190 4350 2650 5.01f-0.497 1.13 1.60 2.25 3.55 5.40f-0.497 1.22 1.72 2.43 3.83

9 610 2730 5160 2640 9.46f-0.920 0.60 1.14 2.15 5.00 9.67f-0.920 0.61 1.16 2.20 5.11

10 530 3020 5220 2620

11 ∞ 3570 6180 2720

密度

（kg/m3）

減衰定数(％)

hS hP

0.250 0.125

0.185 0.091

-160

-233.5※3

+1.2

-1510

-2040

-60

-110

-290

-900

+10

+15
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 ２号地下構造モデルを用いた2000年鳥取県西部地震の地盤応答解析結果（標高-135m→
標高-5m）と観測記録（標高-5m）を比較すると，同程度となっていることから，２号地下構造
モデルは妥当であることを確認した。 

２号地下構造モデルによる地盤応答解析結果と観測記録の比較（2000年鳥取県西部地震） 
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．５ 地下構造モデルの設定  

 （１） ２号地下構造モデルの設定（モデルの妥当性確認） 
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+50m

層厚
(m)

※1S波※1

速度
(m/s)

※1P波※1

速度
(m/s)

密度※2

(kg/m3)

+38m 8 270 520 2280 +38m 8 270 520 2280
+30m 8 620 1710 2380 +30m 8 620 1710 2380

+8.5m

+ 7m + 7m

-16.5m

-24m -24m

-51.5m

-140m -140m

-172m 32 2100 4150 2490 -172m 32 2100 4150 2490
-215m 43 1770 3800 2560 -215m 43 1770 3800 2560

-241.5m
-260m

-345m
-371.5m

-660m

-955m

-981.5m

-1050m

-1191.5m

-1510m -1510m

-2040m

530 3020 5220 2620

-2040m

530 3020 5220 2620

－ 3570 6180 2720 － 3570 6180 2720

層厚
(m)

S波
速度
(m/s)

P波
速度
(m/s)

密度

(kg/m3)
2270 2390

250032401520

960 2270 2390

2220 3840 2400

2530 5220

2730

2140 3700 2370

610

3240

5320

23

31

2190 4350

1900116

2550

2650

2190 4350 2650

2730 5160
2640

1710 3940

23

31

2660

5160

2610

1900

760 1870 2150

960

3860

390

460

25

35

190

130

3390 2300

2720 4710

密度

(kg/m3)

P波
速度
(m/s)

116

1890

400

610

2680

2390

2570 3860 2570

210

310

2640555

+46m

層厚
(m)

S波
速度
(m/s)

P波
速度
(m/s)

1520

130

密度

(kg/m3)

2500

+46m

層厚
(m)

S波
速度
(m/s)

2530 5220 2680

標高 

標高 

標高 標高 

微動アレイ探査 大深度ボーリング 炉心周辺ボーリング ３号地下構造モデル 

※1 Vp：3.5km/s未満 Vp=1.29+1.11Vs（狐崎ほか(1990)） 
      Vp：3.5km/s以上 Vp=1.73Vs 
※2 ρ =1.2475+0.399Vp-0.026Vp2（Ludwig et al.(1970)） 

 ３号地下構造モデルのS波・P波速度，密度については，各種調査結果に基づき設定した。 

 高速度層 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．５ 地下構造モデルの設定  

 （２） ３号地下構造モデルの設定（速度値，密度の設定） 第204回審査会合資料1 P135 再掲 
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Ｂ地点地震計設置位置 

標高+8m 

標高-13m 

標高-100m 

標高-221m 

▼標高+46m 

No. 
地 震 

（年月日・時刻） 
Ｍ 

震源
深さ 
(km) 

震央 
距離 
(km) 

方位角 
(°) 

入射角 
(°) 

1 
鳥取県西部の地震 
（2000.7.17  8:00） 

4.4 16 42.3 115 69 

2 
鳥取県西部の地震 
（2000.10.6 14:52） 

4.5 8 34.1 124 77 

3 
鳥取県西部の地震 
（2000.10.7  6:38） 

4.4 8 33.2 125 76 

4 
鳥取県西部の地震 
（2000.10.7 12:03） 

4.3 9 33.3 121 75 

5 
鳥取県西部の地震 
（2000.10.8 20:51） 

5.2 8 33.7 123 76 

検討対象地震 

：地震計設置位置 

 ３号地下構造モデルの設定において，減衰定数については，Ｂ地点で観測された５地震の
観測記録を用いて，伝達関数及びＨ／Ｖスペクトル比に基づく同定解析により設定した。 

：同定解析に用いる観測記録のレベル 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．５ 地下構造モデルの設定  

 （２） ３号地下構造モデルの設定（同定解析：解析条件） 
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 観測記録に基づき評価した平均伝達関数と，同定解析により設定した３号地下構造モデル
による理論伝達関数は良く整合している。 
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標高+8m/-13m 標高-13m/-100m 標高+8m/-13m 標高-13m/-100m 

標高+8m/-100m 標高-13m/-221m 標高+8m/-100m 標高-13m/-221m 

標高+8m/-221m 標高-100m/-221m 標高+8m/-221m 標高-100m/-221m 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．５ 地下構造モデルの設定  

 （２） ３号地下構造モデルの設定（同定解析：伝達関数） 
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 観測記録に基づき評価した平均Ｈ／Ｖスペクトル比と，同定解析により設定した３号地下
構造モデルによる理論Ｈ／Ｖスペクトル比は良く整合している。 

Ｈ／Ｖスペクトル比の比較 

標高+8m 標高-13m 

標高-100m 標高-221m 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．５ 地下構造モデルの設定  

 （２） ３号地下構造モデルの設定（同定解析：Ｈ／Ｖスペクトル比） 
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 ３号地下構造モデルを以下のとおり設定した。なお，標高-1510m以深の減衰については
岩田・関口（2002）で用いられている地下構造モデル※１の値を用いている。 

３号地下構造モデル 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．５ 地下構造モデルの設定  

 （２） ３号地下構造モデルの設定（モデル設定値） 

標高 層厚 Ｓ波 Ｐ波

層番号 (m) (m) 速度 速度

(m/s) (m/s) h(f)※２ 0.05s 0.1s 0.2s 0.5s h(f)※２ 0.05s 0.1s 0.2s 0.5s

1 0.003.3 270 520 2280 15.7f-0.887 1.10 2.04 3.77 8.49 24.9f-0.887 1.75 3.23 5.97 13.46

2 0.006.4 620 1710 2380 8.92f-0.845 0.71 1.27 2.29 4.97 12.5f-0.845 0.99 1.79 3.21 6.96

3 0.029.3 960 2270 2390 62.9f-0.263 28.61 34.33 41.19 52.42 64.5f-0.263 29.34 35.20 42.24 53.75

4 031 1520 3240 2500 24.7f-0.733 2.75 4.57 7.59 14.86 62.0f-0.733 6.90 11.47 19.06 37.30

5 116 1900 3860 2570 13.1f-0.463 3.27 4.51 6.22 9.50 26.9f-0.463 6.72 9.26 12.77 19.52

6 032 2100 4150 2490 22.8f-0.739 2.49 4.16 6.94 13.66 33.8f-0.739 3.69 6.16 10.29 20.25

7 043 1770 3800 2560 25.9f-0.817 2.24 3.95 6.95 14.70 27.8f-0.817 2.40 4.24 7.46 15.78

8 130 2530 5220 2680 7.62f-0.363 2.57 3.30 4.25 5.92 8.53f-0.363 2.88 3.70 4.76 6.63

9 610 2190 4350 2650 5.01f-0.497 1.13 1.60 2.25 3.55 5.40f-0.497 1.22 1.72 2.43 3.83

10 555 2730 5160 2640 9.46f-0.920 0.60 1.14 2.15 5.00 9.67f-0.920 0.61 1.16 2.20 5.11

11 530 3020 5220 2620

12 ∞ 3570 6180 2720

0.250 0.125

0.185 0.091

密度

（kg/m3）

減衰定数(％)

hS hP

-172

-215

+7

-345

-955

-1510

-2040

-24

-140

+36.3

+42.7

+46

※１ 京都大学防災研究所地震予知センター鳥取地震観測所が震源決定に用いている速度構造(P波速度)を参考に設定された地下構造モデルで，2000年鳥取県西部地震の震源インバー 
    ジョン及び強震動シミュレーションに用いられており，強震動シミュレーション結果は観測記録と良く対応することが確認されている。 
※2   f は振動数を表す。 
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 ３号地下構造モデルを用いた2000年鳥取県西部地震の地盤応答解析結果（標高-221m→
標高-13m）と観測記録（標高-13m）を比較すると，同程度となっていることから，３号地下構
造モデルは妥当であることを確認した。 

３号地下構造モデルによる地盤応答解析結果と観測記録の比較（2000年鳥取県西部地震） 
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．５ 地下構造モデルの設定  

 （２） ３号地下構造モデルの設定（モデルの妥当性確認） 
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．５ 地下構造モデルの設定  

 地下構造モデルの設定のまとめ 

 敷地の傾斜構造を考慮した解析による検討を踏まえ，２号及び３号観測点における地
震観測記録及び物理探査結果に基づき，２号及び３号地下構造モデルを設定した。 

 設定した２号及び３号地下構造モデルに基づき算定した理論伝達関数及びＨ／Ｖスペ
クトル比については，観測記録によるものと良く整合していること，及び2000年鳥取県
西部地震の地盤応答解析結果と観測記録を比較すると，同程度となることから，２号及
び３号地下構造モデルは妥当であることを確認した。 

第204回審査会合資料1 P141 加筆・修正 
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．６ 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定 

 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定の検討内容 第204回審査会合資料1 P143 再掲 

 敷地地盤の物理探査結果及び地震観測記録等に基づき設定した２号及び３号地下構
造モデルより，敷地の地震動評価に用いる地下構造モデルを設定する。 

 敷地の地震動評価に用いる地下構造モデルとしては，敷地の地震動を安全側に評価
するように，速度値及び減衰定数等の物性値を設定する。 
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標高 層厚 Ｓ波 Ｐ波

層番号 (m) (m) 速度 速度

(m/s) (m/s)

1 3.3 270 520 2280 15.7f-0.887

2 6.4 620 1710 2380 8.92f-0.845

3 29.3 960 2270 2390 62.9f-0.263

4 31.0 1520 3240 2500 24.7f-0.733

5 116.0 1900 3860 2570 13.1f-0.463

6 32.0 2100 4150 2490 22.8f-0.739

7 43.0 1770 3800 2560 25.9f-0.817

8 130.0 2530 5220 2680 7.62f-0.363

9 610.0 2190 4350 2650 5.01f-0.497

10 555.0 2730 5160 2640 9.46f-0.920

11 530.0 3020 5220 2620 0.250

12 ∞ 3570 6180 2720 0.185

密度

（kg/m3）

減衰定数
(％)

-955

-172

-215

+7

-345

-1510

-2040

-24

-140

+36.3

+42.7

+46
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 ２号及び３号地下構造モデルの地盤増幅特性（解放基盤表面／地震基盤面）を比較する
と，同程度となるが，３号地下構造モデルの方が若干大きくなるため，地震動評価に用い
る地下構造モデルの速度値等の物性値は，３号地下構造モデルのものを用いた。 

地盤増幅特性（解放基盤表面／地震基盤面）の比較 

２号地下構造モデル ３号地下構造モデル 

f：振動数 f：振動数 

２号地下構造モデル 

３号地下構造モデル 

周 期 （s）

増

幅

特

性

 ２号地下構造モデル
 ３号地下構造モデル
 地震動評価に用いる地下構造モデル

0.1 1 100.02
0.1

1

10増
幅
特
性
 

標高 層厚 Ｓ波 Ｐ波

層番号 (m) (m) 速度 速度

(m/s) (m/s)

1 005.0 250 800 2100 75.8f-0.003

2 008.8 900 2100 2350 54.6f-0.319

3 061.2 1600 3600 2500 46.0f-0.987

4 050.0 1950 4000 2500 27.3f-0.539

5 050.0 2000 4050 2650 48.4f-0.582

6 073.5 2350 4950 2850 7.62f-0.363

7 .056.5 2530 5220 2680 7.62f-0.363

8 610.0 2190 4350 2650 5.01f-0.497

9 610.0 2730 5160 2640 9.46f-0.920

10 530.0 3020 5220 2620 0.250

11 ∞ 3570 6180 2720 0.185

密度

（kg/m3）

減衰定数
(％)

-160

-233.5

+1.2

-1510

-2040

-60

-110

-290

-900

+10

+15

標高-10m 
解放基盤表面 

標高-2040m 
地震基盤面 

標高-10m 
解放基盤表面 

標高-2040m 
地震基盤面 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．６ 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定 

 地震動評価に用いる地下構造モデル（速度値等の物性値） 

地震動評価に 
用いる地下構造 
モデルに採用 
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周波数（Hz)

減
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（
％

）
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標高 Ｓ波 Ｐ波

層番号 (m) 速度 速度

(m/s) (m/s)

1 1520 3240 2500 24.7f
-0.733

2 1900 3860 2570 13.1f-0.463

3 2100 4150 2490 22.8f
-0.739

4 1770 3800 2560 25.9f
-0.817

5 2530 5220 2680 7.62f-0.363

6 2190 4350 2650 5.01f
-0.497

7 2730 5160 2640 9.46f-0.920

8 3020 5220 2620 0.250

9 3570 6180 2720 0.185

f：振動数

密度

（kg/m
3
）

減衰定数
(％)

-172

-215

-10

-345

-955

-1510

-2040

-24

-140

 地震動評価に用いる地下構造モデルの減衰定数は，地震観測記録に基づく３号地盤の
減衰定数の同定解析結果及び大深度ボーリング孔におけるＱ値測定結果を考慮し，地
盤増幅特性が安全側になるように設定した。なお，８層以深の減衰定数も浅部と比較す
ると，設定自体は安全側の評価（減衰定数が小さいので地盤増幅特性に対する感度は
小さい）となっている。 

３号地下構造モデル 

１層 ２層 ３層 

４層 ６層 ７層 ５層 

安全側に設定 

減衰定数の設定結果 
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f：振動数 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．６ 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定 

 地震動評価に用いる地下構造モデル（減衰定数の設定） 
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安全側に設定した減衰定数
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 地震動評価に用いる地下構造モデルを以下のとおり設定した。なお，深部の物性値（モデ
ルの網掛け箇所）は岩田・関口（2002）で用いられている地下構造モデル※１の値を用いて
いる。 

統
計
的
グ
リ
ー
ン
関
数
法
 

理
論
的
手
法
 

地震動評価に用いる地下構造モデル 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．６ 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定 

 地震動評価に用いる地下構造モデル（モデル設定値） 

※１ 京都大学防災研究所地震予知センター鳥取地震観測所が震源決定に用いている速度構造(P波速度)を参考に設定した地下構造モデルで，2000年鳥取県西部地震の震源インバー 
    ジョン及び強震動シミュレーションに用いられており，強震動シミュレーション結果は観測記録と良く対応することが確認されている。 
※2   f は振動数を表す。 

標高 層厚 Ｓ波 Ｐ波

層番号 (m) (m) 速度 速度

(m/s) (m/s) h(f)※ 0.05s 0.1s 0.2s 0.5s h(f)※ 0.05s 0.1s 0.2s 0.5s

1 14 1520 3240 2500 12.3f-0.733 1.37 2.27 3.78 7.40 31.1f-0.733 3.46 5.75 9.56 18.71

2 116 1900 3860 2570 6.53f-0.463 1.63 2.25 3.10 4.74 13.5f-0.463 3.37 4.65 6.41 9.79

3 32 2100 4150 2490 11.4f-0.739 1.25 2.08 3.47 6.83 16.9f-0.739 1.85 3.08 5.14 10.13

4 43 1770 3800 2560 13.0f-0.817 1.12 1.98 3.49 7.38 13.9f-0.817 1.20 2.12 3.73 7.89

5 130 2530 5220 2680 3.81f-0.363 1.28 1.65 2.12 2.96 4.27f-0.363 1.44 1.85 2.38 3.32

6 610 2190 4350 2650 2.51f-0.497 0.57 0.80 1.13 1.78 2.70f-0.497 0.61 0.86 1.21 1.91

7 555 2730 5160 2640 4.73f-0.920 0.30 0.57 1.08 2.50 4.84f-0.920 0.31 0.58 1.10 2.56

8 530 3020 5220 2620

9 13960 3570 6180 2720

10 22000 3870 6700 2800

11 ∞ 4510 7800 3100 0.100 0.050

0.250 0.125

0.185 0.091

0.125 0.063

密度

（kg/m3）

減衰定数(％)

hS hP

-172

-215

-10

-345

-955

-1510

-2040

-24

-140

-16000

-38000

2 2 

第204回審査会合資料1 P146 加筆・修正 



99 

地盤増幅特性（解放基盤表面／地震基盤面）の比較 

 地震動評価に用いる地下構造モデルの地盤増幅特性は，２号及び３号地下構造モデル
の地盤増幅特性より大きくなり，敷地の地震動を安全側に評価する地下構造モデルを 

設定した。 

２号地下構造モデル 
３号地下構造モデル 

地震動評価に用いる地下構造モデル 

増
幅
特
性
 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．６ 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定 

 地震動評価に用いる地下構造モデル（地盤増幅特性） 第204回審査会合資料1 P147 再掲 
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標高 層厚 Ｓ波 Ｐ波

層番号 (m) (m) 速度 速度

(m/s) (m/s)

1 014 1520 3240 2500

2 116 1900 3860 2570

3 032 2100 4150 2490

4 043 1770 3800 2560

5 130 2530 5220 2680

6 610 2190 4350 2650

7 555 2730 5160 2640

8 530 3020 5220 2620

9 ∞ 3570 6180 2720
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（kg/m3）
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地下構造モデルによる理論位相速度

微動アレイによる観測位相速度

 地震動評価に用いる地下構造モデルから求めた理論位相速度と，微動アレイ観測記録
（西側アレイ）から求めた位相速度を比較すると，同程度となっていることから，地震動
評価に用いる地下構造モデルの深さ２ｋｍ程度までの物性値は妥当であることを確認し
た。 

周波数(Hz) 

位
相

速
度

(m
/
s)

 

 

L1-1 

L1-3 

L1-2 
L1-4 

M1-1 

M1-2 

M1-3 

M1-4 

S1-1 

S1-2 
S1-3 

S1-4 

L2-1 

L2-2 

L2-3 

L2-4 

M2-1 

M2-3 

M2-4 

S2-1 

S2-2 

S2-3 

S2-4 

M2-2 

３号炉 

２号炉 

西側アレイ 東側アレイ 

微動アレイ探査配置図 

地震動評価に用いる地下構造モデルの理論位相速度 

微動アレイによる観測位相速度（西側アレイ） 

理論位相速度と観測位相速度の比較 

地震動評価に用いる地下構造モデル 

１号炉 

第204回審査会合資料1 P148 加筆・修正 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．６ 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定 

 地震動評価に用いる地下構造モデル（物性値の妥当性確認） 
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 ２号及び３号地下構造モデルの地盤増幅特性は同程度であるが，３号地下構造モデル
の方が若干大きくなるため，地震動評価に用いる地下構造モデルの速度値等の物性
値は，３号地下構造モデルの値を用いて設定した。 

 地震動評価に用いる地下構造モデルの減衰定数は，地震観測記録に基づく３号地盤
の減衰定数の同定解析結果及び大深度ボーリング孔におけるＱ値測定結果を考慮し，
地盤増幅特性が安全側になるように設定した。 

 地震動評価に用いる地下構造モデルから求めた理論位相速度と，微動アレイ観測記録
から求めた位相速度を比較すると，同程度となることから，地震動評価に用いる地下構
造モデルの深さ２ｋｍ程度までの物性値は妥当であることを確認した。 

 地震動評価に用いる地下構造モデルの減衰定数を安全側に設定することにより，地盤
増幅特性は十分な保守性を有していることから，２次元地下構造モデルの深部構造の
モデル設定において不確かさがあるとしても，安全側に地震動を評価できるものと考え
ている。 

 以上より，敷地全体の地震動を安全側に評価することができる地下構造モデルを設定
した。 

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの設定 ２．６ 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定 

 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定のまとめ 第204回審査会合資料1 P150 加筆・修正 
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 
  ３．１ 地震発生層の設定 
  ３．２ 検討用地震の選定 
  ３．３ 地震動評価の基本方針 
  ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 
  ３．５ Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震の地震動評価 
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 敷地及び敷地周辺における地震発生層の上限・下限深さについて，他機関の検討における中国地域の
地震発生層の設定値，敷地周辺で発生した地震の震源鉛直分布，敷地及び敷地周辺における地下構造
調査結果やその他の研究成果に基づき検討した。 

 中国地域の長期評価（H28年7月）では，宍道（鹿島）断層における地震発生層の下限深さD90を15km～
20km程度としており，その根拠となっている下図に示すＤ90の分布においては，敷地周辺は約15km未満
で，その南側の山陽地域等は20km程度である。 

中国地域の地震発生層の下限（Ｄ90）の分布 

中国地域の長期評価（H28年7月）における宍道断層のパラメータ 

島根原子力発電所 

中国地域の地震発生層の下限（Ｄ90）の分布 

 
［中国地域の長期評価（H28年7月）に一部加筆。］ 

 

第530回審査会合資料1 P22 再掲 ３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．１ 地震発生層の設定  

 地震発生層の設定（地震発生層） 1/3 
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 全国地震動予測地図2017年版の震源断層を特定した地震動予測地図では，地震発生層の上限深さを
下図に示す地震基盤深さと深さ２kmのうち深い方を用いて設定しており，宍道（鹿島）断層による地震の
評価においては，右表のとおり上限深さを２kmに設定している。 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．１ 地震発生層の設定  

 地震発生層の設定（地震発生層） 2/3 

中国地域の活断層の震源断層モデル位置と地震基盤深さ 

宍道断層 

 
［全国地震動予測地図2017年版に一部加筆。］ 

 

宍道（鹿島）断層による地震の断層パラメータ 

 
［全国地震動予測地図2017年版に一部加筆。］ 

 

第530回審査会合資料1 P23 再掲 
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 また，同じく全国地震動予測地図2017年版では，地震発生層の下限深さを下図に示す中国地域の長期評
価（H28年7月）によるＤ90の分布に基づき設定しており，宍道（鹿島）断層による地震の評価においては，
右表のとおり下限深さを15kmに設定している。 

中国地域の地震発生層の下限（Ｄ90）の分布 

 
［中国地域の長期評価（H28年7月）に一部加筆。］ 

 

島根原子力発電所 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．１ 地震発生層の設定  

 地震発生層の設定（地震発生層） 3/3 

宍道（鹿島）断層による地震の断層パラメータ 

 
［全国地震動予測地図2017年版に一部加筆。］ 

 

第530回審査会合資料1 P24 再掲 
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 原子力安全基盤機構（2004）では，気象庁一元化データを用いて全国15地域に対してＤ10※1，Ｄ90※2を
求めており，敷地が位置する中国地方のＤ10※1は6.4km，Ｄ90※2は13.1kmである。 

全国15地域のＤ10及びＤ90の算定結果 

※1 地震発生数を浅い方から数え，全体の10％の地震数となる震源深さ 
※2 地震発生数を浅い方から数え，全体の90％の地震数となる震源深さ 

 
［原子力安全基盤機構（2004）に一部加筆。］ 

 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．１ 地震発生層の設定  

 地震発生層の設定（震源鉛直分布） 1/4 

第530回審査会合資料1 P25 再掲 
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敷地周辺で発生した地震（Ｍ＜３，1997年10月～2019年8月）の震源鉛直分布 ［地震諸元は「気象庁地震カタログ」による。］ 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．１ 地震発生層の設定  

 地震発生層の設定（震源鉛直分布） 2/4 

南北方向 東西方向 

20km 

20km 

20km 

20km 

20km 

20km 

 敷地周辺で発生した地震（Ｍ＜３）の気象庁一元化データの震源鉛直分布によると，敷地周辺で発生する
地震の震源深さは大部分が20km以浅であり，また敷地周辺南側の山陽地域では，震源深さが深くなる傾
向が見られる。 

 なお，発電所の南東方向の深さ約30kmの位置に地震の集中がみられるが，これらの地震は大見ほか
（2004）によると，鳥取県西部地震の震源域で本震後に活動が活発化した深部低周波地震で，これは水等
の流体の移動を示唆するもので，通常の地震とは異なるとされている。 

第530回審査会合資料1 P26 加筆・修正 
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累積度数(%) 

半径50km 
(N=39689) 

 敷地から100km以内の範囲で発生した地震（Ｍ＜３）の気象庁一元化データを用いてＤ10及びＤ90を
求めると，Ｄ10は約５ｋｍ，Ｄ90は約13ｋｍである。 

敷地周辺で発生した地震（Ｍ＜３，1997年10月～2019年8月）によるＤ10及びＤ90の算定結果 

累積度数(%) 

半径100km 
(N=113333) 

［地震諸元は「気象庁地震カタログ」による。］ 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．１ 地震発生層の設定  

 地震発生層の設定（震源鉛直分布） 3/4 

第530回審査会合資料1 P27 加筆・修正 
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 片尾・吉井（2002）によると，2000年10月9日～10日に京都大学による2000年鳥取県西部地震の緊急余震
観測，2000年10月15日～25日に京都大学以外の大学も加わり合同稠密余震観測が実施されており，余震
発生深さとしては約３kmから約12kmまでとされている。 

京都大学緊急余震観測の観測点，震央分布及び震源鉛直分布 

2000年鳥取県西部地震 

 
［片尾・吉井（2002）に一部加筆。］ 
 

[☆は震央位置，TTRは 
 観測点を示す。] 

［京都大学防災研究所附属 
 地震予知研究センターＨＰによる。］ 

 
［片尾・吉井（2002)による。］ 

 

合同稠密余震観測の観測点，震央分布及び震源鉛直分布 

（a）観測点 

（b）震央分布及び震源鉛直分布 

（a）観測点 

（b）震央分布及び震源鉛直分布 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．１ 地震発生層の設定  

 地震発生層の設定（震源鉛直分布） 4/4 

第530回審査会合資料1 P28 再掲 
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 地震発生層の上限深さに対応する地盤の速度値としては，既往の知見及びＰ波速度とＳ波速度の関係式
（Vp=1.73×Vs）より，Ｐ波速度が6.0km/s程度，Ｓ波速度が3.5km/s程度と考えられる。 

文献名 記載内容 

入倉・三宅（2001） 
微小地震の浅さ限界HsはＰ波速度5.8～5.9km/sの層の
上限と良い相関がある。 

吉井・伊藤（2001） 
地震発生層の上限は速度構造が６km/sとなるところにお
おむね一致していることが分かった。 

廣瀬・伊藤（2006） 
浅い地殻内で発生する微小地震は，Ｐ波速度が5.8～
6.4km/sの層に集中しており，その上下には地震波速度
境界が存在する。 

地震発生層上限深さとＰ波速度の対応に関する既往の知見 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．１ 地震発生層の設定  

 地震発生層の設定（地震発生層上限深さに関する既往の知見） 

第530回審査会合資料1 P29 再掲 
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微動アレイ探査により同定されたＳ波速度構造 

西側アレイ 東側アレイ 

底辺長

(km)

L1アレイ  2.0 L1-1 71 L1-2 129 L1-3 1 L1-4 148

M1アレイ  1.0 M1-1 25 M1-2 147 M1-3 134 M1-4 56

S1アレイ  0.5 S1-1 14 S1-2 46 S1-3 55 S1-4 50

L2アレイ  2.2 L2-1 13 L2-2 7 L2-3 30 L2-4 145

M2アレイ  1.4 M2-1 14 M2-2 72 M2-3 25 M2-4 85

S2アレイ  0.7 S2-1 158 S2-2 85 S2-3 41 S2-4 142

西
　
側

東
　
側

観測点
標　高
 (m)

アレイ配置 

１号炉 

 敷地及び敷地近傍において微動アレイ探査（西側・東側アレイ）を実施し，速度構造を推定したところ，
西側アレイと東側アレイは概ね同程度の深さに同程度の速度層が分布しており，Ｖｓ＝3.5km/s程度の
層の深さは約２kmである。 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．１ 地震発生層の設定 

 地震発生層の設定（地下構造調査） 

第530回審査会合資料1 P30 加筆・修正 
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 岩田・関口（2002）では，京都大学防災研究所地震予知センター鳥取地震観測所が震源決定に用いている
速度構造を参考に設定した１次元速度構造モデルを用い，2000年鳥取県西部地震の波形インバージョン
解析を行っており，その速度構造のVp＝6.0km/s程度，Vs＝3.5km/s程度の層の深さは２kmである。 

 Shibutani et al.（2005）では，2000年鳥取県西部地震の稠密観測による余震記録を用いて地震波トモグラ
フィ解析を行い，震源域とその周辺での３次元速度構造を推定しており，その速度構造によると，     
Vp＝6.0km/s程度の層の上限深さは約２～４kmである。 

 

 
［岩田・関口（2002）による。］ 

 

2000年鳥取県西部地震の震源過程解析に用いられた速度構造 

2000年鳥取県西部地震の余震記録を用いて推定されたP波速度構造 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．１ 地震発生層の設定 

 地震発生層の設定（その他の研究成果） 1/3 

第530回審査会合資料1 P31加筆・修正 

[☆は本震の破壊開始点，〇は余震を示す。] 
 

［Shibutani et al.（2005）による。］ 
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 岩崎・佐藤(2009)では，地殻構造探査データから地殻構造断面を推定しており，敷地周辺の測線における
地殻構造断面によると，Vp＝6.5km/s程度の下部地殻の上限深さは約12kmである。 

地殻構造探査データから推定された地殻構造断面 

陸域と海域の境界 

 
［岩崎・佐藤（2009）に一部加筆。］ 

 

12km 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．１ 地震発生層の設定 

 地震発生層の設定（その他の研究成果） 2/3 

第530回審査会合資料1 P32 再掲 
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岩田・関口（2002）  【断層幅：17～18km程度※】 
（波形インバージョン） 

宮腰ほか（2003） 【断層幅：17.6km】 
（波形インバージョン） 

Yagi and Kikuchi（2000）【断層幅：12km】 
（波形インバージョン） 

池田ほか（2002）【断層幅：16～17km程度※】 
（経験的ｸﾞﾘｰﾝ関数法を用いたﾌｫﾜｰﾄﾞﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ） 

 波形インバージョン等の各種解析により推定された2000年鳥取県西部地震の震源モデルの断層幅としては，
岩田・関口（2002）では17～18km程度，宮腰ほか（2003）では17.6km，Yagi and Kikuchi（2000）では12km，池田
ほか（2002）では16～17km程度とされている。 

 また，地震調査委員会（2002）による2000年鳥取県西部地震の地震動評価においては，断層長さは波形イン
バージョン解析結果に基づいて設定されているが，深さ方向については，気象庁等の余震分布を参考にして，
地震発生層を２～16kmに設定している。 

2000年鳥取県西部地震の震源モデルの設定 
[地震調査委員会（2002）] 

2000年鳥取県西部地震の震源モデルの推定結果 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．１ 地震発生層の設定  

 地震発生層の設定（その他の研究成果） 3/3 

※ 図から読み取った値 

第530回審査会合資料1 P33 再掲 
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 表－１ 地震発生層の設定に考慮した各種検討結果 

項 目 検討内容 上限深さ 下限深さ 

他機関の検討 全国地震動予測地図2017年版による地震発生層の設定値 2km 15km 

震源鉛直分布 

原子力安全基盤機構(2004)による中国地方のD10，D90 6.4km 13.1km 

気象庁一元化データによる敷地周辺（100km以内）のＤ10，Ｄ90 約5km 約13km 

片尾・吉井（2002）による2000年鳥取県西部地震（余震）の震源鉛直分布 約3km 約12km 

地下構造調査 敷地及び敷地近傍における微動アレイ探査結果 約2km － 

その他の 
研究成果 

岩田・関口（2002）による2000年鳥取県西部地震の波形ｲﾝﾊﾞｰｼﾞｮﾝ解析で用いられた速度構造 2km － 

Shibutani et al.（2005）による2000年鳥取県西部地震のトモグラフィー解析  約2～4km － 

岩崎・佐藤(2009）による鳥取県沖の地殻構造探査 － 約12km 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．１ 地震発生層の設定  

 地震発生層の設定（上限・下限深さ） 

◆ 敷地及び敷地周辺の地震発生層の上限深さ 
・地震発生層の上限深さは，以下の表－１に示す地震発生層の設定に考慮した各種検討結果の中で最も浅い２kmに設定する。 

◆ 敷地及び敷地周辺の地震発生層の下限深さ 
・地震発生層の下限深さは，以下の表－１に示す地震発生層の設定に考慮した各種検討結果の中で最も深い15kmと考えられる。 
・但し，以下の表－２に示す各種検討結果（参考）をみると，「中国地域の長期評価（H28年7月）によるD90」及び「気象庁一元化データに
よる震源鉛直分布」において上記よりも深い下限深さ（20km）が示され，また，波形インバージョン解析等による2000年鳥取県西部地震
の震源モデルにおいて最大18km程度の断層幅が示されていることから，地震動評価においては，それらを参考に安全側に下限深さを
20kmに設定する。 

 地震発生層の設定にあたっては，下表に示す各種検討結果を踏まえ，総合的に判断して次のとおり設定する。 

表－２の各種検討結果を（参考）としている理由は以下による 
※1「中国地域の長期評価（H28年7月）によるD90」及び「気象庁一元化データによる震源鉛直分布」における下限深さは，敷地周辺よりも震源が深い南側の山陽 
   地域の影響により，中国地域全体として深く求まっていると考えられる。 
※2上野ほか(2002) によると，震源決定に用いている速度構造（浅部の速度値を大きく設定）の影響で震源が深く求まっていると考えられる。 
※3地震調査委員会による2000年鳥取県西部地震の地震動評価（地震調査委員会(2002)）及び2005年福岡県西方沖の地震の地震動評価（地震調査委員会(2008) )  
    では，波形インバージョン解析により得られる震源断層の領域を，断層長さの設定では考慮しているが，断層幅の設定では考慮せず，余震分布を参考に推定して 
   いることから，波形インバージョン解析等の断層幅についてのデータは参考とする。 

項 目 検討内容 上限深さ 下限深さ 

他機関の検討 中国地域の長期評価（H28年7月）による地震発生層の下限深さＤ90※1 － 15～20km  

震源鉛直分布 気象庁一元化データによる敷地周辺の震源鉛直分布※1,2 － 約20km 

その他の 
研究成果 

岩田・関口（2002）による2000年鳥取県西部地震の震源モデル※3 断層幅：17～18km程度 

宮腰ほか（2003）による2000年鳥取県西部地震の震源モデル※3  断層幅：17.6km 

Yagi and Kikuchi（2000）による2000年鳥取県西部地震の震源モデル※3 断層幅：12km 

池田ほか（2002）による2000年鳥取県西部地震の震源モデル※3 断層幅：16～17km程度 

地震調査委員会（2002）による2000年鳥取県西部地震の震源モデル※2,3 2km 16km 

 表－２ 各種検討結果（参考） 
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（海洋プレート内地震及びプレ 
 ート間地震は対象地震無し） 

応答スペクトルに基づく地震動評価 

・破壊開始点 

・断層傾斜角 

・破壊伝播速度 

・すべり角 

・アスペリティ個数・形状（一塊：正方形，一塊：縦長） 

・短周期の地震動レベル（1.5倍） 

・断層傾斜角，破壊伝播速度， 

 短周期の地震動レベル（1.25倍） 

 の不確かさをそれぞれ組み合せたケース 

【被害地震】 

 

 

 

断層モデルを用いた手法による地震動評価 

検討用地震の選定 

不確かさの検討・反映 

地震動評価 

【敷地周辺の孤立した 
   短い活断層】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【活断層（海域）】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【活断層（陸域）】 
 
 
 
 
 

・破壊開始点 

・断層傾斜角 

・破壊伝播速度 

・すべり角 

・アスペリティ個数・形状（一塊：横長，一塊：縦長） 

・短周期の地震動レベル（1.5倍） 

・断層位置 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．２ 検討用地震の選定 

 検討用地震の選定 地震動評価概要フロー 

・880 年出雲
い ず も

の地震 

・2000 年鳥取県西部
と っ と り け ん せ い ぶ

地震 ・田
た

の戸
と

断層 

・大船山東
おおふなやまひがし

断層 

・仏経山北
ぶっきょうざんきた

断層 

・東来待
ひ が し き ま ち

－新田畑
し ん た ば た

断層 

・柳井
や な い

断層 

・三刀屋北
み と や き た

断層 

・半場
は ん ば

－石原
い し は ら

断層 

・布部
ふ べ

断層 

・東忌部
ひ が しい んべ

断層 

・山王寺
さ ん の う じ

断層 

・大井
お お い

断層 

宍道断層による地震※１ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震※２ 

・宍道
し ん じ

断層 

・大社衝上
たいしゃしょうじょう

断層 

・山崎
や ま さ き

断層系 

・Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層 

・ＦＫ－１断層 

・Ｋ－４撓曲＋Ｋ－６撓曲＋Ｋ－７撓曲 

・Ｋ－１撓曲＋Ｋ－２撓曲＋ＦＫＯ断層 

・鳥取沖西部
と っ と り お き せ い ぶ

断層＋鳥取沖東部
と っ と り お き と う ぶ

断層 

・大田沖
お お だ お き

断層 

・Ｆ５７断層 

考慮する地震の抽出 

※１ 耐専式の適用範囲外であるため，Ｍ－Δ の関係の比較に基づき選定（118ページ参照） 
※２ 耐専式による地震動評価結果（宍道断層による地震以外）の比較に基づき選定（119ページ参照） 
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断　層　名
断層
長さ

（km）

評価
長さ

（km）

※震央※

距離
（km）

 田の戸
 た      　　と

断層 05 約19 14.0

 大船山東
おおふなやまひがし

断層 04 約19 13.6

 仏経山北
ぶっきょうざんきた

断層 05 約19 22.8

 東来待
ひがしき まち

－新田畑
し ん た ば た

断層 11 約19 17.4

 柳井
や な い

断層 02 約19 13.7

 三刀屋北
み と や き た

断層 07 約19 29.4

 半場
は ん ば

－石原
いしはら

断層 05 約19 23.3

 布部
ふ べ

断層 08 約19 29.3

 東忌部
ひがしいんべ

断層 03 約19 13.6

 山王寺
さ ん の う じ

断層 03 約19 18.1

 大井
お お い

断層 05 約19 13.7

 敷地周辺の地震発生状況や活断層の分布状況を踏まえ，敷地へ及ぼす影響が大きいと想定される地震
を検討用地震として選定する。なお，敷地周辺の海洋プレート内地震は広島県沖の安芸灘を震源とする
2001年芸予地震等が対象で，プレート間地震は四国沖の南海トラフを震源とする1707年宝永地震等が対
象であり，それらは敷地から遠方に位置し，敷地へ及ぼす影響が小さいことから，検討用地震は内陸地殻
内地震を対象に選定する。 

 敷地周辺の考慮する活断層のうち，断層長さが19km未満の活断層については，孤立した短い活断層とし
て，震源断層が傾斜角70°※で地震発生層の上限から下限まで拡がっているものと仮定し，その断層幅は
約19km，断層長さも断層幅と同等の約19kmに設定した。 

宍道断層 

仏経山北断層 
三刀屋北断層 

東来待－新田畑断層 

山王寺断層 

柳井断層 布部断層 

半場－石原断層 

東忌部断層 

大井断層 田の戸断層 

大船山東断層 

大社衝上断層 

島根原子力発電所 

敷地周辺における活断層の分布 ［「［新編］日本の活断層」 に加筆修正。］ 

 孤立した短い活断層 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．２ 検討用地震の選定  

 検討用地震の選定 1/3 

敷地周辺の孤立した短い活断層 

※ 断層中央までの距離 

※地質調査等の十分な情報がないことから，後述のＦ-Ⅲ
断層＋F-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層の周辺で発生した中小地
震の断層傾斜角（補足説明資料102ページ参照）に基
づき70°に設定。 
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No. 断　層　名
断層長さ

（km）

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

Ｍ※1
震央距離※2

（km）
備考

1  宍道
し ん じ

断層 39 7.5 12.2  検討用地震として選定

2  大社衝上
たいしゃしょうじょう

断層 28 7.2 24.6

3  山崎
やまさき

断層系 79 8.0 162.10

4  Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層 48 7.6 25.1

5  ＦＫ－１断層 19 7.0 29.3

6  Ｋ－４撓曲＋Ｋ－６撓曲＋Ｋ－７撓曲 19 7.0 13.8

7  Ｋ－１撓曲＋Ｋ－２撓曲＋ＦＫＯ断層 36 7.4 51.5

8  鳥取沖西部
と っと りお き せ い ぶ

断層＋鳥取沖東部
と っ と り お き と う ぶ

断層 98 8.2 85.0

9  大田沖
お お だ お き

断層 53 7.7 67.6

10  Ｆ５７断層 1080 8.2 103.60

11  田の戸
た と

断層 約19   7.0 14.0  孤立した短い活断層

12  大船山東
おおふなやまひがし

断層 約19   7.0 13.6  孤立した短い活断層

13  仏経山北
ぶっきょうざんきた

断層 約19   7.0 22.8  孤立した短い活断層

14  東来待
ひがしき まち

－新田畑
し ん た ば た

断層 約19   7.0 17.4  孤立した短い活断層

15  柳井
や な い

断層 約19   7.0 13.7  孤立した短い活断層

16  三刀屋北
み と や き た

断層 約19   7.0 29.4  孤立した短い活断層

17  半場
は ん ば

－石原
い しはら

断層 約19   7.0 23.3  孤立した短い活断層

18  布部
ふ べ

断層 約19   7.0 29.3  孤立した短い活断層

19  東忌部
ひがしいんべ

断層 約19   7.0 13.6  孤立した短い活断層

20  山王寺
さ ん の う じ

断層 約19   7.0 18.1  孤立した短い活断層

21  大井
お お い

断層 約19   7.0 13.7  孤立した短い活断層

震 央 距 離  Δ（km）

マ

グ

ニ

チ

ュ

｜

ド

Ｍ

0 50 100 200 250150

9.0

4.0

8.0

7.0

6.0

5.0

 敷地周辺の考慮する活断層（孤立した短い活断層を含む）について，Ｍ－Δ の関係を比較すると，敷地の
極近傍に位置している宍道断層が，敷地に大きな影響を及ぼすと考えられるため， 「宍道断層による地震」
を検討用地震として選定した。 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．２ 検討用地震の選定 

 検討用地震の選定 2/3 

Ｍ－Δ 図 

敷地周辺の考慮する活断層 

震度Ⅵ 

震度Ⅴ 

震度Ⅳ 

Ⅳ，Ⅴ，Ⅵは旧気象庁震度階級で，震度の境界線は 
村松（1969）及び勝又・徳永(1971)による。 

宍道断層 

１ 

６ 

７ 

３ 

２ 

８ 

５ 

４ 
９ 

10 

11～21 

※1 松田（1975）による断層長さとＭの関係式により算定 
※2 断層中央までの距離 
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 宍道断層以外の敷地周辺の考慮する活断層（孤立した短い活断層を含む）及び地震について，Noda et al.
（2002）（以下「耐専式」という。）による地震動評価結果を比較すると，Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層
が，敷地に及ぼす影響が最も大きいと考えられるため，「Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震」を
検討用地震として選定した。 

 以上より，Ｍ－Δ の関係及び耐専式による地震動評価結果の比較に基づき，「宍道断層による地震」及び  
「Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震」を検討用地震として選定した。 

検討用地震選定のための応答スペクトルの比較 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．２ 検討用地震の選定  

 検討用地震の選定 3/3 

検討用地震選定のための内陸地殻内地震の諸元 

※1 松田（1975）による断層長さとＭの関係式により算定 
※2 No.22,23は円形断層，No.1,3は地質調査結果等に基づき断層傾斜角 
   90°の矩形断層，それ以外は地質調査等の十分な情報がないこと 
   から，後述の敷地周辺で発生した主な中小地震の断層傾斜角（補足 
    説明資料102ページ参照）に基づき70°の矩形断層を仮定して設定。 

※3 No.11～21の孤立した短い活断層については，等価震源距離が 
     より近いNo.12大船山東断層で代表させる 
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No. 断　層　名
断層長さ

（km）

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

Ｍ※1
等価震源距離

Xeq（km）※2 備考※3

1  宍道
し ん じ

断層 39 7.5 12.5
 耐専式適用範囲外
 (144ページと同様の検討による)

2  大社衝上
たいしゃしょうじょう

断層 28 7.2 24.0

3  山崎
やまさき

断層系 79 8.0 158.0

4  Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層 48 7.6 19.4  検討用地震として選定

5  ＦＫ－１断層 19 7.0 28.2

6  Ｋ－４撓曲＋Ｋ－６撓曲＋Ｋ－７撓曲 19 7.0 15.9

7  Ｋ－１撓曲＋Ｋ－２撓曲＋ＦＫＯ断層 36 7.4 49.4

8  鳥取沖西部
と っと りお き せ い ぶ

断層＋鳥取沖東部
と っ と り お き と う ぶ

断層 98 8.2 71.1

9  大田沖
お お だ お き

断層 53 7.7 63.8

10  Ｆ５７断層 108  8.2 89.8

11  田の戸
た と

断層 約19   7.0 15.7  No.12で代表させる

12  大船山東
おおふなやまひがし

断層 約19   7.0 15.1

13  仏経山北
ぶっきょうざんきた

断層 約19   7.0 23.4  No.12で代表させる

14  東来待
ひがしき まち

－新田畑
し ん た ば た

断層 約19   7.0 18.7  No.12で代表させる

15  柳井
や な い

断層 約19   7.0 16.1  No.12で代表させる

16  三刀屋北
み と や き た

断層 約19   7.0 29.3  No.12で代表させる

17  半場
は ん ば

－石原
い しはら

断層 約19   7.0 23.7  No.12で代表させる

18  布部
ふ べ

断層 約19   7.0 29.0  No.12で代表させる

19  東忌部
ひがしいんべ

断層 約19   7.0 15.6  No.12で代表させる

20  山王寺
さ ん の う じ

断層 約19   7.0 19.6  No.12で代表させる

21  大井
お お い

断層 約19   7.0 15.2  No.12で代表させる

22  880年出雲
い ず も

の地震 - 7.0 27.7

23  2000年鳥取県西部
とっと りけ ん せ い ぶ

地震 - 7.3 47.0
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 検討用地震の地震動評価においては，「応答スペクトルに基づく地震動評価」及び「断層モデルを用いた
手法による地震動評価」の双方を実施する。 

 応答スペクトルに基づく地震動評価 
• 解放基盤表面における水平及び鉛直方向の地震動が評価できる。 
• 震源の拡がりが考慮できる。 
• 以上の条件を満足する耐専式の適用性を確認し，地震動評価を実施する。なお，耐専式が適用で

きない場合は，適用可能な他の距離減衰式を用いて地震動評価を実施するが，断層モデルを用い
た手法による地震動評価を重視する。 

 断層モデルを用いた手法による地震動評価 
• 検討用地震の震源近傍で発生した地震において，要素地震として選定できる適切な敷地の観測記

録が得られていないことから，評価手法としては短周期側に統計的グリーン関数法（釜江ほか
(1991)，入倉ほか（1997）），長周期側に理論的手法（Hisada(1994)）を用いたハイブリッド合成法
（Kamae et al.(1998)）により地震動評価を実施する。 

 地震動評価における不確かさの考慮については，評価結果に与える影響が大きいと考えられる断層パラ
メータを選定し，その地震動を評価する。 

 不確かさを考慮するパラメータの分類 
• 断層傾斜角 
• 破壊伝播速度 
• すべり角 
• アスペリティ※ 

• 短周期レベル 

• 破壊開始点 

 不確かさの組合せに関する基本的な考え方 
• 敷地における地震動評価に大きな影響を与えると考えられる支配的なパラメータについて分析した

上で，必要に応じて不確かさを組み合せて考慮する。 
 
 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．３ 地震動評価の基本方針 

 地震動評価手法  

認識論的な不確かさに分類されるもので，事前の詳細な調査や経験式等に基づき
設定できるもの 

 ※アスペリティは，地質調査結果（変位地形・リニアメント）に基づき設定することから，本評価では認識論的な 
不確かさとして扱う 

偶然的な不確かさに分類されるもので，事前の詳細な調査や経験式からは特定が
困難なもの 

第530回審査会合資料1 P40 再掲 
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※1 Gregor et al.(2014)による     ※2 表層30mのS波速度の平均値（島根原子力発電所はVs30＝1700m/s） 

距離減衰式のデータベース諸元 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．３ 地震動評価の基本方針 

 応答スペクトルに基づく地震動評価  

 耐専式が適用範囲外の場合は，国内外の地震観測記録に基づき作成された以下に示すその他の距離
減衰式を用いて，応答スペクトルに基づく地震動評価を実施する。 

第530回審査会合資料1 P42 加筆・修正 

距離減衰式 

データベース諸元 

対象
地震 

地震 
種別 

Mwの範囲 
断層最短距離

の範囲 
地盤条件・種別 備考 

Kanno et al.(2006) 
主に
国内 

内陸 
ﾌﾟﾚｰﾄ間 
ﾌﾟﾚｰﾄ内 

5.5～8.2 1～500km 100≦Vs30≦1400m/s 
Vs30※2による補正
が可能 

Zhao et al.(2006) 
主に
国内 

5.0～8.3 0.3～300km 
Hard Rock(Vs30＞1100m/s）
～Soft Soil 

Vs30※2による補正
が可能 

内山・翠川(2006) 
日本
周辺 

5.5～8.3 300km以内 
150≦Vs30≦750m/s  
(Vs30=500m/s程度の工学的基
盤のVs30の平均値は550m/s) 

片岡ほか(2006) 
日本
周辺 

内陸 
海溝性 

4.9～8.2 250km以内 
工学的基盤～第Ⅲ種地盤 
工学的基盤（31測点）のVs30の
平均値は720m/s 

Abrahamson et al.(2014) 

国 
内 
外 

内陸 

3.0～8.5 300km以内 180≦Vs30≦1500m/s ※１ Vs30※2による補正
が可能 

Boore et al.(2014) 
3.0～8.5（横ずれ） 
3.0～8.5（逆断層） 
3.3～7.0（正断層） 

400km以内 150≦Vs30≦1500m/s ※１ Vs30※2による補正
が可能 

Campbell and Bozorgnia(2014) 
3.3～8.5（横ずれ） 
3.3～8.0（逆断層） 
3.3～7.0（正断層） 

300km以内 150≦Vs30≦1500m/s ※１ Vs30※2による補正
が可能 

Chiou and Youngs(2014) 
3.5～8.5（横ずれ） 
 3.5～8.0（逆断層） 
3.5～8.0（正断層） 

300km以内 180≦Vs30≦1500m/s ※１ Vs30※2による補正
が可能 

Idriss(2014) 5.0～8.0 150km以内  450≦Vs30≦2000m/s ※１ Vs30※2 
による補正が可能 

N
G

A
-W

es
t2
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その他のパラメータ 

巨視的パラメータ 

平均すべり量Ｄ 

短周期レベルＡ 
壇ほか(2001） 

アスペリティ面積Ｓａ 
Boatwright（1988），壇ほか（2001） 

No Yes 

背景領域の実効応力σ b 
壇ほか（2002） 

アスペリティ応力降下量Δ σ ａ 
Madariaga（1979） 

各アスペリティ，背景領域
のすべり量Dａi，Ｄbi 

各アスペリティの面積Ｓａｉ 
入倉・三宅（2001），ｾｸﾞﾒﾝﾄ比 

立ち上がり時間 ｔｒ 

fmax 
香川ほか（2003） 

微視的パラメータ 

アスペリティ面積Ｓａ 
Somerville et al.（1999） 

応力降下量Δ σ  
Fujii and Matsu’ura（2000） 

応力降下量Δ σ  
Eshelby（1957） 

断層面積Ｓ 

アスペリティ面積Ｓａ 
Boatwright（1988），壇ほか（2001） 

すべり速度時間関数 
中村・宮武（2000） 

破壊伝播速度Ｖｒ 
Geller（1976）または宮腰ほか(2005） 

破壊伝播様式 破壊開始点 

Ｍ０＞1.8×1020N・m  

または 
Ｓａ＞Ｓの30％※ 

地震モーメントＭ０ 

Somerville et al.（1999） 

入倉・三宅（2001） 

Murotani et al.(2015） 

断層形状 

地震発生層の 

Ｓ波速度β 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．３ 地震動評価の基本方針 

 断層モデルのパラメータ設定 

 断層モデルのパラメータ設定は，レシピに基づき，以下のフローのとおり実施する。 

※ レシピにおいて，内陸地震によるアスペリティ総面積の占める割合は「断層総面積の15～27%（宮腰ほか(2001)）」とされていることを踏まえ，当社の判断で設定した条件 

第530回審査会合資料1 P49 加筆・修正 

宍道断層 

 F-Ⅲ断層 
＋Ｆ－Ⅳ断層
＋Ｆ－Ⅴ断層 

地震発生層の 
密度ρ 

Ludwig et al.（1970） 
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（巨視的断層パラメータ） 1/6  第530回審査会合資料1 P53 加筆・修正 

 宍道断層による地震の巨視的断層パラメータの設定根拠を示す。 

 (1) 断層長さ 

   ○基本震源モデル 

■ 断層長さ 
 基本震源モデルの断層長さは，以下に基づき，女島（西端）から美保関町東方沖合い（東端）までの39kmに 

設定。 

■ 西端 

 申請時の西端「古浦西方の西側」を含め，古浦より西側の海域，陸海境界付近，陸域のいずれの調査地点に
おいても，後期更新世以降の断層活動を示唆する地質構造は認められないが，陸海境界付近の調査結果の
不確かさを考慮し，ボーリング調査等により精度や信頼性のより高い調査結果が得られており，宍道断層の延
長部に対応する断層が認められないことを確認している「女島」を西端とする。 

 また，宍道断層と古浦～十六島沿岸付近の重力異常の関係については，地質調査の結果， 
    ①古浦沖から大田沖断層の海域及び沿岸付近における音波探査の結果，古浦沖から女島付近の陸海境 
      界付近における群列ボーリング調査等の結果，古浦西方から女島付近の陸域における地表地質 
      踏査等の結果，宍道断層の延長部に対応する断層は認められないこと 

    ②宍道断層の末端性状について，変動地形学的調査の結果，端部付近では断層活動性が低下していること 
    ③古浦～十六島沿岸付近の重力コンターの傾斜部は，後期更新世以降の断層活動が認められないＦ－① 
     断層及びＦ－②断層に伴う音響基盤の落差（音響基盤の傾斜部）を反映したものと評価し，その重力異 
     常は，宍道断層で認められる明瞭な重力異常へ連続しないこと 

   から，宍道断層と古浦～十六島沿岸付近の重力異常は関連しないものと評価する。 

 地震動評価における基本震源モデルの設定については，宍道断層の端部評価に加えて，変位地形・リニアメン
トの有無及び谷の屈曲量・屈曲率から断層活動性は端部に向かって低下していること，古浦～十六島沿岸付
近の重力コンターの傾斜部は，後期更新世以降の断層活動が認められないＦ－①断層及びＦ－②断層に伴う
音響基盤の落差（音響基盤の傾斜部）を反映したものと考えられ，その重力異常は，宍道断層で認められる明
瞭な重力異常へ連続しないことから，古浦～十六島沿岸付近の重力異常は宍道断層の破壊伝播区間として考
慮しない。 
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価

断層パラメータの設定根拠（巨視的断層パラメータ） 2/6 第530回審査会合資料1 P54 加筆・修正

■ 東端
 申請時の東端「下宇部尾東」において幅広なはぎ取り調査等の結果，宍道断層に対応する断層は認められず，

更に東方の森山におけるトレンチ調査等の結果，後期更新世以降の断層活動は認められない。しかしながら，
中国地域の長期評価（Ｈ28年7月）において宍道断層東部を「活断層の可能性のある構造（P1）」と評価してい
るため（補足説明資料58ページ），その周辺の地質について詳細に調査した結果，陸域では一部の断層を除
いて上載地層がなく，後期更新世以降の断層活動が完全には否定できなかったこと及び陸海境界付近の調
査結果の不確かさを考慮し，島根半島の東方延長部を南北に横断し，稠密な測線間隔で複数の音源による
浅部から深部の地質構造を調査した音波探査により精度や信頼性のより高い調査結果が得られ，このうち同
一測線における複数の音源による音波探査により，後期更新世以降の断層活動が認められないことを確認し，
かつ，明瞭な重力異常が認められないこと（補足説明資料59ページ）を確認している「美保関町東方沖合い」の
測線（No.3.5測線）を東端とする。

 また，宍道断層と鳥取沖西部断層の連動については，地質調査の結果，

①宍道断層及び鳥取沖西部断層の端部評価について，複数の音源・測線による浅部から深部の地質・地
質構造に関する音波探査の結果，後期更新世以降の断層活動は認められないこと

②宍道断層及び鳥取沖西部断層の末端性状について，変動地形学的調査及び音波探査の結果，端部付
近では断層活動性が低下していること

③宍道断層と鳥取沖西部断層の間の地質構造について，音波探査の結果，両断層間に後期更新世以降
の断層活動は認められないこと，詳細地質構造に関する検討の結果，D2層の高まり及びS30断層を横断
する断層は認められないこと，宍道断層で認められる明瞭な重力異常は，鳥取沖西部断層へ連続しない
こと

から，宍道断層と鳥取沖西部断層は連動しないと評価する。
 地震動評価における基本震源モデルの設定については，宍道断層及び鳥取沖西部断層の端部評価に加えて，

断層の分布形態及び変位量から断層活動性は端部に向かって低下していること，また，両断層間については，
後期更新世以降の断層活動は認められず，雁行（ステップ）等の非単調な構造も認められないこと， D2層の高
まり及びS30断層を横断する断層は認められないこと，宍道断層で認められる明瞭な重力異常は，鳥取沖西
部断層へ連続しないことから，宍道断層と鳥取沖西部断層の連動を考慮しない。

○不確かさ

基本震源モデルの断層長さは，上記の考え方に基づき設定していることから，不確かさは設定しない。
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（巨視的断層パラメータ） 3/6  

10km０

凡 例

陸域

鉛直１次微分のゼロコンター

主な断層のうち後期更新世以降

の活動が否定できないもの

海域

主な断層のうち後期更新世以降

の活動が認められないもの

中海
断層及び断層名

（破線は推定断層）Ｆ－Ｃ

中国地域の長期評価(H28年7月)に
よる「活断層の可能性のある構造」

下宇部尾東

女島

F－B

F－C

島根原子力発電所

N
o
.3

.5
B

M

美保関町
東方沖合い

古浦

宍道湖

松江市

境水道

中海

当社調査に基づく

変位地形・リニアメント

宍道断層による地震の断層モデル（39km） 

日本重力データベースDVD版（地質調査総合センター（2013））ブーゲー異常 
グリッドデータ（グリッド間隔1,000m，密度：2.67g/cm3，陸域・海域）を用いて作成 

 美保関町東方沖合い～下宇部尾東 ：地質調査結果，音波探査記録や重力異常分布等に基づき設定した宍道断層の東端 
                         である美保関町東方沖合いの当社探査測線(No.3.5測線)に向かい，下宇部尾東～古 
                         浦と同様の走向により直線でモデル化。その東端はモデル化上，測線よりも東側に 
                                                    設定。                          

 下宇部尾東～古浦 ： 地質調査結果に基づき設定した下宇部尾東と古浦の地点間を，Ａランク及びＢランクの変位地形・リ  
              ニアメント分布よりも敷地に近づくよう安全側に直線でモデル化。 

 古浦～女島      ： 地質調査結果に基づき設定した古浦と女島の地点間を，陸海境界付近の当社追加地質調査結果の 
              不確かさを考慮し，海岸線よりも敷地に近づくよう安全側に直線でモデル化。その西端はモデル化上，  
              女島地点よりも西側に設定。 

モ
デ
ル
化 

女島付近拡大図  注）重力異常水平勾配＝tan-1 
  （1,000mあたりの重力変化量（mgal/m））   

西に約100m  

地質調査 
西端 

断層モデル
西端 

第530回審査会合資料1 P58 加筆・修正 

N
o.

3
.5

測
線

 



126 

 (2) 断層幅 
   ○基本震源モデル 

安全側に設定した地震発生層（上限深さ2km，下限深さ20km）に基づき断層幅を18kmに設定。 

   ○不確かさ 
安全側に設定した地震発生層に基づき，基本震源モデルの断層幅を設定していることから，断層幅の不

確かさは設定しない。但し，断層傾斜角の不確かさの考慮に伴い，その傾斜角により地震発生層を飽和す
るように断層幅を設定。 

  

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（巨視的断層パラメータ） 4/6  第530回審査会合資料1 P59 再掲 
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 (3) 断層傾斜角 

    断層傾斜角については，以下のレシピの考え方に基づき，①～③の順に，より信頼性の高い情報を考慮 
   して設定する。 

    ◆断層傾斜角の設定に関するレシピの考え方 

   ①対象とする断層についての反射法探査結果等，断層の傾斜角を推定する資料がある場合にはそれを参照する。 

   ②また，周辺にある同じタイプの断層から傾斜角が推定できる場合には，それを参照する。 

   ③上記のような資料が得られない場合は，横ずれ断層の傾斜角は90°を基本とする。 

 

   ○基本震源モデル 

基本震源モデルの断層傾斜角は，以下に基づき，宍道断層に焦点をあてたデータの充足性の観点から,
宍道断層沿いの調査結果等の情報より90°に設定。 

 ①として，横ずれ断層の一般的な分布形態・性状や，鹿島断層を事例とした形態的特徴に係わる文献
調査結果及び，宍道断層における変動地形学的調査結果を踏まえて設定した断層傾斜角の設定区間
の地質調査結果（補足説明資料60～62ページ）を参照すると，断層傾斜角は「南傾斜～ほぼ鉛直」で 
ある。 

 次に，①として，全国地震動予測地図2017年版の震源断層を特定した地震動予測地図における   
宍道（鹿島）断層による地震の評価（128ページ）を参照すると，断層傾斜角は70°北傾斜に設定    
されているが，これは鳥取沖での調査結果に基づいている。     

   ○不確かさ 

上記①の全国地震動予測地図2017年版の宍道（鹿島）断層による地震の評価における「断層傾斜角
70°北傾斜」の情報については，その根拠が宍道断層から離れた鳥取沖での調査結果であることを踏ま
え，不確かさとして考慮することとし，断層傾斜角の不確かさとしては70°北傾斜に設定。 

第530回審査会合資料1 P61 再掲 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（巨視的断層パラメータ） 5/6  



128 

 ■ 全国地震動予測地図2017年版 

    全国地震動予測地図2017年版の震源断層を特定した 

   地震動予測地図における宍道（鹿島）断層による地震の 

   評価において，断層傾斜角は右表のとおり中国地域の 

   長期評価（H28年7月）に基づき，70°（北傾斜）に設定 

   されている。 

    この断層傾斜角については，中国地域の予測震度分布 

   （H28年12月）における宍道（鹿島）断層による地震の評価 

   と同様な設定であり，この根拠としては，地震調査研究 

   推進本部事務局によると，「宍道断層沿いのトレンチでは 

   ほぼ垂直の断層が観察されること及び鳥取沖の構造探査 

   の図等を参照し，この地域の大局的な地質構造が北傾斜 

   であることから，今回の簡便法では70°北傾斜に仮置きし 

   た」とされている。 

宍道（鹿島）断層による地震の断層パラメータ 

 
［全国地震動予測地図2017年版に一部加筆。］ 

 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（巨視的断層パラメータ） 6/6  第530回審査会合資料1 P65 再掲 
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島根原子力発電所

第二アスペリティ

第一アスペリティ

当社調査に基づく
変位地形・リニアメント

下宇部尾東

女島

古浦

美保関町東方沖合い

 宍道断層による地震の微視的断層パラメータの設定根拠を示す。 
 (1) アスペリティ 
   ○基本震源モデル 

入倉・三宅（2001）によると，アスペリティの個数は断層長さが20kmより短いときは１つで，それより長く
なると増加するとされていることから，宍道断層の断層長さ（39km）に基づき，アスペリティは２個設定。 

それらの位置については，レシピによると震源断層浅部の変位量分布と起震断層の変位量分布がよく
対応するとされていることから，以下のとおり地質調査結果を考慮して設定。 

宍道断層のアスペリティ配置と変位地形・リニアメントの関係 
※ 傾斜角９０度の断層面を断層傾斜角０度として図化 

 第一アスペリティ ： 敷地に近いＡランクのリニアメントを考慮して設定 

 第二アスペリティ ： 第一アスペリティ範囲のリニアメントよりも東に分布するリニアメントの中央部付近に設定 

アスペリティ 
位置 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（微視的断層パラメータ） 1/5  第530回審査会合資料1 P66 再掲 
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   ○不確かさ 

アスペリティの個数・位置は地震動に大きく影響するパラメータであることから，基本震源モデルの２個の
アスペリティを一塊にして敷地近傍に配置し，その形状は以下のとおり２ケース設定。 

宍道断層のアスペリティ配置と変位地形・リニアメントの関係 

 敷地に近いＡランクのリニアメントを考慮して一塊にしたアスペリティを配置し，  
  その形状は正方形と縦長の２ケースを設定 

アスペリティ 
位置 

※ 傾斜角９０度の断層面を断層傾斜角０度として図化 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（微視的断層パラメータ） 2/5  第530回審査会合資料1 P67 再掲 

島根原子力発電所

アスペリティ（一塊：正方形）

当社調査に基づく
変位地形・リニアメント

下宇部尾東

女島

古浦

美保関町東方沖合い

アスペリティ（一塊：縦長）
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 (2) 短周期レベル 

   ○基本震源モデル 

レシピに基づき，壇ほか（2001）の地震モーメント（Ｍ0）と短周期レベル（Ａ）の以下の経験的関係より 
短周期レベルを設定。 

           Ａ＝2.46×1017×Ｍ0
1/3 (Nm/s2) 

   ○不確かさ 

 短周期レベルに関する知見（補足説明資料63～73ページ）より，一般的な横ずれ断層の地震は，中越
沖地震を引き起こしたような逆断層の地震に比べて短周期レベルが半分程度と小さく，更に横ずれ断層
の地震の中で中国地方の地震は他の地域の地震よりも短周期レベルが小さいことから，中国地方の横
ずれ断層である宍道断層による地震の短周期レベルについては，中越沖地震（逆断層）時の短周期レ
ベル1.5倍を1.2（佐藤（2008）の横ずれ断層に対する逆断層の短周期領域における地震動レベルの比）で除し
て1.25倍とすれば十分に安全側となる。 

 但し，短周期レベルは地震動に大きく影響するパラメータであることから，審査ガイドに基づき，中越沖
地震の知見を踏まえて1.5倍を考慮する。なお，不確かさの考慮においては，レシピに基づき短周期レベ
ルを設定した上で，短周期領域のフーリエスペクトルの比が基本震源モデルの1.5倍となるように地震動
評価を行う。 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（微視的断層パラメータ） 3/5  第530回審査会合資料1 P68 加筆・修正 
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 (3) すべり角 
   ○基本震源モデル 

地質調査結果及び産総研の活断層データベースによると，宍道断層は右横ずれの断層であることから，
レシピに基づきすべり角を180°に設定。 

   ○不確かさ 

 鉛直変位量と全変位量（斜め方向の変位量）に基づく以下の検討より，すべり角は162°程度になる 
ため，すべり角の不確かさとしては150°に設定。 

• 宍道断層は横ずれ断層ではあるが，トレンチ調査結果より鉛直方向の変位も認められることから，   
その変位を考慮してすべり角の不確かさを検討。 

• 後期更新世以降の鉛直変位量としては，以下に示すとおり，南講武地点のトレンチ調査結果における
約13万年前の地層の鉛直変位量に基づき，約1.7mと推定。 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（微視的断層パラメータ） 4/5  第530回審査会合資料1 P80 加筆・修正 

（約10.5万年前） 

（約13万年前） 

三瓶木次軽石層と大山松江軽石層の噴
火年代値を町田・新井（2011）に基づいて
修正 
 
三瓶木次軽石層：10万年前→10.5万年前 
 
大山松江軽石層：12万年前→13万年前 
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（微視的断層パラメータ） 5/5  

• 後期更新世以降の全変位量（斜め方向の変位量)としては，奥村・石川（1998）による平均変位速度に
基づき，5.6mと推定。 

• 前記の後期更新世以降の鉛直変位量と全変位量から求まる角度（すべりの方向）は，水平方向から
18°程度であり，宍道断層が右横ずれ断層であることを考慮すると，162°程度になる。 

 

項 目 設定値 設定根拠 

後期更新世以降の 
鉛直変位量 

a 約1.7 m 
南講武地点のトレンチ調査結果における
約13万年前の地層の鉛直変位量 

後期更新世以降（約12
～13万年前以降）の 
全変位量 

b 5.6 m 
奥村・石川(1998)による活動度C級※の平
均変位速度×検討期間 （安全側） 
⇒ 0.047mm/年×12万年 

水平方向からの角度 
（すべりの方向） 

λ ´ 18° λ ´=sin-1（a/b） 

すべり角 
（右横ずれ断層） 

λ  162° λ =180－λ ´ 

地質調査結果を考慮したすべり角 

※「[新編]日本の活断層」によると宍道断層の活動度はC級 

第530回審査会合資料1 P81 加筆・修正 
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 宍道断層による地震のその他の断層パラメータの設定根拠を示す。 

 (1) 破壊伝播速度 
   ○基本震源モデル 

レシピに基づき，Geller（1976）の地震発生層のS波速度（Vs）との関係より破壊伝播速度を0.72Vsに設定。 

   ○不確かさ 

• 宮腰ほか（2005）では，主にSomerville et al.（1999）で用いられた地震について，震源インバージョン結
果を用いて破壊伝播速度を求め，「アスペリティ領域での平均的な破壊伝播速度は0.73Vs（標準偏差：
0.14），背景領域では0.69Vs（標準偏差：0.19）となり，Geller（1976）の0.72Vsと大差のない結果が得られ
た。」としている。 

• 上記の宮腰ほか（2005）に基づき，アスペリティ領域の平均的な破壊伝播速度0.73Vsに標準偏差1σ を
考慮した0.87Vsを，破壊伝播速度の不確かさとして設定。 

各地震の震源Ｓ波速度に対する平均的な破壊伝播速度の比 

［宮腰ほか(2005)に一部加筆。］ 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（その他の断層パラメータ） 1/2  第530回審査会合資料1 P82 再掲 
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 (2) 破壊開始点 

   ○基本震源モデル 

レシピによると，「破壊開始点を特定できない場合，簡便化したパラメータ設定として，横ずれ成分が
卓越する時はアスペリティ下端の左右端を基本とする。」とされ，以下のとおり設定位置が示されている
ので，基本震源モデルの破壊開始点は，第一アスペリティ下端の西端と第二アスペリティ下端の東端
の２点に設定。 

 

 

 

 

 

 

 

 
   ○不確かさ 

• 破壊開始点の不確かさとしては，基本震源モデルとは異なる位置の断層下端の西端・東端・サイト
直近と第一アスペリティ下端の東端の４点に設定。 

• また，他の不確かさを考慮したケースの破壊開始点についても，基本震源モデルと破壊開始点の 
不確かさを考慮したケースで設定した６点に設定。なお，アスペリティの不確かさを考慮したケース
の破壊開始点については，アスペリティ下端の西端・東端と断層下端の西端・東端・サイト直近の 
５点に設定。 

アスペリティ アスペリティ 
アスペリティ 

破壊開始点（  ）とアスペリティの位置の一例 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（その他の断層パラメータ） 2/2  第530回審査会合資料1 P83 再掲 
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断層パラメータ 基本震源モデル 不確かさの考慮 

巨
視
的
パ
ラ
メ
ー
タ 

断層長さ 
地質調査結果に基づき，女島（西端）から美保関町東方沖
合い（東端）までの39kmに設定。 

基本震源モデルの断層長さは，詳細な地質調査結果に基づき
設定していることから，不確かさは設定しない。 

断層幅 
安全側に設定した地震発生層（上限深さ２km，下限深さ
20km）及び断層傾斜角に基づき，18kmに設定。 

安全側に設定した地震発生層に基づき，基本震源モデルの断
層幅を設定していることから，不確かさは設定しない。 

断層傾斜角 地質調査結果等に基づき，90°に設定。 

全国地震動予測地図2017年版の震源断層を特定した地震動
予測地図における宍道（鹿島）断層の傾斜角（鳥取沖の構造探
査の図等を参照して仮置きされた設定値）に基づき70°に設定
し，傾斜方向は敷地に近づく方向（北傾斜）に設定。 

微
視
的
パ
ラ
メ
ー
タ 

アスペリティ 
（個数・位置） 

入倉・三宅（2001）に基づき，アスペリティを２個設定し，各
アスペリティの位置については，レシピに基づき，変位地
形・リニアメント分布を考慮して設定。 

基本震源モデルの２個のアスペリティを一塊にして敷地近傍に
配置し，形状は正方形・縦長の２ケースを設定。 

短周期レベル 
レシピに基づき，壇ほか（2001）の地震モーメントと短周期
レベルの経験的関係より設定。 

レシピに基づき，壇ほか（2001）の地震モーメントと短周期レベ
ルの経験的関係より設定した上で，短周期領域のフーリエスペ
クトルの比が基本震源モデルの1.5倍となるように地震動評価を
行う。但し，不確かさの組合せにおいては，短周期領域のフーリ
エスペクトルの比が1.25倍となるように地震動評価を行う。 

すべり角 
地質調査結果及び産総研の活断層データベースによる
と，宍道断層は右横ずれの断層であることから，レシピに
基づき，180°に設定。 

トレンチ調査結果による鉛直方向の変位を考慮して150°に   
設定。 

そ
の
他
の 

パ
ラ
メ
ー
タ 

破壊伝播速度 
レシピに基づき，Geller（1976）の地震発生層のＳ波速度 
（Ｖｓ）との関係より，0.72Ｖｓに設定。 

宮腰ほか（2005）に基づき，アスペリティ領域の平均的な破壊伝
播速度0.73Ｖｓに標準偏差１σ を考慮した0.87Ｖｓに設定。 

破壊開始点 
レシピに基づき，第一アスペリティ下端の西端と第二アス
ペリティ下端の東端の２箇所に設定（破壊が敷地に向かう
ような位置に設定）。 

破壊が敷地に向かうような位置に複数設定。また，他の不確か
さを考慮したケースの破壊開始点についても，基本震源モデル
と破壊開始点の不確かさを考慮したケースで設定した位置に複
数設定。 

 巨視的及び微視的断層パラメータとその他の断層パラメータの設定根拠をまとめて以下に示す。  

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（まとめ） 

断層パラメータ 基本震源モデル 不確かさの考慮 

巨
視
的
パ
ラ
メ
ー
タ 

断層長さ 
地質調査結果に基づき，女島（西端）から美保関町東方沖
合い（東端）までの39kmに設定。 

基本震源モデルの断層長さは，詳細な地質調査結果に基づき
設定していることから，不確かさは設定しない。 

断層幅 
安全側に設定した地震発生層（上限深さ２km，下限深さ
20km）及び断層傾斜角に基づき，18kmに設定。 

安全側に設定した地震発生層に基づき，基本震源モデルの断
層幅を設定していることから，不確かさは設定しない。 

断層傾斜角 地質調査結果等に基づき，90°に設定。 

全国地震動予測地図2017年版の震源断層を特定した地震動
予測地図における宍道（鹿島）断層の傾斜角（鳥取沖の構造探
査の図等を参照して仮置きされた設定値）に基づき70°に設定
し，傾斜方向は敷地に近づく方向（北傾斜）に設定。 

微
視
的
パ
ラ
メ
ー
タ 

アスペリティ 
（個数・位置） 

入倉・三宅（2001）に基づき，アスペリティを２個設定し，各
アスペリティの位置については，レシピに基づき，変位地
形・リニアメント分布を考慮して設定。 

基本震源モデルの２個のアスペリティを一塊にして敷地近傍に
配置し，形状は正方形・縦長の２ケースを設定。 

短周期レベル 
レシピに基づき，壇ほか（2001）の地震モーメントと短周期
レベルの経験的関係より設定。 

中国地方で発生した地震の短周期レベルに関する知見を踏ま
えると，レシピの1.25倍にすれば十分であるが，短周期レベル
は地震動に大きく影響するパラメータであることから，審査ガイ
ドに基づき，中越沖地震の知見を踏まえて安全側にレシピの1.5
倍に設定。但し，不確かさの組合せにおいて考慮する短周期レ
ベルは，レシピの1.25倍に設定。 

すべり角 
地質調査結果及び産総研の活断層データベースによる
と，宍道断層は右横ずれの断層であることから，レシピに
基づき，180°に設定。 

トレンチ調査結果による鉛直方向の変位を考慮して150°に   
設定。 

そ
の
他
の 

パ
ラ
メ
ー
タ 

破壊伝播速度 
レシピに基づき，Geller（1976）の地震発生層のＳ波速度 
（Ｖｓ）との関係より，0.72Ｖｓに設定。 

宮腰ほか（2005）に基づき，アスペリティ領域の平均的な破壊伝
播速度0.73Ｖｓに標準偏差１σ を考慮した0.87Ｖｓに設定。 

破壊開始点 
レシピに基づき，第一アスペリティ下端の西端と第二アス
ペリティ下端の東端の２箇所に設定（破壊が敷地に向かう
ような位置に設定）。 

破壊が敷地に向かうような位置に複数設定。また，他の不確か
さを考慮したケースの破壊開始点についても，基本震源モデル
と破壊開始点の不確かさを考慮したケースで設定した位置に複
数設定。 
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• 宍道断層は敷地の極近傍に位置することから，宍道断層による地震の地震動評価ケースとして，不確
かさの各評価ケースの地震動への影響度を考慮し，不確かさの組合せケースを設定する。 

• 不確かさの各ケースの断層モデルを用いた手法（ハイブリッド合成法）による地震動評価結果のうち，特
に地震動レベルが大きい断層傾斜角，破壊伝播速度及び短周期の地震動レベルの不確かさを考慮し
たケースを比較する。 

• なお，一般的な横ずれ断層の地震は，中越沖地震を引き起こしたような逆断層の地震に比べて短周期
レベルが小さく，更に横ずれ断層の地震の中で中国地方の地震は他の地域の地震よりも短周期レベル
が小さいことから，中国地方の横ずれ断層である宍道断層による地震の短周期レベルについては，中
越沖地震（逆断層）時の短周期レベル1.5倍を1.2（佐藤（2008）の横ずれ断層に対する逆断層の短周期領
域における地震動レベルの比）で除して1.25倍とすれば十分に安全側の設定となるため，不確かさの組
合せにおいて考慮する短周期の地震動レベルとしては，横ずれ断層と逆断層の短周期の地震動レベル
の違いを踏まえて，短周期領域のフーリエスペクトルの比が1.25倍となるように地震動評価を行う。 

• 以上を踏まえ，各ケースの地震動評価結果を比較すると，各ケースとも地震動レベルが最大となる周期
が存在し，どれを組み合わせても敷地の地震動が大きくなると考えられるため，これら３ケースの不確
かさをそれぞれ組み合わせた「断層傾斜角の不確かさと破壊伝播速度の不確かさの組合せケース」，
「断層傾斜角の不確かさと短周期の地震動レベルの不確かさ（1.25倍）の組合せケース」及び「破壊伝
播速度の不確かさと短周期の地震動レベルの不確かさ（1.25倍）の組合せケース」を考慮する。 

 

 宍道断層による地震の不確かさの組合せケースの設定根拠を以下に示す（補足説明資料74～78ページ）。 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 不確かさの組合せケースの設定根拠 第530回審査会合資料1 P84 加筆・修正 

ポツの順番変更 
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 宍道断層による地震の地震動評価ケースとしては，以下のとおり，基本震源モデル，不確かさを考慮した
ケース及び不確かさの組合せケースの１１ケースを設定した。 

宍道断層による地震の地震動評価ケース（基本震源モデル，不確かさを考慮したケース） 

No. 評価ケース 断層 
長さ 断層幅 断層 

傾斜角 
破壊 

伝播速度 ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ 
短周期の 
地震動 
レベル 

すべり角 破壊 
開始点 

① 基本震源モデル 39km 18km  90° 0.72Vs 
敷地近傍 

（2個） レシピ  180° 2箇所 

② 破壊開始点の不確かさを考慮したケース 39km 18km  90° 0.72Vs 敷地近傍 
（2個） レシピ  180° 4箇所 

③ 断層傾斜角の不確かさを考慮したケース 39km 約19km  70° 0.72Vs 敷地近傍 
（2個） レシピ  180° 6箇所 

④ 破壊伝播速度の不確かさを考慮したケース 39km 18km  90° 0.87Vs 敷地近傍 
（2個） レシピ  180° 6箇所 

⑤ すべり角の不確かさを考慮したケース 39km 18km  90° 0.72Vs 敷地近傍 
（2個） レシピ  150° 6箇所 

⑥ アスペリティの不確かさ（一塊：正方形） 
を考慮したケース 39km 18km  90° 0.72Vs 敷地近傍 

（1個） レシピ  180° 5箇所 

⑦ アスペリティの不確かさ（一塊：縦長） 
を考慮したケース 39km 18km  90° 0.72Vs 敷地近傍 

（1個） レシピ  180° 5箇所 

⑧ 
短周期の地震動レベルの不確かさ（1.5倍） 
を考慮したケース 39km 18km  90° 0.72Vs 

敷地近傍 
（2個） 

レシピ 
×1.5  180° 6箇所 

⑨ 断層傾斜角の不確かさと破壊伝播速度の 
不確かさの組合せケース 39km 約19km  70° 0.87Vs 敷地近傍 

（2個） レシピ  180° 6箇所 

⑩ 断層傾斜角の不確かさと短周期の地震動レ
ベルの不確かさ（1.25倍）の組合せケース 39km 約19km  70° 0.72Vs 敷地近傍 

（2個） 
レシピ 
×1.25  180° 6箇所 

⑪ 破壊伝播速度の不確かさと短周期の地震動
レベルの不確かさ（1.25倍）の組合せケース 39km 18km  90° 0.87Vs 敷地近傍 

（2個） 
レシピ 
×1.25  180° 6箇所 

：不確かさを考慮した断層パラメータ（認識論的不確かさ） ：不確かさを考慮した断層パラメータ（偶然的不確かさ） 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 地震動評価ケース 

第530回審査会合資料1 P85 再掲 

第530回審査会合資料1 P85 加筆・修正 
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 宍道断層による地震の断層モデル図：①基本震源モデル 

 宍道断層による地震の断層モデル図：②破壊開始点の不確かさを考慮したケース 

※ 傾斜角９０度の断層面を傾斜角０度として図化 
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1 

：破壊開始点 

：アスペリティ 

※ 傾斜角９０度の断層面を傾斜角０度として図化 
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N 

0       10      20  km  

：破壊開始点 

：アスペリティ 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 断層モデル 1/3 

156.0km2 
49.0km2 

156.0km2 
49.0km2 

第530回審査会合資料1 P86 再掲 
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 宍道断層による地震の断層モデル図：③断層傾斜角の不確かさを考慮したケース，⑨断層傾斜角の不確かさと破壊伝播速度                 
                          の不確かさ・⑩断層傾斜角の不確かさと短周期の地震動レベルの不確かさ（1.25倍）の 
                          組合せケース 
                    

 宍道断層による地震の断層モデル図：④破壊伝播速度の不確かさ・⑤すべり角の不確かさ・⑧短周期の地震動レベルの不確か 
                          さ（1.5倍）を考慮したケース，⑪破壊伝播速度の不確かさと短周期の地震動レベルの不確 
                          かさ（1.25倍）の組合せケース 

：破壊開始点 

：アスペリティ 

※ 傾斜角９０度の断層面を傾斜角０度として図化 

132.50ﾟ
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0       10      20  km  ※ 傾斜角７０度の断層面を図化 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 断層モデル 2/3 

166.1km2 
59.6km2 

156.0km2 
49.0km2 

第530回審査会合資料1 P87 再掲 

第530回審査会合資料1 P87 加筆・修正 
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 宍道断層による地震の断層モデル図：⑥アスペリティの不確かさ（一塊：正方形）を考慮したケース 

 宍道断層による地震の断層モデル図：⑦アスペリティの不確かさ（一塊：縦長）を考慮したケース 

：破壊開始点 

：アスペリティ 

：破壊開始点 

：アスペリティ 

※ 傾斜角９０度の断層面を傾斜角０度として図化 

※ 傾斜角９０度の断層面を傾斜角０度として図化 
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 断層モデル 3/3 

210.0km2 

204.0km2 

第530回審査会合資料1 P88 再掲 

第530回審査会合資料1 P88 加筆・修正 
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NN

断層基準点
断層基準点

断層
傾斜角

δ

断層基準点

震源断層面

断層パラメータ

 宍道断層による地震の断層パラメータ（地震動評価ケース：①～④，⑧，⑩，⑪）

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価

断層パラメータ 1/2 第530回審査会合資料1 P90 加筆・修正

※地震動評価ケース⑧は短周期領域のフーリエスペクトルの比が基本震源モデルの1.5倍となるように地震動評価を行う。
不確かさの組合せケースである地震動評価ケース⑩，⑪は短周期領域のフーリエスペクトルの比が1.25倍 となるように地震動評価を行う。

北緯 （°） 35.52 ← ←

東経 （°） 132.92 ← ←

北緯 （°） 35.52 ← ←

東経 （°） 132.97 ← ←

古浦より西側 91.2 ← ← 追加地質調査結果に基づき設定

古浦より東側 82.0 ← ← 追加地質調査結果に基づき設定

L （km） 39 ← ← 追加地質調査結果に基づき設定

断層上端長さ - (km) 39.00 38.88 39.00 断層評価長さ及び断層傾斜角に基づき設定

断層下端長さ - (km) 39.00 37.83 39.00 断層評価長さ及び断層傾斜角に基づき設定

δ （°） 90 70(北傾斜) 90 追加調査結果及び敷地周辺の横ずれ断層の傾斜角等に基づき設定

H （km） 2.0 ← ← 地震発生層の検討結果に基づき設定

W （km） 18.00 19.17 18.00 地震発生層及び断層傾斜角の検討結果に基づき設定

S （km2） 702.0 735.3 702.0 S=L×W

- - 放射状 ← ← レシピに基づき，放射状の破壊伝播を設定

Vs （m/s） 3570 ← ← 地震発生層のS波速度から設定（微動アレイ探査結果）

Vr （m/s） 2570 ← 3110
①,②,③,⑧,⑩ケース ：Vr=0.72Vs   Geller(1976)
④,⑪ケース            ：Vr=0.87Vs   宮腰ほか(2005)

μ (N/m2) 3.47×1010 ← ← μ=ρ×Vs2

ρ (kg/m
3
) 2720 ← ←

ρ=1.2475+0.399Vp-0.026Vp2   Ludwig et al.(1970)
Vp=1.73Vs

M0 (Nm) 2.74×1019 3.01×1019 2.74×1019 M0={S/(4.24×10-11)}2   入倉・三宅(2001)

モーメントマグニチュード Mｗ - 6.9 ← ← MW=(LogM0-9.1)/1.5　 Kanamori(1977）

7.5 ← ← M=(LogL+2.9)/0.6　　 松田(1975）

7.5 ← ← M=(LogM0-17.72)/1.17　　 武村(1990）

D （cm） 112.6 118.0 112.6 D=M0/(μS)

- （°） 180 ← ← レシピに基づき，右横ずれ断層のすべり角を設定

Δσ （MPa） 3.59 3.67 3.59 Δσ=(7π1.5/16)(M0/S1.5)   Eshelby(1957)

fmax (Hz) 8.3 ← ← 香川ほか（2003）

A （Nm/s2） 1.60×1019 1.65×1019 1.60×1019 A=2.46×1017×M0
1/3   壇ほか(2001)

- - 72.0×f1.06 ← ← 敷地及び敷地周辺における地震観測記録に基づき設定

面積 Sa （km
2
） 203.1 219.4 203.1 Sa=πra

2
，ra=(7π/4)(M0/(A・R))Vs

2
，R=(S/π)

0.5
   Boatwright(1988)，壇ほか(2001)

モデル面積 - （km2） 205.0 225.8 205.0

面積比（Sa/S) - - 0.289 0.298 0.289 断層面積に対するアスペリティ総面積の比

地震モーメント M0a （Nm） 1.59×1019 1.79×1019 1.59×1019 M0a=μDaSa

平均すべり量 Da （cm） 225.3 236.0 225.3 Da=ξ×D,ξ=2.0

応力降下量 Δσa （MPa） 12.4 12.3 12.4 Δσa=(S/Sa)Δσ   Madariaga(1979)

面積 Sa （km2） 147.7 159.6 147.7 Sa1=Sa×(16/22)   入倉・三宅(2001)

モデル面積 - （km2） 156.0 166.1 156.0

地震モーメント M0a1 （Nm） 1.29×1019 1.46×1019 1.29×1019 M0a1=M0a×Sa1
1.5/(Sa1

1.5+Sa2
1.5)

平均すべり量 Da1 （cm） 251.9 263.9 251.9 Da1=M0a1/(μ･Sa1)

応力降下量 Δσa1 （MPa） 12.4 12.3 12.4 Δσa1=Δσa

面積 Sa （km2） 55.4 59.8 55.4 Sa2=Sa×(6/22)   入倉・三宅(2001)

モデル面積 - （km2） 49.0 59.6 49.0

地震モーメント M0a2 （Nm） 2.96×1018 3.35×1018 2.96×1018 M0a2=M0a×Sa2
1.5/(Sa1

1.5+Sa2
1.5)

平均すべり量 Da2 （cm） 154.3 161.6 154.3 Da2=M0a2/(μ･Sa2)

応力降下量 Δσa2 （MPa） 12.4 12.3 12.4 Δσa2=Δσa

面積 Sb （km2） 498.9 515.9 498.9 Sb=S-Sa

モデル面積 - （km
2
） 497.0 509.5 497.0

地震モーメント M0b （Nm） 1.15×1019 1.21×1019 1.15×1019 M0b=M0-M0a

平均すべり量 Db （cm） 66.8 67.8 66.8 Db=M0b/(μ・Sb)

実効応力 σb （MPa） 2.22 2.09 2.22 σb=(Db/Wb)・(π0.5/Da)・ra・Σγai
3・Δσa   壇ほか(2002)

第一ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ

第二ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ

背景領域

すべり角

平均応力降下量

高周波限界遮断周波数

短周期レベル※

Q値

全ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ

密度

地震モーメント

気象庁マグニチュード M -

平均すべり量

断層幅

断層面積

破壊伝播様式

S波速度

破壊伝播速度

剛性率

走向 θ （°）

断層評価長さ

断層傾斜角

断層上端深さ

設定根拠

断層基準点

女島 追加地質調査結果に基づき設定

古浦 追加地質調査結果に基づき設定

項目

   ①基本震源モデル
   ②破壊開始点
　 ⑧短周期の地震動
      レベル（1.5倍）

 ③断層傾斜角
 ⑩断層傾斜角と短周期の
     地震動レベル（1.25倍）
     の組合せ

 ④破壊伝播速度
 ⑪破壊伝播速度と短周期の
     地震動レベル（1.25倍）の
     組合せ
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断層パラメータ 

 宍道断層による地震の断層パラメータ（地震動評価ケース：⑤～⑦，⑨） 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータ 2/2 第530回審査会合資料1 P91 加筆・修正 

北緯 （°） 35.52 ← ←

東経 （°） 132.92 ← ←

北緯 （°） 35.52 ← ←

東経 （°） 132.97 ← ←

古浦より西側 91.2 ← ← 追加地質調査結果に基づき設定

古浦より東側 82.0 ← ← 追加地質調査結果に基づき設定

L （km） 39 ← ← 追加地質調査結果に基づき設定

断層上端長さ - (km) 39.00 ← 38.88 断層評価長さ及び断層傾斜角に基づき設定

断層下端長さ - (km) 39.00 ← 37.83 断層評価長さ及び断層傾斜角に基づき設定

δ （°） 90 ← 70(北傾斜) 追加調査結果及び敷地周辺の横ずれ断層の傾斜角等に基づき設定

H （km） 2.0 ← ← 地震発生層の検討結果に基づき設定

W （km） 18.00 ← 19.17 地震発生層及び断層傾斜角の検討結果に基づき設定

S （km2） 702.0 ← 735.3 S=L×W

- - 放射状 ← ← レシピに基づき，放射状の破壊伝播を設定

Vs （m/s） 3570 ← ← 地震発生層のS波速度から設定（微動アレイ探査結果）

Vr （m/s） 2570 ← 3110 ⑤,⑥,⑦ケース：Vr=0.72Vs   Geller(1976)
⑨ケース        ：Vr=0.87Vs   宮腰ほか(2005)

μ (N/m2) 3.47×1010 ← ← μ =ρ ×Vs2

ρ (kg/m3) 2720 ← ←
ρ =1.2475+0.399Vp-0.026Vp2   Ludwig et al.(1970)
Vp=1.73Vs

M0 (Nm) 2.74×1019 ← 3.01×1019 M0={S/(4.24×10-11)}2   入倉・三宅(2001)

モーメントマグニチュード Mｗ - 6.9 ← ← MW=(LogM0-9.1)/1.5　 Kanamori(1977）

7.5 ← ← M=(LogL+2.9)/0.6　　 松田(1975）

7.5 ← ← M=(LogM0-17.72)/1.17　　 武村(1990）

D （cm） 112.6 ← 118.0 D=M0/(μ S)

- （°） 150 180 ←
⑥,⑦,⑨ケース：レシピに基づき，右横ずれ断層のすべり角を設定
⑤ケース　　　  ：地質調査結果に基づき設定

Δ σ （MPa） 3.59 ← 3.67 Δ σ =(7π 1.5/16)(M0/S1.5)   Eshelby(1957)

fmax (Hz) 8.3 ← ← 香川ほか（2003）

A （Nm/s2） 1.60×1019 ← 1.65×1019 A=2.46×1017×M0
1/3   壇ほか(2001)

- - 72.0×f1.06 ← ← 敷地及び敷地周辺における地震観測記録に基づき設定

面積 Sa （km2） 203.1 ← 219.4 Sa=π ra
2，ra=(7π /4)(M0/(A・R))Vs2，R=(S/π )0.5   Boatwright(1988)，壇ほか(2001)

モデル面積 - （km2） 205.0
⑥ケース：210.0
⑦ケース：204.0

225.8

面積比（Sa/S) - - 0.289 ← 0.298 断層面積に対するアスペリティ総面積の比

地震モーメント M0a （Nm） 1.59×1019 ← 1.79×1019 M0a=μ DaSa

平均すべり量 Da （cm） 225.3 ← 236.0 Da=ξ ×D,ξ =2.0

応力降下量 Δ σ a （MPa） 12.4 ← 12.3 Δ σ a=(S/Sa)Δ σ    Madariaga(1979)

面積 Sa （km2） 147.7 159.6 Sa1=Sa×(16/22)   入倉・三宅(2001)

モデル面積 - （km2） 156.0 166.1

地震モーメント M0a1 （Nm） 1.29×1019 1.46×1019 M0a1=M0a×Sa1
1.5/(Sa1

1.5+Sa2
1.5)

平均すべり量 Da1 （cm） 251.9 263.9 Da1=M0a1/(μ ･Sa1)

応力降下量 Δ σ a1 （MPa） 12.4 12.3 Δ σ a1=Δ σ a

面積 Sa （km2） 55.4 59.8 Sa2=Sa×(6/22)   入倉・三宅(2001)

モデル面積 - （km2） 49.0 59.6

地震モーメント M0a2 （Nm） 2.96×1018 3.35×1018 M0a2=M0a×Sa2
1.5/(Sa1

1.5+Sa2
1.5)

平均すべり量 Da2 （cm） 154.3 161.6 Da2=M0a2/(μ ･Sa2)

応力降下量 Δ σ a2 （MPa） 12.4 12.3 Δ σ a2=Δ σ a

面積 Sb （km2） 498.9 ← 515.9 Sb=S-Sa

モデル面積 - （km2） 497.0
⑥ケース：492.0
⑦ケース：498.0

509.5

地震モーメント M0b （Nm） 1.15×1019 ← 1.21×1019 M0b=M0-M0a

平均すべり量 Db （cm） 66.8 ← 67.8 Db=M0b/(μ ・Sb)

実効応力 σ b （MPa） 2.22
⑥ケース：2.86
⑦ケース：2.45

2.09
⑤,⑨ケース：σ b=(Db/Wb)・(π 0.5/Da)・ra・Σ γ ai

3・Δ σ a   壇ほか(2002)

⑥,⑦ケース：σ b=(Db/Wb)/(Da/Wa)×Δ σ a                  壇ほか(2002)

 ⑨断層傾斜角と破壊伝播速度の
　　組合せ

設定根拠

断層基準点

女島 追加地質調査結果に基づき設定

古浦 追加地質調査結果に基づき設定

項目 ⑤すべり角
 ⑥アスペリティ　(一塊：正方形)
 ⑦アスペリティ　(一塊：縦長)

走向 θ （°）

断層評価長さ

断層傾斜角

断層上端深さ

断層幅

断層面積

破壊伝播様式

S波速度

破壊伝播速度

剛性率

密度

地震モーメント

気象庁マグニチュード M -

平均すべり量

第一ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ

第二ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ

背景領域

すべり角

平均応力降下量

高周波限界遮断周波数

短周期レベル

Q値

全ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ
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 宍道断層による地震の応答スペクトルに基づく地震動評価においては，Ｍを松田(1975)により算定するが，
念のため，安全側に設定した地震発生層に基づく断層面積により算出した地震モーメントを用い，武村
(1990)により算定したケースについても検討した結果，耐専式で設定されている極近距離との関係から， 
すべてのケースは耐専式の適用範囲外と判断した。 

 従って，宍道断層による地震の応答スペクトルに基づく地震動評価においては，121ページに示すNGA-
West2等の適用可能な複数の距離減衰式を用い，基本震源モデル及び断層傾斜角の不確かさを考慮した
ケースについて評価する。  なお，アスペリティの不確かさを考慮したケースの評価については，断層モデル
を用いた手法による地震動評価により検討する。 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 応答スペクトルの適用性検討 

宍道断層による地震の諸元（Ｍ及びＸｅｑ） 

地震データの比較（Ｍ及び等価震源距離Ｘｅｑ） 

［平成21年5月22日原安委意見交換会資料（東京電力）に一部加筆。］ 

極近距離 

Ｍ 
① 

⑥ ⑦ 

③ 

極近距離 

※１ 松田（1975）による断層長さとＭの関係式により算定 
※２ 武村（1990）による地震モーメントとＭの関係式により算定 
 

地震動評価ケース 

Ｍ 

Ｘｅｑ 

（km） 松田式※１ 武村式※２ 

①基本震源モデル 7.5 7.5 8.8 

③断層傾斜角の不確かさを 

考慮したケース 
7.5 7.5 8.2 

⑥アスペリティの不確かさ（一塊：
正方形） を考慮したケース 

7.5 7.5 9.3 

⑦アスペリティの不確かさ（一塊：
縦長）を考慮したケース 

7.5 7.5 9.4 

第530回審査会合資料1 P92 加筆・修正 



145 

※内山・翠川（2006）及び片岡ほか（2006）について
は，工学的基盤に対する岩盤の比である 1/1.4
（Midorikawa et al.(1994))を乗じている。 

 宍道断層による地震の応答スペクトルに基づく地震動評価結果 
（①基本震源モデル） 

擬似速度応答スペクトル 
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 応答スペクトルの評価結果 1/2 

【Mw6.9，断層最短距離2.8km】 

第530回審査会合資料1 P93 再掲 
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 宍道断層による地震の応答スペクトルに基づく地震動評価結果 
（③断層傾斜角の不確かさを考慮したケース） 

擬似速度応答スペクトル 
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※内山・翠川（2006）及び片岡ほか（2006）について
は，工学的基盤に対する岩盤の比である 1/1.4
（Midorikawa et al.(1994))を乗じている。 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 応答スペクトルの評価結果 2/2 

【Mw6.9，断層最短距離2.4km】 

第530回審査会合資料1 P94 再掲 
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 宍道断層による地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（全評価ケース）  

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．４ 宍道断層による地震の地震動評価 

 断層モデルの評価結果  
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水平方向 鉛直方向 

擬似速度応答スペクトル 

第530回審査会合資料1 P115 再掲 
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 基本震源モデル，破壊開始点の不確かさケース
 断層傾斜角の不確かさケース
 破壊伝播速度の不確かさケース
 すべり角の不確かさケース

 短周期の地震動レベルの不確かさ（1.5倍）ケース
 断層傾斜角の不確かさと破壊伝播速度の不確かさの組合せケース

 アスペリティの不確かさ（一塊：正方形）ケース
 アスペリティの不確かさ（一塊：縦長）ケース

 断層傾斜角の不確かさと短周期の地震動レベルの不確かさ（1.25倍）の組合せケース
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島根原子力発電所

西側セグメント 東側セグメント

折れ点

 F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の巨視的断層パラメータの設定根拠を示す。 

 (1) 断層長さ 

   ○基本震源モデル 

追加地質調査結果に基づき，断層長さをＦ-Ⅲ断層，Ｆ-Ⅳ断層及びＦ-Ⅴ断層の連動を考慮して48kmに設定。 

   ○不確かさ 

基本震源モデルの断層長さは，詳細な地質調査結果に基づき設定していることから，不確かさは設定しない。 

F-Ⅲ     ： 追加地質調査による評価区間に沿って直線でモデル化。その東端はモデル化上，評価区間よりも東側に設定。 

F-Ⅳ，F-Ⅴ ： 追加地質調査による湾曲した評価区間の敷地に近い東側部分が敷地に近づくよう安全側に直線でモデル化。 
          その西端はモデル化上，評価区間よりも西側に設定。 

折れ点    ： F-Ⅲ断層の直線とF-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層の直線の交点をモデル化上の折れ点に設定。 

連 動    ： 当社探査測線を考慮して各断層端部を設定し，３断層を連動させてモデル化。 
         （東側セグメント：F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層，西側セグメント：F-Ⅴ断層） 

モ
デ
ル
化 

Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震の断層モデル 

第530回審査会合資料1 P118 再掲 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（巨視的断層パラメータ） 1/4  
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 (2) 断層幅 

   ○基本震源モデル 

後述する断層傾斜角を考慮し，安全側に設定した地震発生層（上限深さ2km，下限深さ20km）に基づき
断層幅を約19kmに設定。 

   ○不確かさ 

安全側に設定した地震発生層に基づき，基本震源モデルの断層幅を設定していることから，断層幅の
不確かさは設定しない。 

  

第530回審査会合資料1 P119 再掲 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（巨視的断層パラメータ） 2/4  
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 (3) 断層傾斜角 

断層傾斜角については，以下のレシピの考え方に基づき，①～③の順に，より信頼性の高い情報を考慮 
して設定する。 

   ◆断層傾斜角の設定に関するレシピの考え方 

  ①対象とする断層についての反射法探査結果等，断層の傾斜角を推定する資料がある場合にはそれを参照する。 

  ②また，周辺にある同じタイプの断層から傾斜角が推定できる場合には，それを参照する。 

  ③上記のような資料が得られない場合は，横ずれ断層の傾斜角は90°を基本とする。 

○基本震源モデル 

基本震源モデルの断層傾斜角は，以下に基づき安全側に70°に設定し，その傾斜方向は敷地に近づく方向（南
傾斜）に設定。 
 ①として，Ｂ層（更新統）の明瞭な分布が確認できていないＦ-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層の深部において

は，地質調査結果（補足説明資料99ページ）より，東北東－西南西走向の低角（南傾斜）逆断層が認められ，
その傾斜角は，音波探査記録を参照すると，それぞれの区間で地質構造上の類似性が認められることから，
断層全体を傾斜角の設定区間と考え，平均すると35°程度（補足説明資料100ページ）である。但し，当該断層
は，更新世以降において，南側隆起（北側沈降）の逆断層運動を示唆するＢ層の堆積盆の形成は認められず，
横ずれ運動を示唆する花弁構造や引きずり込み構造などの特徴的な反射パターンも認められないことから， 
後期更新世以降の活動様式は不明である。従って，本調査結果を基本震源モデルの断層傾斜角として採用す
ることは適切でないと考える。 

 次に，②として，Ｆ-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層が，現在の東西圧縮応力場で活動する場合，主に横ずれの
断層活動を示すと考えられることから，当該断層の周辺で発生したＭ７クラスの横ずれ断層による大規模地震
及び主な中小地震の断層傾斜角を参照する。 

    ＜大規模地震：補足説明資料101ページ＞     
       対象となる1943年鳥取地震（Ｍ7.2）及び2000年鳥取県西部地震（Ｍ7.3）は，佐藤ほか（1989）及び地震調

査委員会（2002）により，それぞれ「断層傾斜角90°」とされている。 

    ＜主な中小地震：補足説明資料102ページ＞ 
       対象となる中小地震の断層傾斜角は，平均的には80°程度であり，最も傾斜しているもので71°である。 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（巨視的断層パラメータ） 3/4  第530回審査会合資料1 P120 再掲 
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   ○不確かさ 

前記より，Ｆ-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層を評価する際には，低角の傾斜角として活動する可能性
は考えにくいが，地質調査結果を参考に，念のため断層傾斜角の不確かさとして35°に設定し，その傾
斜方向は敷地に近づく方向（南傾斜）に設定。 

その際，現在の東西圧縮応力場，当該断層の走向及び断層周辺で発生した主な地震のすべり角を
考慮し，Ｆ-Ⅲ断層のすべり角は150°に設定（F-Ⅳ断層及びＦ-Ⅴ断層のすべり角は180°）〔補足説明
資料103～104ページ〕。 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（巨視的断層パラメータ） 4/4  第530回審査会合資料1 P121 再掲 
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島根原子力発電所

第一アスペリティ

第二アスペリティ

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層（48km）

アスペリティ 東側セグメント

西側セグメント

 Ｆ-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震の微視的断層パラメータの設定根拠を示す。   

 (1) アスペリティ 
   ○基本震源モデル 

入倉・三宅（2001）によると，アスペリティの個数は断層長さが20kmより短いときは１つで，それより長く
なると増加するとされていることから，Ｆ-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層の各セグメント長さに基づき，  
アスペリティは東側セグメント（30km）に２個，西側セグメント（18km）に１個設定。 

それらのアスペリティの位置としては，以下のとおり，後期更新世以降の活動が否定できないと評価し
ている各断層の評価区間を考慮して設定。  

Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層のアスペリティ配置と断層の評価区間の関係 

 各セグメントのアスペリティ（東側：２個，西側：１個）については，後期更新世以降の活動が 
  否定できないと評価している各断層の評価区間の中で最も敷地に近い位置に設定。 

アスペリティ 
位置 

※ 傾斜角７０度の断層面を図化 

第530回審査会合資料1 P126 再掲 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（微視的断層パラメータ） 1/4  
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島根原子力発電所

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層（48km）

西側セグメント

東側セグメントアスペリティ（一塊：横長）

アスペリティ（一塊：縦長）

アスペリティ（一塊：横長）

アスペリティ（一塊：縦長）

   ○不確かさ 

アスペリティの個数・位置は地震動に大きく影響するパラメータであることから，基本震源モデルの
東側セグメントにおける２個のアスペリティを一塊にして敷地近傍に配置し，その形状は以下のとおり
２ケース設定。 

Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層のアスペリティ配置と断層の評価区間の関係 

 各セグメントのアスペリティ（東側：１個［２個を一塊に設定］，西側：１個）については， 
  それぞれのセグメントで敷地に最も近い位置に配置し，その形状は横長と縦長の 
  ２ケースを設定。 

アスペリティ 
位置 

※ 傾斜角７０度の断層面を図化 

第530回審査会合資料1 P127 再掲 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（微視的断層パラメータ） 2/4  
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 (2) 短周期レベル 
   ○基本震源モデル 

レシピに基づき，壇ほか（2001）の地震モーメント（Ｍ0）と短周期レベル（Ａ）の以下の経験的関係より短
周期レベルを設定。 

           Ａ＝2.46×1017×Ｍ0
1/3 (Nm/s2) 

   ○不確かさ 

短周期レベルに関する知見（補足説明資料63～73ページ）より，一般的な横ずれ断層の地震は，中越
沖地震を引き起こしたような逆断層の地震に比べて短周期レベルが半分程度と小さく，更に横ずれ断層
の地震の中で中国地方の地震は他の地域の地震よりも短周期レベルが小さいことから，中国地方の横
ずれ断層であるＦ-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震の短周期レベルについては，中越沖地震
（逆断層）時の短周期レベル1.5倍を1.2（佐藤（2008）の横ずれ断層に対する逆断層の短周期領域におけ
る地震動レベルの比）で除して1.25倍とすれば十分に安全側となる。 

但し，短周期レベルは地震動に大きく影響するパラメータであることから，審査ガイドに基づき，中越沖
地震の知見を踏まえて1.5倍を考慮する。なお，不確かさの考慮においては，レシピに基づき短周期レベ
ルを設定した上で，短周期領域のフーリエスペクトルの比が基本震源モデルの1.5倍となるように地震動
評価を行う。 

 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（微視的断層パラメータ） 3/4  第530回審査会合資料1 P128加筆・修正 

Ｐ１３１（宍道断層）と同様の修正 
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 (3) すべり角 
   ○基本震源モデル 

Ｆ-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層の走向が東北東－西南西方向であり，また現在の応力場が東西圧
縮応力場であるため，F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層は右横ずれ断層と推定されることから，レシピに
基づきすべり角を180°に設定。 

   ○不確かさ 

すべり角を設定する上で根拠となる地質調査結果は得られておらず，F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層
は宍道断層と同様の右横ずれ断層と推定されるが，縦ずれ成分を考慮し，宍道断層による地震のすべり
角の不確かさと同様に150°に設定。 

第530回審査会合資料1 P129 再掲 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（微視的断層パラメータ） 4/4  
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 Ｆ-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震のその他の断層パラメータの設定根拠を示す。 

 (1) 破壊伝播速度 

   ○基本震源モデル 

レシピに基づき，Geller（1976）の地震発生層のS波速度（Vs）との関係より破壊伝播速度を0.72Vsに   
設定。 

   ○不確かさ 

宮腰ほか（2005）に基づき，アスペリティ領域の平均的な破壊伝播速度0.73Vsに標準偏差1σ を考慮した
0.87Vsを，破壊伝播速度の不確かさとして設定。 

 (2) 破壊開始点 

   ○基本震源モデル 

レシピによると，「破壊開始点を特定できない場合，簡便化したパラメータ設定として，横ずれ成分が卓
越する時はアスペリティ下端の左右端を基本とする。」とされていることから，基本震源モデルの破壊開始
点は，敷地近傍の東側セグメントの第一アスペリティ下端の西端と第二アスペリティ下端の東端の２点に
設定。 

   ○不確かさ 

• 破壊開始点の不確かさとしては，基本震源モデルとは異なる位置の断層下端の西端・東端・サイト直
近と東側セグメントの第一アスペリティ下端の東端の４点に設定。 

• また，他の不確かさを考慮したケースの破壊開始点についても，基本震源モデルと破壊開始点の不確
かさを考慮したケースで設定した６点に設定。なお，アスペリティの不確かさを考慮したケースの破壊
開始点については，東側セグメントのアスペリティ下端の西端・東端と断層下端の西端・東端・サイト直
近の５点に設定。 

第530回審査会合資料1 P130 再掲 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（その他の断層パラメータ） 1/4  
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 (3) 断層位置 

   ○基本震源モデル 

F-Ⅲ断層，F-Ⅳ断層及びF-Ⅴ断層の連動を考慮した位置に設定（評価長さ：48km）。 

   ○不確かさ 

• Ｆ-Ⅲ断層及びF-Ⅳ断層の近傍に位置するＦ-①断層及びF-②断層は，後期更新世以降の活動は認
められないが，地質調査結果によりＦ-Ⅲ断層及びF-Ⅳ断層と地下深部において収斂していると考え
られることから，断層位置の不確かさとしてＦ-①断層及びF-②断層とＦ-Ⅴ断層の連動を考慮した位
置に設定（評価長さ：53km）。 

• アスペリティの個数は，入倉・三宅（2001）に基づき，東側セグメント（34km）に２個，西側セグメント
（19km）に１個設定。それらのアスペリティの位置については，各断層の評価区間の中で最も近い位
置に設定。破壊開始点は，基本震源モデル及び破壊開始点の不確かさを考慮したケースにおける 
６点に設定。 

 

 

第530回審査会合資料1 P131 再掲 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（その他の断層パラメータ） 2/4  
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（その他の断層パラメータ） 3/4 

島根原子力発電所

 F-①     ： 追加地質調査による評価区間に沿って直線でモデル化し，東端はモデル化上，評価区間よりも東側に設定。 

 F-②，F-Ⅴ： 追加地質調査による湾曲した評価区間の敷地に近い東側部分が敷地に近づくよう安全側にそれぞれ直線で 
            モデル化し，西端はモデル化上，評価区間よりも西側に設定。 

 連 動     ： 当社探査測線を考慮して各断層端部を設定し，３断層を連動させてモデル化。 

           （東側セグメント：F-①断層＋F-②断層，西側セグメント：F-Ⅴ断層） 

• 以下のとおり，断層位置の不確かさとして，Ｆ-①断層及びF-②断層とＦ-Ⅴ断層の連動を考慮して
53kmの断層モデルを設定 。 

モ
デ
ル
化 

Ｆ-①断層＋Ｆ-②断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震の断層モデル 

第530回審査会合資料1 P132 加筆・修正 
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島根原子力発電所

アスペリティ 第一アスペリティ

第二アスペリティ

東側セグメント

西側セグメント

 東側及び西側セグメントのアスペリティ（東側：２個，西側：１個）の位置としては，Ｆ-①断
層，Ｆ-②断層，Ｆ-Ⅴ断層のそれぞれの評価区間に基づき，各区間で最も敷地に近い位
置に設定。 

• 以下のとおり，断層位置の不確かさにおける断層モデルのアスペリティを設定。 

アスペリティ 
位置 

Ｆ-①断層＋Ｆ-②断層＋Ｆ-Ⅴ断層のアスペリティ配置 

※ 傾斜角７０度の断層面を図化 

第530回審査会合資料1 P133 再掲 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（その他の断層パラメータ） 4/4  
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断層パラメータ 基本震源モデル 不確かさの考慮 

巨
視
的
パ
ラ
メ
ー
タ 

断層長さ 
地質調査結果に基づき，Ｆ－Ⅲ断層，Ｆ－Ⅳ断層及びＦ－
Ⅴ断層の連動を考慮して48kmに設定。 

基本震源モデルの断層長さは，詳細な地質調査結果に基づき
設定していることから，不確かさは設定しない。 

断層幅 
安全側に設定した地震発生層（上限深さ2km，下限深さ
20km）及び断層傾斜角に基づき，約19kmに設定。 

安全側に設定した地震発生層に基づき，基本震源モデルの断
層幅を設定していることから，不確かさは設定しない。 

断層傾斜角 

敷地周辺における現在の応力場及びＦ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ
断層＋Ｆ－Ⅴ断層の周辺の横ずれ断層の主な地震の断
層傾斜角より70°に設定し，傾斜方向は敷地に近づく方
向（南傾斜）に設定。 

現在の応力場を踏まえると，低角の傾斜角として活動する可能
性は考えにくいが，地質調査結果を参考に，念のため35°に設
定し，傾斜方向は敷地に近づく方向（南傾斜）に設定。その際，
現在の東西圧縮応力場，断層走向及び断層周辺で発生した主
な地震のすべり角を考慮し，Ｆ－Ⅲ断層のすべり角は150°に
設定（Ｆ－Ⅳ断層及びＦ－Ⅴ断層のすべり角は180°）。 

微
視
的
パ
ラ
メ
ー
タ 

アスペリティ 
（個数・位置） 

入倉・三宅（2001）に基づき，アスペリティを東側セグメント
に２個，西側セグメントに１個設定し，各アスペリティの位置
については，後期更新世以降の活動が否定できないと評
価している各断層の評価区間を考慮して設定。 

基本震源モデルの東側セグメントにおける２個のアスペリティを
一塊にして敷地近傍に配置し，形状は横長・縦長の２ケースを
設定。 

短周期レベル 
レシピに基づき，壇ほか（2001）の地震モーメントと短周期
レベルの経験的関係より設定。 

レシピに基づき，壇ほか（2001）の地震モーメントと短周期レベ
ルの経験的関係より設定した上で，短周期領域のフーリエスペ
クトルの比が基本震源モデルの1.5倍となるように地震動評価を
行う。 

すべり角 
断層走向及び敷地周辺における現在の応力場より，Ｆ－
Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層は右横ずれ断層と推定
されることから，レシピに基づき180°に設定。 

根拠となる地質調査結果が得られていないため，Ｆ－Ⅲ断層＋
Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層近傍に位置する右横ずれ断層（宍道
断層）による地震の不確かさと同様に150°に設定。 

そ
の
他
の
パ
ラ
メ
ー
タ 

破壊伝播速度 
レシピに基づき，Geller（1976）の地震発生層のＳ波速度 
（Ｖｓ）との関係より，0.72Vsに設定。 

宮腰ほか（2005）に基づき，アスペリティ領域の平均的な破壊伝
播速度0.73Vsに標準偏差１σ を考慮した0.87Vsに設定。 

破壊開始点 
レシピに基づき，東側セグメントの第一アスペリティ下端の
西端と第二アスペリティ下端の東端の２箇所に設定（破壊
が敷地に向かうような位置に設定）。 

破壊が敷地に向かうような位置に複数設定。また，他の不確か
さを考慮したケースの破壊開始点についても，基本震源モデル
と破壊開始点の不確かさを考慮したケースで設定した位置に複
数設定。 

断層位置 
Ｆ－Ⅲ断層，Ｆ－Ⅳ断層及びＦ－Ⅴ断層の連動を考慮した
位置に設定。 

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層近傍に位置するＦ－①断
層及びＦ－②断層を考慮し，Ｆ－①断層＋Ｆ－②断層＋Ｆ－Ⅴ
断層を設定（断層長さ：53km）。 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータの設定根拠（まとめ）  

 巨視的及び微視的断層パラメータとその他の断層パラメータの設定根拠をまとめて以下に示す。  

断層パラメータ 基本震源モデル 不確かさの考慮 

巨
視
的
パ
ラ
メ
ー
タ 

断層長さ 
地質調査結果に基づき，Ｆ－Ⅲ断層，Ｆ－Ⅳ断層及びＦ－
Ⅴ断層の連動を考慮して48kmに設定。 

基本震源モデルの断層長さは，詳細な地質調査結果に基づき
設定していることから，不確かさは設定しない。 

断層幅 
安全側に設定した地震発生層（上限深さ2km，下限深さ
20km）及び断層傾斜角に基づき，約19kmに設定。 

安全側に設定した地震発生層に基づき，基本震源モデルの断
層幅を設定していることから，不確かさは設定しない。 

断層傾斜角 

敷地周辺における現在の応力場及びＦ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ
断層＋Ｆ－Ⅴ断層の周辺の横ずれ断層の主な地震の断
層傾斜角より70°に設定し，傾斜方向は敷地に近づく方
向（南傾斜）に設定。 

現在の応力場を踏まえると，低角の傾斜角として活動する可能
性は考えにくいが，地質調査結果を参考に，念のため35°に設
定し，傾斜方向は敷地に近づく方向（南傾斜）に設定。その際，
現在の東西圧縮応力場，断層走向及び断層周辺で発生した主
な地震のすべり角を考慮し，Ｆ－Ⅲ断層のすべり角は150°に
設定（Ｆ－Ⅳ断層及びＦ－Ⅴ断層のすべり角は180°）。 

微
視
的
パ
ラ
メ
ー
タ 

アスペリティ 
（個数・位置） 

入倉・三宅（2001）に基づき，アスペリティを東側セグメント
に２個，西側セグメントに１個設定し，各アスペリティの位置
については，後期更新世以降の活動が否定できないと評
価している各断層の評価区間を考慮して設定。 

基本震源モデルの東側セグメントにおける２個のアスペリティを
一塊にして敷地近傍に配置し，形状は横長・縦長の２ケースを
設定。 

短周期レベル 
レシピに基づき，壇ほか（2001）の地震モーメントと短周期
レベルの経験的関係より設定。 

中国地方で発生した地震の短周期レベルに関する知見を踏ま
えると，レシピの1.25倍にすれば十分であるが，短周期レベル
は地震動に大きく影響するパラメータであることから，審査ガイ
ドに基づき，中越沖地震の知見を踏まえて安全側にレシピの1.5
倍に設定。 

すべり角 
断層走向及び敷地周辺における現在の応力場より，Ｆ－
Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層は右横ずれ断層と推定
されることから，レシピに基づき180°に設定。 

根拠となる地質調査結果が得られていないため，Ｆ－Ⅲ断層＋
Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層近傍に位置する右横ずれ断層（宍道
断層）による地震の不確かさと同様に150°に設定。 

そ
の
他
の
パ
ラ
メ
ー
タ 

破壊伝播速度 
レシピに基づき，Geller（1976）の地震発生層のＳ波速度 
（Ｖｓ）との関係より，0.72Vsに設定。 

宮腰ほか（2005）に基づき，アスペリティ領域の平均的な破壊伝
播速度0.73Vsに標準偏差１σ を考慮した0.87Vsに設定。 

破壊開始点 
レシピに基づき，東側セグメントの第一アスペリティ下端の
西端と第二アスペリティ下端の東端の２箇所に設定（破壊
が敷地に向かうような位置に設定）。 

破壊が敷地に向かうような位置に複数設定。また，他の不確か
さを考慮したケースの破壊開始点についても，基本震源モデル
と破壊開始点の不確かさを考慮したケースで設定した位置に複
数設定。 

断層位置 
Ｆ－Ⅲ断層，Ｆ－Ⅳ断層及びＦ－Ⅴ断層の連動を考慮した
位置に設定。 

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層近傍に位置するＦ－①断
層及びＦ－②断層を考慮し，Ｆ－①断層＋Ｆ－②断層＋Ｆ－Ⅴ
断層を設定（断層長さ：53km）。 
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 Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震の地震動評価ケースとしては，以下のとおり，基本震源モデル
及び不確かさを考慮したケースの９ケースを設定した。 

Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震の地震動評価ケース（基本震源モデル，不確かさを考慮したケース） 

No. 評価ケース 断層 
長さ 断層幅 断層 

位置 
断層 

傾斜角 
破壊 

伝播速度 ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ 
短周期の
地震動 
レベル 

すべり角 破壊 
開始点 

① 基本震源モデル 48km 約19km 
F-Ⅲ 
+F-Ⅳ 
+F-Ⅴ 

 70° 0.72Vs 
調査結果 

（3個） 
レシピ  180° 2箇所 

② 破壊開始点の不確かさを 
考慮したケース 48km 約19km 

F-Ⅲ 
+F-Ⅳ 
+F-Ⅴ 

 70° 0.72Vs 
調査結果 

（3個） 
レシピ  180° 4箇所 

③ 断層傾斜角の不確かさを 
考慮したケース 48km 約32km 

F-Ⅲ 
+F-Ⅳ 
+F-Ⅴ 

 35° 0.72Vs 
調査結果 

（3個） 
レシピ 

 (F-Ⅲ)150° 
 (F-Ⅳ)180° 
 (F-Ⅴ)180° 

6箇所 

④ 破壊伝播速度の不確かさを考
慮したケース 48km 約19km 

F-Ⅲ 
+F-Ⅳ 
+F-Ⅴ 

 70° 0.87Vs 
調査結果 

（3個） 
レシピ  180° 6箇所 

⑤ すべり角の不確かさを 
考慮したケース 48km 約19km 

F-Ⅲ 
+F-Ⅳ 
+F-Ⅴ 

 70° 0.72Vs 
調査結果 

（3個） 
レシピ  150° 6箇所 

⑥ アスペリティの不確かさ（一塊：
横長）を考慮したケース 48km 約19km 

F-Ⅲ 
+F-Ⅳ 
+F-Ⅴ 

 70° 0.72Vs 
敷地近傍 

（2個） 
レシピ  180° 5箇所 

⑦ アスペリティの不確かさ（一塊：
縦長）を考慮したケース 48km 約19km 

F-Ⅲ 
+F-Ⅳ 
+F-Ⅴ 

 70° 0.72Vs 
敷地近傍 

（2個） 
レシピ  180° 5箇所 

⑧ 
短周期の地震動レベルの不確
かさ（1.5倍）を考慮したケース 48km 約19km 

F-Ⅲ 
+F-Ⅳ 
+F-Ⅴ 

 70° 0.72Vs 
調査結果 

（3個） 
レシピ 
×1.5  180° 6箇所 

⑨ 断層位置の不確かさを 
考慮したケース 

53km 約19km 
F-① 
+F-② 
+F-Ⅴ 

 70° 0.72Vs 
調査結果 

（3個） 
レシピ  180° 6箇所 

：不確かさを考慮した断層パラメータ（認識論的不確かさ） ：不確かさを考慮した断層パラメータ（偶然的不確かさ） 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 地震動評価ケース 

第530回審査会合資料1 P134 再掲 

第530回審査会合資料1 P134 加筆・修正 
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層モデル 1/5 

 F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の断層モデル図：①基本震源モデル 
                             

 F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の断層モデル図：②破壊開始点の不確かさを考慮したケース 
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：破壊開始点 ：アスペリティ 
※ 傾斜角７０度の断層面を図化 
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※ 傾斜角７０度の断層面を図化 
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第530回審査会合資料1 P135 加筆・修正 
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18.00km
4

1 3

48.73km

西側セグメント 東側セグメント

30km18km

18.00km 31.87km

(評価長さ) 48km

(上端長さ)49.87km

(下端長さ)66.73km

 F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の断層モデル図：③断層傾斜角の不確かさを考慮したケース 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層モデル 2/5 

：破壊開始点 ：アスペリティ ※ 傾斜角３５度の断層面を図化 
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第530回審査会合資料1 P136 加筆・修正 
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西側セグメント 

 30.48km 

1 

東側セグメント 

 30km 18km 

34.76km 

(評価長さ) 48km 

18.00km 

18.00km 

(上端長さ)48.48km 

(下端長さ)52.76km 

：破壊開始点 ：アスペリティ 

3 

4 

※ 傾斜角７０度の断層面を図化 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層モデル 3/5 

76.7km2 102.2km2 

38,3km2 

第530回審査会合資料1 P137 加筆・修正 

 F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の断層モデル図：④破壊伝播速度の不確かさ・⑤すべり角の不確かさ・⑧短周期 
                                          の地震動レベルの不確かさ（1.5倍）を考慮したケース 
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132.40ﾟ

132.40ﾟ

132.60ﾟ

132.60ﾟ

132.80ﾟ

132.80ﾟ

133.00ﾟ

133.00ﾟ

35.40ﾟ 35.40ﾟ

35.60ﾟ 35.60ﾟ

0 10 20 km

島根原子力発電所 

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層 

 F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の断層モデル図：⑥アスペリティの不確かさ（一塊：横長）を考慮したケース 

 F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の断層モデル図：⑦アスペリティの不確かさ（一塊：縦長）を考慮したケース 

132.40ﾟ

132.40ﾟ

132.60ﾟ

132.60ﾟ

132.80ﾟ

132.80ﾟ

133.00ﾟ

133.00ﾟ

35.40ﾟ 35.40ﾟ

35.60ﾟ 35.60ﾟ

0 10 20 km

島根原子力発電所 

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層 

西側セグメント 

 30.48km 

東側セグメント 

 30km 18km 

 34.76km 

(評価長さ) 48km 

18.00km 

18.00km 

(上端長さ)48.48km 

(下端長さ)52.76km 

：破壊開始点 ：アスペリティ 

3 

※ 傾斜角７０度の断層面を図化 

1 

西側セグメント 

 30.48km 

東側セグメント 

 30km 18km 

 34.76km 

(評価長さ) 48km 

18.00km 

18.00km 

(上端長さ)48.48km 

(下端長さ)52.76km 

：破壊開始点 ：アスペリティ 

3 

※ 傾斜角７０度の断層面を図化 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層モデル 4/5 

82.0km2 

140.6km2 

76.7km2 

138.5km2 

第530回審査会合資料1 P138 加筆・修正 
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 F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の断層モデル図：⑨断層位置の不確かさを考慮したケース（F-①断層＋F-②断層
＋Ｆ-Ⅴ断層） 

132.40ﾟ

132.40ﾟ

132.60ﾟ

132.60ﾟ

132.80ﾟ

132.80ﾟ

133.00ﾟ

133.00ﾟ

35.40ﾟ 35.40ﾟ

35.60ﾟ 35.60ﾟ

0 10 20 km

島根原子力発電所 

Ｆ－①断層＋Ｆ－②断層＋Ｆ－Ⅴ断層 

：破壊開始点 ：アスペリティ 

※ 傾斜角７０度の断層面を図化 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層モデル 5/5 

86.3km2 117.2km2 

44.7km2 

第530回審査会合資料1 P139 加筆・修正 
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断層評価長さ

走行θ走行θ

NN N

断層基準点断層基準点

断層
傾斜角

δ

断層基準点

震源断層面

断層パラメータ（その１）

 Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震の断層パラメータ（地震動評価ケース： ①，②，④～⑨）

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価

断層パラメータ 1/3 第530回審査会合資料1 P141 加筆・修正

※地震動評価ケース⑧は短周期領域のフーリエスペクトルの比が基本震源モデルの1.5倍となるように地震動評価を行う。

北緯 （°） 35.56 ← ← ← 35.54

東経 （°） 132.89 ← ← ← 132.90

北緯 （°） 35.56 ← ← ← 35.53

東経 （°） 132.66 ← ← ← 132.66

北緯 （°） 35.56 ← ← ← 35.56

東経 （°） 132.46 ← ← ← 132.46

θ （°） 53.4 ← ← ← 39.8 追加地質調査結果に基づき設定

θ （°） 89.6 ← ← ← 86.4 追加地質調査結果に基づき設定

θ （°） 89.6 ← ← ← 100.7 追加地質調査結果に基づき設定

L （km） 48 ← ← ← 53 追加地質調査結果に基づき設定

断層上端長さ - (km) 48.48 ← ← ← 53.81 断層評価長さ及び断層傾斜角に基づき設定

断層下端長さ - (km) 52.76 ← ← ← 61.10 断層評価長さ及び断層傾斜角に基づき設定

δ （°） 70 ← ← ← ← 追加調査結果及び敷地周辺の横ずれ断層の傾斜角等に基づき設定

H （km） 2.0 ← ← ← ← 地震発生層の検討結果に基づき設定

W （km） 19.17 ← ← ← ← 地震発生層及び断層傾斜角の検討結果に基づき設定

S （km2） 970.4 ← ← ← 1101.4 S=L×W

- - 放射状 ← ← ← ← レシピに基づき，放射状の破壊伝播を設定

Vs （m/s） 3570 ← ← ← ← 地震発生層のS波速度から設定（微動アレイ探査結果）

Vr （m/s） 2570 3110 2570 ← ←
①,②,⑤,⑥,⑦,⑧,⑨ケース：Vr=0.72Vs   Geller(1976)
④ケース   　        　       ：Vr=0.87Vs   宮腰ほか(2005)

μ (N/m
2
) 3.47×10

10 ← ← ← ← μ=ρ×Vs
2

ρ (kg/m3) 2720 ← ← ← ← ρ=1.2475+0.399Vp-0.026Vp2   Ludwig et al.(1970)
Vp=1.73Vs

M0 (Nm) 5.24×10
19 ← ← ← 6.75×10

19 M0={S/(4.24×10-11)}2   入倉・三宅(2001)

Mｗ - 7.1 ← ← ← 7.2 MW=(LogM0-9.1)/1.5　 Kanamori(1977）

7.6 ← ← ← 7.7 M=(LogL+2.9)/0.6　　 松田(1975）

7.7 ← ← ← 7.8 M=(LogM0-17.72)/1.17　　 武村(1990）

D （cm） 155.7 ← ← ← 176.7 D=M0/(μS)

- （°） 180 ← 150 180 ←
①,②,④,⑥,⑦,⑧,⑨ケース：レシピに基づき，右横ずれ断層のすべり角を設定
⑤ケース   　                ：宍道断層による地震の不確かさと同様のすべり角を設定

Δσ （MPa） 3.1 ← ← ← ← Fujii and Matsu'ura(2000)

fmax （Hz） 8.3 ← ← ← ← 香川ほか（2003）

A （Nm/s2） 1.98×1019 ← ← ← 2.16×1019 A=2.46×1017×M0
1/3   壇ほか(2001)

- - 72.0×f1.06 ← ← ← ← 敷地及び敷地周辺における地震観測記録に基づき設定

追加地質調査結果に基づき設定

追加地質調査結果に基づき設定

地震モーメント

 ①基本震源モデル
 ②破壊開始点
 ⑧短周期の地震動
     レベル（1.5倍）

すべり角

断層幅

⑨断層位置

M -

S波速度

剛性率

密度

断層面積

F-Ⅲ断層（西端）

F-Ⅲ断層（F-①断層）

平均すべり量

破壊伝播速度

設定根拠項目 ④破壊伝播速度 ⑤すべり角

⑥アスペリティ
(一塊：横長)

⑦アスペリティ
(一塊：縦長)

破壊伝播様式

走
向

断層傾斜角

断層上端深さ

追加地質調査結果に基づき設定

高周波遮断限界周波数

断層評価長さ

F-Ⅴ断層（西端）

断
層
基
準
点

F-Ⅳ断層（西端）

（参考）短周期レベル※

モーメントマグニチュード

気象庁マグニチュード

F-Ⅳ断層（F-②断層）

F-Ⅴ断層

平均応力降下量

Q値
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断層パラメータ（その２） 

 Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震の断層パラメータ（地震動評価ケース： ①，②，④～⑨） 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータ 2/3 

第530回審査会合資料1 P142 再掲 

第530回審査会合資料1 P142 加筆・修正 

L1 （km） 18 ← ← ← 19 追加地質調査結果に基づき設定

- （km） 18.00 ← ← ← 19.09 断層評価長さ及び断層傾斜角に基づき設定

- （km） 18.00 ← ← ← 19.91 断層評価長さ及び断層傾斜角に基づき設定

S1 （km2） 345.1 ← ← ← 373.9 S1=L1×W

M01 （Nm） 1.52×1019 ← ← ← 1.82×1019 M01=M0×S1
1.5/(S1

1.5+S2
1.5)

D1 （cm） 127.3 ← ← ← 140.2 D1=M01/(μ ･S1)

面積 Sa1 （km2） 75.9 ← ← ← 82.3 Sa1=0.22×S1   Somerville et al.(1999)

モデル面積 - （km2） 76.7 ← ←
⑥ケース：82.0
⑦ケース：76.7

86.3

面積比（Sa1/S1） - - 0.220 ← ← ← ← Somerville et al.（1999）に基づく断層面積に対するアスペリティ総面積の比

M0a1 （Nm） 6.70×1018 ← ← ← 7.99×1018 M0a1=μ Da1Sa1

Da1 （cm） 254.6 ← ← ← 280.3 Da1=ξ ×D1,ξ =2.0

Δ σ a1 （MPa） 14.1 ← ← ← ← Δ σ a1=(S1/Sa1)×Δ σ    Madariaga(1979)

Sb1 （km2） 269.1 ← ← ← 291.6 Sb1=S1-Sa1

モデル面積 - （km2） 268.4 ← ←
⑥ケース：263.1
⑦ケース：268.4

287.6

M0b1 （Nm） 8.53×1018 ← ← ← 1.02×1019 M0b1=M01-M0a1

Db1 （cm） 91.4 ← ← ← 100.6 Db1=M0b1/(μ ・Sb1)

σ b1 （MPa） 2.39 ← ←
⑥ケース：2.09
⑦ケース：2.25

2.40 σ b1=(Db1/Wb1)/(Da1/Wa1)×Δ σ a1   壇ほか(2002)

L2 （km） 30 ← ← ← 34 追加地質調査結果に基づき設定

- （km） 30.48 ← ← ← 34.72 断層評価長さ及び断層傾斜角に基づき設定

- （km） 34.76 ← ← ← 41.19 断層評価長さ及び断層傾斜角に基づき設定

S2 （km2） 625.3 ← ← ← 727.6 S2=L2×W

M02 （Nm） 3.71×1019 ← ← ← 4.93×1019 M02=M0×S2
1.5/(S1

1.5+S2
1.5)

D2 （cm） 171.4 ← ← ← 195.5 D2=M02/(μ ･S2)

Sa2 （km2） 137.6 ← ← ← 160.1 Sa2=0.22×S2   Somerville et al.(1999)

モデル面積 - （km2） 140.6 ← ←
⑥ケース：140.6
⑦ケース：138.5

161.9

面積比（Sa2/S2） - - 0.220 ← ← ← ← Somerville et al.（1999）に基づく断層面積に対するアスペリティ総面積の比

M0a2 （Nm） 1.63×1019 ← ← ← 2.17×1019 M0a2=μ Da2Sa2

Da2 （cm） 342.7 ← ← ← 391.1 Da2=ξ ×D2,ξ =2.0

Δ σ a2 （MPa） 14.1 ← ← ← ← Δ σ a2=(S2/Sa2)×Δ σ    Madariaga(1979)

Sa21 （km2） 100.0 ← ← 116.4 Sa21=Sa2×(16/22)   入倉・三宅(2001)

モデル面積 - （km2） 102.2 ← ← 117.2

M0a21 （Nm） 1.33×1019 ← ← 1.76×1019 M0a21=M0a2×Sa21
1.5/(Sa21

1.5+Sa22
1.5)

Da21 （cm） 383.3 ← ← 437.3 Da21=M0a21/(μ ･Sa21)

Δ σ a21 （MPa） 14.1 ← ← 14.1 Δ σ a21=Δ σ a2

Sa22 （km2） 37.5 ← ← 43.7 Sa22=Sa2×(6/22)   入倉・三宅(2001)

モデル面積 - （km2） 38.3 ← ← 44.7

M0a22 （Nm） 3.05×1018 ← ← 4.05×1018 M0a22=M0a2×Sa22
1.5/(Sa21

1.5+Sa22
1.5)

Da22 （cm） 234.7 ← ← 267.8 Da22=M0a22/(μ ･Sa22)

Δ σ a22 （MPa） 14.1 ← ← 14.1 Δ σ a22=Δ σ a2

Sb2 （km2） 487.7 ← ← ← 567.5 Sb2=S2-Sa2

モデル面積 - （km2） 484.7 ← ←
⑥ケース：484.7
⑦ケース：486.8

565.7

M0b2 （Nm） 2.08×1019 ← ← ← 2.76×1019 M0b2=M02-M0a2

Db2 （cm） 123.0 ← ← ← 140.4 Db2=M0b2/(μ ・Sb2)

σ b2 （MPa） 2.36 ← ←
⑥ケース：2.53
⑦ケース：2.64

2.55
①,②,④,⑤,⑧,⑨ケース：σ b2=(Db2/Wb2)・(π 0.5/Da2)・ra2・Σ γ a2i

3・Δ σ a2　壇ほか(2002)

⑥,⑦ケース  　　  　    ：σ b2=(Db2/Wb2)/(Da2/Wa2)×Δ σ a2　　　　　　　　  壇ほか(2002)

項目

 ①基本震源モデル
 ②破壊開始点
 ⑧短周期の地震動
      レベル（1.5倍）

④破壊伝播速度 ⑤すべり角

⑥アスペリティ
(一塊：横長)

⑦アスペリティ
(一塊：縦長)

⑨断層位置 設定根拠

背景領域

面積

地震モーメント

平均すべり量

第二ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ

面積

地震モーメント

平均すべり量

実効応力

地震モーメント

平均すべり量

応力降下量

応力降下量

全ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ

面積

地震モーメント

応力降下量

平均すべり量

東
側
セ
グ
メ
ン
ト

断層上端長さ

断層下端長さ

面積

ｾｸﾞﾒﾝﾄ全体

断層評価長さ

面積

地震モーメント

平均すべり量

第一ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ

平均すべり量

応力降下量

背景領域

面積

地震モーメント

平均すべり量

実効応力

西
側
セ
グ
メ
ン
ト

ｾｸﾞﾒﾝﾄ全体

断層評価長さ

面積

地震モーメント

平均すべり量

全ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ

地震モーメント

断層下端長さ

断層上端長さ
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L2 （km） 追加地質調査結果に基づき設定

断層上端長さ - （km） 断層評価長さ及び断層傾斜角に基づき設定

- （km） 断層評価長さ及び断層傾斜角に基づき設定

S2 （km2） S2=L2×W

M02 （Nm） M02=M0×S2/(S1+S2)

D2 （cm） D2=M02/(μ ･S2)

- （°） 180 150 現在の東西圧縮応力場，断層走向及び断層周辺の主な地震のすべり角に基づき設定（左：F-Ⅳ，右：F-Ⅲ）

Sa2 （km2） Sa2=0.22×S2   Somerville et al.(1999)

モデル面積 - （km2）

面積比（Sa2/S2） - - Somerville et al.（1999）に基づく断層面積に対するアスペリティ総面積の比

M0a2 （Nm） M0a2=μ Da2Sa2

Da2 （cm） Da2=ξ ×D2,ξ =2.0

Δ σ a2 （MPa） Δ σ a2=(S2/Sa2)×Δ σ    Madariaga(1979)

Sa21 （km2） Sa21=Sa2×(16/22)   入倉・三宅(2001)

モデル面積 - （km2）

M0a21 （Nm） M0a21=M0a2×Sa21
1.5/(Sa21

1.5+Sa22
1.5)

Da21 （cm） Da21=M0a21/(μ ･Sa21)

Δ σ a21 （MPa） Δ σ a21=Δ σ a2

Sa22 （km2） Sa22=Sa2×(6/22)   入倉・三宅(2001)

モデル面積 - （km2）

M0a22 （Nm） M0a22=M0a2×Sa22
1.5/(Sa21

1.5+Sa22
1.5)

Da22 （cm） Da22=M0a22/(μ ･Sa22)

Δ σ a22 （MPa） Δ σ a22=Δ σ a2

Sb2 （km2） Sb2=S2-Sa2

モデル面積 - （km2）

M0b2 （Nm） M0b2=M02-M0a2

Db2 （cm） Db2=M0b2/(μ ・Sb2)

σ b2 （MPa） σ b2=(Db2/Wb2)・(π 0.5/Da2)・ra2・Σ γ a2i
3・Δ σ a2　壇ほか(2002)

項目 ③断層傾斜角 設定根拠

東
側
セ
グ
メ
ン
ト

ｾｸﾞﾒﾝﾄ全体

断層評価長さ 30

31.87

断層下端長さ 48.73

面積 1269.5

地震モーメント 1.27×1020

平均すべり量 288.5

すべり角

全ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ

面積 279.3

280.4

0.220

地震モーメント 5.59×1019

平均すべり量 576.9

応力降下量 14.1

第一ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ

面積 203.1

204.8

地震モーメント 4.54×1019

第二ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ

面積 76.2

75.6

地震モーメント 1.04×1019

応力降下量 14.1

平均すべり量 645.1

応力降下量 14.1

平均すべり量 395.1

背景領域

面積 990.2

989.1

地震モーメント 7.11×1019

平均すべり量 207.1

実効応力 2.05

断層パラメータ 

 Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震の断層パラメータ（地震動評価ケース： ③ ） 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層パラメータ 3/3 第530回審査会合資料1 P143 加筆・修正 

北緯 （°）

東経 （°）

北緯 （°）

東経 （°）

北緯 （°）

東経 （°）

F-Ⅲ断層 θ （°） 追加地質調査結果に基づき設定

F-Ⅳ断層 θ （°） 追加地質調査結果に基づき設定

θ （°） 追加地質調査結果に基づき設定

L （km） 追加地質調査結果に基づき設定

断層上端長さ - (km) 断層評価長さ及び断層傾斜角に基づき設定

断層下端長さ - (km) 断層評価長さ及び断層傾斜角に基づき設定

δ （°） 追加地質調査結果に基づき設定

H （km） 地震発生層の検討結果に基づき設定

W （km） 地震発生層及び断層傾斜角の検討結果に基づき設定

S （km2） S=L×W

- - レシピに基づき，放射状の破壊伝播を設定

Vs （m/s） 地震発生層のS波速度から設定（微動アレイ探査結果）

Vr （m/s） Vr=0.72Vs   Geller(1976)

μ (N/m2) μ =ρ ×Vs2

ρ (kg/m3)
ρ =1.2475+0.399Vp-0.026Vp2   Ludwig et al.(1970)
Vp=1.73Vs

M0 (Nm) M0=S×1017   Murotani et al.(2015)

Mｗ - MW=(LogM0-9.1)/1.5　 Kanamori(1977）

M=(LogL+2.9)/0.6　　 松田(1975）

M=(LogM0-17.72)/1.17　　 武村(1990）

D （cm） D=M0/(μ S)

Δ σ （MPa） Fujii and Matsu'ura(2000)

fmax （Hz） 香川ほか（2003）

A （Nm/s2） A=2.46×1017×M0
1/3   壇ほか(2001)

- - 敷地及び敷地周辺における地震観測記録に基づき設定

L1 （km） 追加地質調査結果に基づき設定

- （km） 断層評価長さ及び断層傾斜角に基づき設定

- （km） 断層評価長さ及び断層傾斜角に基づき設定

S1 （km2） S1=L1×W

M01 （Nm） M01=M0×S1/(S1+S2)

D1 （cm） D1=M01/(μ ･S1)

- （°） 現在の東西圧縮応力場，断層走向及び断層周辺の主な地震のすべり角に基づき設定

面積 Sa1 （km2） Sa1=0.22×S1   Somerville et al.(1999)

モデル面積 - （km2）

面積比（Sa1/S1） - - Somerville et al.（1999）に基づく断層面積に対するアスペリティ総面積の比

M0a1 （Nm） M0a1=μ Da1Sa1

Da1 （cm） Da1=ξ ×D1,ξ =2.0

Δ σ a1 （MPa） Δ σ a1=(S1/Sa1)×Δ σ    Madariaga(1979)

Sb1 （km2） Sb1=S1-Sa1

モデル面積 - （km2）

M0b1 （Nm） M0b1=M01-M0a1

Db1 （cm） Db1=M0b1/(μ ・Sb1)

σ b1 （MPa） σ b1=(Db1/Wb1)/(Da1/Wa1)×Δ σ a1   壇ほか(2002)

項目 ③断層傾斜角 設定根拠

断
層
基
準
点

F-Ⅲ断層（西端）
35.56

追加地質調査結果に基づき設定
132.89

F-Ⅳ断層（西端）
35.56

追加地質調査結果に基づき設定
132.66

F-Ⅴ断層（西端）
35.56

追加地質調査結果に基づき設定
132.46

走
向

53.4

89.6

F-Ⅴ断層 89.6

断層評価長さ 48

49.87

66.73

断層傾斜角 35

断層上端深さ 2.0

断層幅 31.5

断層面積 1836.5

破壊伝播様式 放射状

S波速度 3570

破壊伝播速度 2570

剛性率 3.47×1010

密度 2720

地震モーメント 1.84×1020

モーメントマグニチュード 7.4

気象庁マグニチュード M -
7.6

8.2

平均すべり量 288.5

平均応力降下量 3.1

高周波遮断限界周波数 8.3

（参考）短周期レベル 3.01×1019

Q値 72.0×f1.06

西
側
セ
グ
メ
ン
ト

ｾｸﾞﾒﾝﾄ全体

断層評価長さ 18

断層上端長さ 18.00

断層下端長さ 18.00

面積 567.0

地震モーメント 5.67×1019

平均すべり量 288.5

すべり角 180

全ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ

124.7

126.0

0.220

地震モーメント 2.49×1019

平均すべり量 576.9

応力降下量 14.1

背景領域

面積 442.3

441.0

地震モーメント 3.18×1019

平均すべり量 207.1

実効応力 1.61
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Ｍ 

 Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震の応答スペクトルに基づく地震動評価においては，Ｍを松田
(1975) により算定するが，念のため，安全側に設定した地震発生層に基づく断層面積により算出した地震
モーメントを用い，武村(1990) により算定したケースについても検討した結果，耐専式で設定されている極
近距離との関係から，基本震源モデル（松田(1975) 及び武村(1990)によりＭを算定）及び断層傾斜角の不
確かさを考慮したケース（松田(1975)によりＭを算定）に耐専式を適用し，その他のケースは適用範囲外と
判断した。 

 耐専式の評価としては，内陸地殻内地震のため，Noda et al.（2002）による内陸補正を考慮して地震動レベ
ルを低減できるが，本評価では安全側の評価として内陸補正を考慮せずに実施する。なお，耐専式を適用
範囲外としたケースについては，断層モデルを用いた手法による地震動評価により検討する。 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 応答スペクトルの適用性検討 

※１ 松田（1975）による断層長さとＭの関係式により算定 

※２ 武村（1990）による地震モーメントとＭの関係式により算定 

 

F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の諸元（Ｍ及びＸｅｑ） 

地震動評価ケース 

Ｍ 

Ｘｅｑ 

（km） 松田式※１ 武村式※２ 

①基本震源モデル 7.6 7.7 17.3 

③断層傾斜角の不確かさを 

  考慮したケース 
7.6 8.2 16.7 

⑥アスペリティの不確かさ（一塊： 

  横長）を考慮したケース 
7.6 7.7 13.1 

⑦アスペリティの不確かさ（一塊： 

  縦長）を考慮したケース 
7.6 7.7 13.2 

⑨断層位置の不確かさを 

  考慮したケース 
7.7 7.8 15.0 

地震データの比較（Ｍ及び等価震源距離Ｘｅｑ） 

［平成21年5月22日原安委意見交換会資料（東京電力）に一部加筆。］ 

極近距離 

⑥松田式 
①松田式 

⑨松田式 

⑦松田式 ③松田式 

①武村式 

③武村式 

⑨武村式 

⑥武村式 

⑦武村式 

赤下線：耐専式を適用するケース 

赤下線：耐専式を適用するケース 

第530回審査会合資料1 P144 加筆・修正 
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 Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震の応答スペクトルに基づく地震動評価結果 
（①基本震源モデル） 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 応答スペクトルの評価結果 1/2 
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耐専式 【M7.6（松田(1975)），Xeq=17.3km】 

耐専式 【M7.7（武村(1990)），Xeq=17.3km】 

10
000

変
位

周期

速
度

加
速
度

10
00

100
10

1

0.1

0.01

0.001

(h=0.05)

(cm/s)

(c
m

/s
 )

(cm
)

(s)

2

10
0000 20

00

50
0

20
0

10
0

50

10

0.
1

1

(h=0.05)

 松田(1975)
 武村(1990)

0.01 0.1 1 100.02 0.05 0.2 0.5 2 5
0.1

1

10

100

1000

500

50

5

0.5

200

20

2

0.2

耐専式 【M7.6（松田(1975)），Xeq=17.3km】 

耐専式 【M7.7（武村(1990)），Xeq=17.3km】 

擬似速度応答スペクトル 

水平方向 鉛直方向 
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 Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震の応答スペクトルに基づく地震動評価結果 
（③断層傾斜角の不確かさを考慮したケース）  

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 応答スペクトルの評価結果 2/2 
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耐専式【M7.6（松田(1975)），Xeq=16.7km】 
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耐専式 【M7.6（松田(1975)），Xeq=16.7km】 
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 断層傾斜角の不確かさケース
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 アスペリティの不確かさケース（一塊：横長）
 アスペリティの不確かさケース（一塊：縦長）
 中越沖地震の短周期レベルの不確かさケース
 断層位置の不確かさケース

0.01 0.1 1 100.02 0.05 0.2 0.5 2 5
0.1

1

10

100

1000

500

50

5

0.5

200

20

2

0.2

 Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震の断層モデルによる地震動評価結果（全評価ケース）  

鉛直方向 

擬似速度応答スペクトル 

水平方向 

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ３．５ F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の地震動評価 

 断層モデルの評価結果 
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 断層位置の不確かさケース
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第530回審査会合資料1 P163 加筆・修正 
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４．震源を特定せず策定する地震動 
   ４．１ Mw6.5以上の地震（２地震）に関する検討 
   ４．２ Mw6.5未満の地震（14地震）に関する検討 
   ４．３ 「震源を特定せず策定する地震動」の策定 
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４．震源を特定せず策定する地震動 

 震源を特定せず策定する地震の検討概要 

「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」に示される１６地震 

地質・地質構造等の地域性に基づき考慮する

地震（表中のNo.1及び2の地震） 

Ｍｗ6.5以上の地震（２地震） 

審査ガイドに示される16地震 

原子力規制委員会(2013)「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査
ガイド」より抜粋 

震源域と発電所周辺の地域性の検討 

・2008年岩手・宮城内陸地震 

 地域差があり観測記録の収集対象外 

・2000年鳥取県西部地震 

 発電所周辺の地震であり，地質学的・地震学的 

 特徴が類似しているため，観測記録の収集対象 

  〔対象観測点〕 K-NET江府，K-NET日南 
            KiK-net日野，KiK-net伯太 
            賀祥ダム（監査廊） 

震源を特定せず策定する地震動 

2000年鳥取県西部地震の賀祥ダム（監査廊）の

観測記録 

全国共通に考慮すべき地震 

（表中のNo.3～16の地震） 

Ｍｗ6.5未満の地震（１４地震） 

影響の大きい地震観測記録 

・加藤ほか（2004）の応答スペクトルとの比較に

より，影響の大きい観測記録を選定 

〔選定記録〕 

 2004年北海道留萌支庁南部地震(K-NET港町) 
 2013年栃木県北部地震(KiK-net栗山西) 
 2011年和歌山県北部地震(KiK-net広川) 
 2011年茨城県北部地震(KiK-net高萩) 
 2011年長野県北部地震(K-NET津南) 

信頼性のある基盤地震動 

2004年北海道留萌支庁南部地震(K-NET港町)

の検討結果［佐藤ほか(2013)，追加検討4ｹｰｽ］ 

震源を特定せず策定する地震動 

2004年北海道留萌支庁南部地震(K-NET港町)

の検討結果に保守性を考慮した地震動 

 敷地周辺の状況等を十分考慮した詳細な調査を実施しても，なお敷地近傍において発生する可能性のある内陸地殻内
の地震の全てを事前に評価しうるとは言い切れないとの観点から，「震源を特定せず策定する地震動」を考慮する。 

 審査ガイドでは，上記地震動として，震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻内地震について得られた
震源近傍における観測記録の収集を要求しており，例として示される16地震について，以下のフローのとおり検討した。 

 なお，それ以外の地震については，加藤ほか（2004）による応答スペクトルで代表させた。 

Mw6.5以上の地震（２地震） Mw6.5未満の地震（１４地震） 
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 2008年岩手・宮城内陸地震の震源域及び島根原子力発電所敷地近傍における地質・地質構造等を
整理した結果，両地域の地質・地質構造等の特徴が異なっていることから，2008年岩手・宮城内陸
地震については観測記録の収集対象外とする。 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．１ Mw6.5以上の地震（２地震）に関する検討 

 （１） 2008年岩手・宮城内陸地震 第121回審査会合資料1 P14加筆・修正 

項 目 
2008年岩手・宮城内陸地震の 
震源域 

島根原子力発電所敷地近傍 

地質・地質構造 

・新第三紀以降の火山岩，堆積岩
が厚く分布 

・現在の応力場に調和的に褶曲・ 
撓曲構造が発達 

・主に新第三紀の堅固な堆積岩
が厚く分布 

・現在の応力場に調和しない褶
曲・撓曲構造が認められる 

断層センス 逆断層が卓越 横ずれ断層が卓越 

参 

考 

ひずみ集中帯 ひずみ集中帯に位置 ひずみ集中帯ではない 

地震地体構造区分 東北日本弧外帯と内帯の境界 隠岐・対馬海域 

日本列島の変動タイプ 褶曲断層山脈に位置 曲隆山地に位置 
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 2000年鳥取県西部地震は，島根原子力発電所周辺地域で発生した地震であり，地質学的・地震
学的特徴が類似しているため，震源近傍における観測記録を収集する。 

 収集対象としては，防災科学技術研究所のK-NET及びKiK-net観測点の観測記録のうち，以下の
条件に適合するものとする。 

   ・ 断層最短距離が30㎞以内の観測点 

   ・ K-NET観測点はAVS30（Kanno et al.(2006)）が500m/s程度以上の観測点 

   ・ KiK-net観測点は全ての地中観測点 

 あわせて，本地震の震源直上に位置している賀祥ダム（監査廊）の観測記録も収集対象とする。 
 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．１ Mw6.5以上の地震（２地震）に関する検討 

 （２） 2000年鳥取県西部地震 第121回審査会合資料1 P17 加筆・修正 
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SMNH02 

SMNH01 

TTRH02 

OKYH09 

OKYH07 

SMN001 

SMN002 

SMN015 

SMN003 
TTR009 

TTR007 

OKY004 

TTR008 

SMNH10 

  ■  K-NET 
  ■  KiK-net 
  ■  賀祥ダム 
      断層面 

賀祥ダム 
10km 

20km 

2000年鳥取県西部地震の断層面と観測点位置 

※断層面は地震調査研究推進本部（2002）による 
 

 断層最短距離が30km以内の観測点としては，以下の15地点（K-NET観測点：8地点，KiK-net観測
点：6地点，賀祥ダム）である。 

 K-NETの8観測点のうち，AVS30が500m/s程度と評価されるのは，TTR007（江府）及びTTR009（日
南）であり，その他はAVS30が小さいため検討対象外とする。 

 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．１ Mw6.5以上の地震（２地震）に関する検討 

 （２） 2000年鳥取県西部地震 第121回審査会合資料1 P18，P20加筆・修正 
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 K-NET観測点のうち，AVS30が500m/s程度のTTR007（江府）及びTTR009（日南）の観測記録は，
加藤ほか（2004）の応答スペクトルを上回る。 

水平方向 鉛直方向 

TTR007（江府）NS       TTR007（江府）EW 
TTR009（日南）NS       TTR009（日南）EW 
加藤ほか(2004) Vs=0.7km/s 
加藤ほか(2004) Vs=2.2km/s 

TTR007（江府） 
TTR009（日南） 
加藤ほか(2004) Vp=2.0km/s 
加藤ほか(2004) Vp=4.2km/s 

K-NET各観測記録の応答スペクトルと加藤ほか（2004）の応答スペクトルの比較 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．１ Mw6.5以上の地震（２地震）に関する検討 

 （２） 2000年鳥取県西部地震 

第121回審査会合資料1 P21 再掲 
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 2000年鳥取県西部地震の震源近傍における観測記録を収集し，島根原子力発電所の「震源を特
定せず策定する地震動」として考慮している加藤ほか（2004）の応答スペクトルと比較したところ，
TTRH02（日野），SMNH01（伯太）及び賀祥ダム（監査廊）の観測記録が加藤ほか（2004）の応答ス
ペクトルを上回ったことから，それらの観測記録について詳細に検討を行う。 

水平方向 鉛直方向 

TTRH02（日野） 
SMNH01（伯太） 
賀祥ダム  
加藤ほか(2004) Vp=2.0km/s 
加藤ほか(2004) Vp=4.2km/s 

TTRH02（日野）NS       TTRH02（日野）EW 
SMNH01（伯太）NS       SMNH01伯太）EW 
賀祥ダム NS          賀祥ダム EW 
加藤ほか(2004) Vs=0.7km/s 
加藤ほか(2004) Vs=2.2km/s 

賀祥ダム（監査廊）等の観測記録の応答スペクトルと加藤ほか(2004)の応答スペクトルの比較 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．１ Mw6.5以上の地震（２地震）に関する検討 

 （２） 2000年鳥取県西部地震 

第121回審査会合資料1 P32 再掲 
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 震源近傍における防災科学技術研究所のK-NET及びKiK-net観測点の観測記録，賀祥ダム（監査廊）の観
測記録に基づく検討結果より，賀祥ダム（監査廊）の観測記録で代表可能であることから，賀祥ダム（監査
廊）の観測記録を「震源を特定せず策定する地震動」として考慮する。 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．１ Mw6.5以上の地震（２地震）に関する検討  

 （２） 2000年鳥取県西部地震 

賀祥ダム（監査廊） 
K-NET KiK-net 

TTR007（江府） TTR009（日南） TTRH02（日野） SMNH01（伯太） 

観
測
記
録 

観測点位置 ダム（監査廊）EL.87m 地表 GL.0m 地表 GL.0m 
   地表 GL.0m 
   地中 GL.-100m 

   地表 GL.0m 
   地中 GL.-101m 

最大加速度値 
※（）内は地中 

NS：528cm/s2 
EW：531cm/s2 

UD：485cm/s2 

NS：725cm/s2 
EW：573cm/s2 

UD：404cm/s2 

NS：629cm/s2 
EW：595cm/s2 

UD：289cm/s2 

NS：927（357）cm/s2 
EW：753（575）cm/s2 

UD：776（318）cm/s2 

NS：720（185）cm/s2 
EW：607（274）cm/s2 

UD：631（196）cm/s2 

観測記録の 
特徴・特性 

・観測記録のH/Vスペクトルよ
り地盤の非線形性の影響は
見られない 
 

・観測記録のH/Vスペクト
ルより表層地盤の非線
形性の影響が含まれる 
 

・観測記録のH/Vスペクト
ルより表層地盤の非線
形性の影響が含まれる 
 

・地表観測記録には観測
小屋の影響，地中観測
記録にはセンサー共振
の影響が含まれる 

・山添ほか（2004），セン
サー更新後の観測記録
による検討に基づいて
地中観測記録を再現 

○ × × × ○ 

観
測
点
の
地
盤 

地盤情報 
・ダム堤体はVs=1.2～1.3km/s

のCM級岩盤に設置 
・解放基盤相当までの地

盤情報無し 
・解放基盤相当までの地

盤情報無し 
・KiK-netの地盤情報 ・KiK-netの地盤情報 

地盤特性 

・島根原子力発電所の解放基
盤表面（Vs=1.52km/s）に比べ
て速度の遅い岩盤 

・地盤モデルに関する既
往の知見無し 

・地盤モデルに関する既
往の知見無し 

・KiK-net地盤情報と観測
記録に基づく伝達関数
が整合しない 

・地盤の2次元性の影響
が指摘されている 

・KiK-net地盤情報と観測
記録に基づく伝達関数
は概ね整合している 

○ × × × ○ 

は
ぎ
と
り
解
析 

基盤地震動の 
推定 

・非線形性の影響は見られな
い岩盤上の記録であり，観
測記録をそのまま解放基盤
波として採用可能 

・信頼性の高い地盤情報
がないことから，精度の
良い基盤地震動の推定
は困難 

・信頼性の高い地盤情報
がないことから，精度の
良い基盤地震動の推定
は困難 

・山添ほか（2004）により
観測記録を一次元波動
論では説明はできず，
精度の良い基盤地震動
の推定は困難 

・山添ほか（2004），セン
サー更新後の観測記録
を用いた検討に基づい
て島根原子力発電所の
解放基盤相当の地震波
を推定 

○ × × × ○※ 

2000年鳥取県西部地震の観測記録を用いた基盤地震動の検討 

※解放基盤波の応答スペクトルの比較から，賀祥ダム（監査廊）の観測記録で代表可能である。 
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 「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」において，「震源を特定せず策定する地震動」
の収集対象とされている16地震のうち，Mw6.5未満の14地震を対象として，震源近傍における観測 
記録を収集する。 

 収集対象としては，防災科学技術研究所のK-NET及びKiK-net観測点の観測記録のうち，以下の 
条件に適合するものとする。 

   ・ 断層最短距離（断層面が把握できていない地震は震源距離）が30㎞以内の観測点 

   ・ AVS30（Kanno et al.(2006)）が500m/s以上の観測点（地盤条件が不明な観測点は       
全て収集対象に含める） 

 

 上記条件の震源近傍における観測記録を収集すると，観測記録は137記録となる。  

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．２ Mw6.5未満の地震（14地震）に関する検討 

 観測記録の収集・整理 

第121回審査会合資料1 P54 再掲 

第121回審査会合資料1 P54 加筆・修正 
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 14地震の観測記録（地表）の応答スペクトルを重ね書き，加藤ほか（2004）の応答スペクトルと比較
する。 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．２ Mw6.5未満の地震（14地震）に関する検討 

 観測記録の収集・整理 

水平方向 

14地震の観測記録（地表）の応答スペクトルと加藤ほか（2004）の応答スペクトル 

鉛直方向 

    加藤ほか(2004) Vs=0.7km/s 
    加藤ほか(2004) Vs=2.2km/s 

    加藤ほか(2004) Vp=2.0km/s 
    加藤ほか(2004) Vp=4.2km/s 

第121回審査会合資料1 P55 再掲 
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水平方向 鉛直方向 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．２ Mw6.5未満の地震（14地震）に関する検討 

 観測記録の収集・整理 

14地震の観測記録（地中）の応答スペクトルと加藤ほか（2004）の応答スペクトル 

 14地震の観測記録（地中）の応答スペクトルを重ね書き，加藤ほか（2004）の応答スペクトルと比較
する。 

    加藤ほか(2004) Vs=0.7km/s 
    加藤ほか(2004) Vs=2.2km/s 

    加藤ほか(2004) Vp=2.0km/s 
    加藤ほか(2004) Vp=4.2km/s 

第121回審査会合資料1 P56 再掲 
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 収集した観測記録のうち，敷地に与える影響が大きいと考えられる観測記録を用いて基盤地震動
を検討する。 

 KiK-net観測点の地中記録の２倍が基盤地震動に相当すると仮定し，加藤ほか（2004）の応答スペ
クトルと比較すると，2011年和歌山県北部地震・WKYH01（広川），2013年栃木県北部地震・TCGH07
（栗山西），2011年茨城県北部地震・IBRH13（高萩）の観測記録が，加藤ほか（2004）の応答スペク 
トルを上回る。 

14地震の観測記録（地中×２）の応答スペクトルと加藤ほか（2004）の応答スペクトル 

NS成分 EW成分 UD成分 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．２ Mw6.5未満の地震（14地震）に関する検討 

 KiK-net観測点における基盤地震動 

第121回審査会合資料1 P57 再掲 
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 Mw6.5未満の14地震について，収集対象のK-NET及びKiK-net観測点における観測記録と加藤ほか（2004）
の応答スペクトルを比較し，影響が大きいと考えられる５地震を選定し，それらの検討結果を以下に示す。 

 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の観測記録については，信頼性のある基盤地震動が評価で
きたことから，「震源を特定せず策定する地震動」として考慮する。 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．２ Mw6.5未満の地震（14地震）に関する検討 

 Mw6.5未満の地震に関する検討（５地震） 

Mw6.5未満の５地震の検討結果 

第121回審査会合資料1 P120 加筆・修正 

北海道留萌支庁南部地震
2004/12/14，14:56，Mw5.7

栃木県北部地震
2013/02/25，16:23，Mw5.8

和歌山県北部地震
2011/07/05，19:18，Mw5.0

茨城県北部地震
2011/03/19，18:56，Mw5.8

長野県北部地震
2011/03/12，03:59，Mw6.2

HKD020（港町） TCGH07（栗山西） WKYH01（広川） IBRH13（高萩） NIG023（津南）

使用モデル
・佐藤ほか(2013)のボーリング
　結果に基づく地盤モデル

・KiK-net観測記録に基づく
　地盤同定モデル

・KiK-net観測記録に基づく
　地盤同定モデル

・KiK-net観測記録に基づく
　地盤同定モデル

・地盤情報が少なく，地盤　
　モデルを構築できない

・微動探査による地盤デー
　タと整合
・知見で指摘されている非
　線形性を考慮

・KiK-net地盤データと整合

　しない
・知見で指摘されている減
　衰，方位依存性の影響が
　不明

・KiK-net地盤データと整合
　しない
・知見で指摘されている減
　衰の影響が不明

・観測記録の伝達関数及び

　KiK-net地盤データと整合
　しない
・知見で指摘されている減
　衰の影響が不明

・地盤モデルに関する既往
　の知見がない

○ × × × ×

更なる知見収
集・検討事項

―

・地盤モデルの改良

・知見で指摘されている特
　性に係るデータの取得と
　影響度合いの評価

・地盤モデルの改良

・知見で指摘されている特
　性に係るデータの取得と
　影響度合いの評価

・地盤モデルの改良
・知見で指摘されている特
　性に係るデータの取得と
　影響度合いの評価

・地質調査，微動探査等に
　よる地盤情報の取得

解析手法
・非線形性を考慮した等価
　線形解析

・線形解析 ・線形解析 ・線形解析
・地盤モデルが構築できな
　いため，解析できない

・観測記録と整合
・はぎとり解析の適用性が

　不明

・はぎとり解析の適用性が

　不明

・はぎとり解析の適用性が

　不明

・はぎとり解析の適用性が

　不明

○ × × × ×

更なる知見収
集・検討事項

―
・地表及び地中観測記録の
　再現解析

・地表及び地中観測記録の
　再現解析

・地表及び地中観測記録の
　再現解析

・地表観測記録の再現解析

○ × × × ×結果の信頼性

観測点

既往の知見と
の整合性

精度

地
盤
モ
デ
ル

は
ぎ

と
り
解
析
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 佐藤ほか（2013）では，K-NET港町観測点について，GL-6mまでの室内試験結果を考慮した非線形解析を
行い（GL-6m以深は線形解析を仮定，減衰定数は1％に設定），GL-41mの基盤面における基盤地震動を評
価。 

 佐藤ほか（2013）の評価結果について妥当性を確認するため，以下の検討ケースを追加で実施。 

  ① 佐藤ほか（2013）の報告時点以降に，GL-6mからGL-41mまでの室内試験結果が得られたことから， 

         その結果を用い，GL-41mまで非線形性を考慮して水平方向の基盤地震動を評価。 

  ② 不確かさを考慮した基盤地震動の評価として，GL-6mまで非線形，GL-6m以深は減衰定数を3％として 

         水平方向の基盤地震動を評価。 

  ③ 佐藤ほか（2013）の報告時点以降に，PS検層の再測定結果が得られたことから，その結果を用い， 

         地盤モデルを変更して鉛直方向の基盤地震動を評価（解析方法は佐藤ほか（2013）と同様）。 

  ④ K-NET港町観測点における地下水位の状況を踏まえ，GL-6mまではポアソン比一定，GL-6m以深は 

         体積弾性率一定として鉛直方向の基盤地震動を評価。 

 上記の佐藤ほか（2013）及び検討ケース①～④の基盤地震動の評価結果※を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 以上の基盤地震動の検討結果のうち，最大加速度値は水平方向ではケース②（609cm/s2），鉛直方向で
はケース③（306cm/s2）が最も大きくなった。これらの基盤地震動について，原子力発電所の耐震性に求め
られる保守性を勘案し，加速度時刻歴波形を水平方向は620cm/s2，鉛直方向は320cm/s2に基準化（位相
特性を変えずに振幅特性のみ変更）し，その地震動を「震源を特定せず策定する地震動」として考慮する。 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．２ Mw6.5未満の地震（14地震）に関する検討 

 2004年北海道留萌支庁南部地震 

佐藤ほか
（2013） 

追加検討 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ 

水平方向 585cm/s2 561cm/s2 609cm/s2 － － 

鉛直方向 296cm/s2 － － 306cm/s2 262cm/s2 

2004年北海道留萌支庁南部地震の基盤地震動の評価結果 

※島根原子力発電所の解放基盤表面に
おけるＳ波速度（1,520m/s）およびＰ波速
度（3,240m/s）は，ＰＳ検層結果から得ら
れているK-NET港町観測点の解放基盤
表面相当のＳ波速度（938m/s）およびＰ
波速度（2,215m/s）を上回っている。 

第121回審査会合資料1 P71，P90 加筆・修正 
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４．震源を特定せず策定する地震動 ４．３「震源を特定せず策定する地震動」の策定 

 「震源を特定せず策定する地震動」の策定 

水平方向 

「震源を特定せず策定する地震動」の応答スペクトル 

鉛直方向 

 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果 
 に保守性を考慮した地震動 

2000年鳥取県西部地震の賀祥ダム（監査廊）の観測記録 
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「震源を特定せず策定する地震動」の加速度時刻歴波形 

第121回審査会合資料1 P123，124 加筆・修正 

 「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」に示される16地震の各観測記録の分析結果に基づき，
「震源を特定せず策定する地震動」として， 2000年鳥取県西部地震の賀祥ダム（監査廊）の観測記録及び
2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果に保守性を考慮した地震動を設定するととも
に，加藤ほか（2004）による応答スペクトルを設定する。 
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 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果に
　　　　保守性を考慮した地震動

 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録：NS成分）
 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録：EW成分）
 加藤ほか（2004）による応答スペクトル
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 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果に
　　　　保守性を考慮した地震動

 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録）
 加藤ほか（2004）による応答スペクトル
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５．基準地震動の策定 
  ５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動 

  ５．２ 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動 

  ５．３ 基準地震動の策定のまとめ 
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 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」による基準地震動として，検討用地震の応答スペクトル手法による地震動評価結果を
包絡する基準地震動Ｓｓ-Ｄの設計用応答スペクトルを設定。この設計用応答スペクトルは，断層モデル手法による地震動評価結果を
全て包絡させている。 

    なお，鉛直方向の設計用応答スペクトルは，水平方向の2/3倍を下回らないように設定している。 

５．基準地震動の策定  ５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動  

 （１） 応答スペクトル手法による基準地震動 1/4 

 審査ガイドでは，応答スペクトルに基づく手法による基準地震動は，検討用地震ごとに評価した応答スペクトルを下回らないように作
成することを要求。 
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 宍道断層による地震［応答スペクトル］

 F-Ⅲ断層+Ｆ-Ⅳ断層+F-Ⅴ断層による地震［応答スペクトル］
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 F-Ⅲ断層+Ｆ-Ⅳ断層+F-Ⅴ断層による地震［応答スペクトル］

 基準地震動Ss-DV
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基準地震動Ｓｓ-Ｄ及び応答スペクトル手法による地震動評価結果の応答スペクトルの比較 

水平方向：Ss-DH 鉛直方向：Ss-DV 

0.020 0.050 0.087 0.14 0.20 0.29 0.60 1.75 5.00

Ss-DH 速度 (cm/s) 2.611 10.35 25.62 41.22 45.63 61.16 108.5 170.0 170.0

Ss-DV 速度 (cm/s) 1.742 6.939 17.08 27.48 32.88 45.10 72.34 113.4 113.4

周期(s)
Ss-D

ｺﾝﾄﾛｰﾙ
ﾎﾟｲﾝﾄ

第549回審査会合資料1 P9 加筆・修正 
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振幅包絡線 ： 

模擬地震波 
最大加速度 

（cm/s2） 
マグニチュード 

Ｍ 
等価震源距離 

Xeq（km） 

振幅包絡線の経時的変化（ｓ） 

Ｔｂ Ｔｃ Ｔｄ（継続時間） 

Ｓｓ－ＤＨ 820 
7.7 17.3 8.3 28.7 60.0 

Ｓｓ－ＤＶ 547 

基準地震動Ｓｓ－Ｄの模擬地震波の振幅包絡線の経時的変化 

５．基準地震動の策定  ５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動  

 （１） 応答スペクトル手法による基準地震動 2/4 

検討用地震のM，Xeq及び振幅包絡線の経時的変化 

地震動評価ケース マグニチュード 
Ｍ 

等価震源距離 
Ｘｅｑ（km） 

振幅包絡線の経時的変化（ｓ） 

Tb Tc Tc-Tb Td（継続時間） 

基本震源モデル 

（Ｍ：松田（1975）） 
7.6 17.3 7.4 26.5 19.1 49.4 

基本震源モデル  

（Ｍ：武村（1990）） 
7.7 17.3 8.3 28.7 20.4 52.6 

断層傾斜角の不確かさを考慮したケース  
（Ｍ：松田（1975）） 

7.6 16.7 7.4 26.5 19.1 49.0 

基本震源モデル  

（Ｍ：松田（1975）及び武村（1990）） 
7.5 8.8 6.6 24.4 17.8 39.7 

※宍道断層による地震は耐専式の適用外としているが，参考に基本震源モデルについて記載。 
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 基準地震動Ｓｓ－Ｄの設計用応答スペクトルに適合する模擬地震波は，乱数の位相を持つ正弦波の重ね合わせによって作成する。 
 振幅包絡線の経時的変化については，Noda et al.（2002）に基づき，以下に示す耐専式を適用する検討用地震の地震動評価ケース

のうち，継続時間が長くなるように「F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の基本震源モデル（Ｍ：武村（1990））」の諸元により
設定する。なお，Td（継続時間）は同ケースの算定結果［52.6(s)］よりも安全側に長く［60.0(s)］設定する。 

（参
考

） 

第549回審査会合資料1 P10 再掲 
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 基準地震動Ｓｓ－Ｄの模擬地震波の加速度時刻歴波形  

５．基準地震動の策定  ５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動  

 （１） 応答スペクトル手法による基準地震動 3/4 
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 基準地震動Ｓｓ－Ｄの模擬地震波の速度時刻歴波形  
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 作成した基準地震動Ｓｓ－Ｄの模擬地震波が，日本電気協会（2008）に示される以下の適合度の条件を満足していることを確認した。 

• 目標とする応答スペクトル値に対する模擬地震波の応答スペクトル値の比が全周期帯で0.85以上 

• 応答スペクトル強さの比（SI比）が1.0以上 

基準地震動Ｓｓ－Ｄの応答スペクトル比 

水平方向：Ss-DH 

SI ：応答スペクトル強さ（減衰定数h=５％） 
SI ：設計用模擬地震波の速度応答スペクトル(cm/s) 
SI ：目標とする設計用速度応答スペクトル(cm/s) 
T  ：固有周期（秒） 

)(TSv

)(TSv




5.2

1.0

5.2

1.0

)(

)(

dtTS

dtTS

v

v

SI比： 

応答スペクトル SI比 
（周期0.1～2.5秒） 

Ss-DH 1.00 

Ss-DV 1.00 

応答スペクトル強さの比（SI比） 

鉛直方向：Ss-DV 

５．基準地震動の策定  ５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動  

 （１） 応答スペクトル手法による基準地震動 4/4 第549回審査会合資料1 P12 再掲 
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５．基準地震動の策定  ５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動  

 （２） 断層モデル手法による基準地震動（検討に用いる地震動の選定） 

 断層モデル手法による地震動評価結果は全て基準地震動Ｓｓ－Ｄに包絡されているが（補足説明資料162ページ），震源が敷地に近い地震につ
いては断層モデルを用いた手法を重視する観点から，宍道断層による地震の断層モデル手法による地震動評価結果のうち，施設の耐震設計に
最も重要な水平方向の応答スペクトルのピークに着目し， 下図に示す対象周期帯において，基準地震動Ｓｓ－Ｄの設計用応答スペクトルに近接
しているものを選定する。ここで，対象周期帯とは，原子炉を「止める」，「冷やす」，放射性物質を「閉じ込める」ための主要な施設の固有周期が存
在する，原子炉建物の固有周期より短周期側の周期帯のことをいう。 

 選定した宍道断層による地震の水平方向の以下の８波に対応する「短周期の地震動レベルの不確かさ（1.5倍）を考慮したケース：破壊開始点２，
４，５，６の４ケース」と「破壊伝播速度の不確かさと短周期の地震動レベルの不確かさ（1.25倍）の組合せケース：破壊開始点３の１ケース」の合計５ケースの破
壊開始点の水平方向（ＮＳ，ＥＷ成分）の地震動評価結果を選定し，地震動の諸特性を検討する。 

       【選定した宍道断層による地震の水平方向の地震動評価結果】 

             ・短周期の地震動レベルの不確かさ（1.5倍）を考慮したケース 
              破壊開始点（成分）： ２（NS），２（EW），４（NS），４（EW），５（NS），５（EW），６（EW）  →  ２，４，５，６ 
           ・破壊伝播速度の不確かさと短周期の地震動レベルの不確かさ（1.25倍）の組合せケース 
              破壊開始点（成分）： ３（EW）  →  ３ 
       

基準地震動Ｓｓ-Ｄ及び宍道断層による地震の断層モデル手法による地震動評価結果の応答スペクトルの比較【水平方向】 

加速度（cm/s2）
h=0.05

  周期（s）

 基準地震動Ss-DH
 宍道断層［断層モデル］

破壊開始点２(NS成分) 破壊開始点２(EW成分)
破壊開始点４(NS成分) 破壊開始点４(EW成分)
破壊開始点５(NS成分) 破壊開始点５(EW成分)
破壊開始点６(EW成分)

○宍道断層：中越沖地震の短周期レベル

○宍道断層：破壊伝播速度と横ずれ断層の短周期レベルの組合せ
破壊開始点３(EW成分)

h=0.05

0.01 0.1 1 10
0

1000

2000

：破壊開始点 ：アスペリティ 

＜宍道断層による地震の破壊開始点＞ 

 ▼

島根原子力発電所 

5 4 

3 

6 

2 

1 

剛な機器 
原子炉格納容器・ 
残留熱除去ﾎﾟﾝﾌﾟ 原子炉建物１次（NS） 

制御棒の挿入性・ 
原子炉建物１次（EW） 

主蒸気系配管 

原子炉圧力容器・ 
残留熱除去系配管 炉心支持構造物 

原子炉建物２次（NS） 
原子炉建物２次（EW） 

水平方向 

対象周期帯 
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加速度（cm/s2）
h=0.05

  周期（s）

 基準地震動Ss-DH
 宍道断層［断層モデル］

破壊開始点２(NS成分) 破壊開始点２(EW成分)
破壊開始点４(NS成分) 破壊開始点４(EW成分)
破壊開始点５(NS成分) 破壊開始点５(EW成分)
破壊開始点６(EW成分)

○宍道断層：短周期の地震動レベルの不確かさ（1.5倍）ケース

○宍道断層：破壊伝播速度の不確かさと短周期の地震動レベルの
　　　　　　不確かさ（1.25倍）の組合せケース

破壊開始点３(EW成分)
h=0.05

0.01 0.1 1 10
0

1000

2000
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 地震動の諸特性のうち施設の耐震設計に用いる応答スペクトルについて，地震動レベル（剛な機器の耐震設計において着目する最大
加速度値（0.02秒における応答スペクトル値）及び原子炉建物や炉内構造物等の主要な施設の固有周期が存在する周期帯における
応答スペクトル比）を詳細に検討する。 

 応答スペクトル比については，施設の固有周期を考慮して設定した以下に示す対象周期帯①，②において，それぞれの周期帯の範囲
で各周期毎の「断層モデル／Ｓｓ－Ｄ」の平均値が大きいものを確認する。 

 選定した宍道断層による地震の水平方向の断層モデル手法による地震動評価結果（５ケースの破壊開始点）について，最大加速度値
は「短周期の地震動レベルの不確かさ（1.5倍）を考慮したケースの破壊開始点６」が最も大きい。また，応答スペクトル比は対象周期帯
①，②とも 「短周期の地震動レベルの不確かさ（1.5倍）を考慮したケースの破壊開始点５」が最も大きい。 

５．基準地震動の策定 ５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動  

 （２） 断層モデル手法による基準地震動（最大加速度値と応答スペクトルに関する検討：宍道断層（水平方向）） 

加速度（cm/s2）
h=0.05

周期（s）
0.01 0.1 1 10
0

1000

2000

基準地震動Ｓｓ-Ｄ及び選定した断層モデル手法による地震動評価結果の加速度応答スペクトルの比較 【水平方向（実線：NS成分，点線：EW成分）】 

※施設の設計では，水平方向の各成分の建物
応答のうち，大きい方の値を用いる方針とし
ているため，水平方向の応答スペクトル比の
算定においては，施設への影響を考慮し，対
象周期帯の各周期の地震動レベルが大きい
方の応答スペクトル（下図の赤線）を用いる。 

基準地震動Ss-D 
NS成分 
EW成分 
NS，EW成分のうち 
大きい成分 

加速度（cm/s2）
h=0.05

周期（s）
0.01 0.1 1 10
0

1000

2000

［破壊伝播速度と短周期の地震動レベル（1.25倍）の組合せ］ 

基準地震動Ss-D  
破壊開始点３ 

破壊開始点３ 

対象周期帯② 

対象周期帯① 

応答スペクトル比 
①：0.832  ②：0.833 

最大加速度値 
  587cm/s2   

加速度（cm/s2）
h=0.05

周期（s）
0.01 0.1 1 10
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基準地震動Ss-D  
破壊開始点６ 

［短周期の地震動レベル（1.5倍）］ 

破壊開始点６ 

最大加速度値 
  777cm/s2    

対象周期帯② 

対象周期帯① 

応答スペクトル比 
①：0.806  ②：0.782 

加速度（cm/s2）
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［短周期の地震動レベル（1.5倍）］ 

基準地震動Ss-D  
破壊開始点５ 

破壊開始点５ 

対象周期帯② 

対象周期帯① 

応答スペクトル比 
①：0.864  ②：0.866 

最大加速度値 
  560cm/s2   

加速度（cm/s2）
h=0.05

周期（s）
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基準地震動Ss-D  
破壊開始点４ 

［短周期の地震動レベル（1.5倍）］ 

破壊開始点４ 

対象周期帯② 

対象周期帯① 

応答スペクトル比 
①：0.833  ②：0.795 

最大加速度値 
  637cm/s2   

加速度（cm/s2）
h=0.05

周期（s）
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［短周期の地震動レベル（1.5倍）］ 

基準地震動Ss-D  
破壊開始点２ 

応答スペクトル比 
①：0.803  ②：0.823 

破壊開始点２ 

対象周期帯② 

対象周期帯① 

最大加速度値 
  698cm/s2   

 対象周期帯①： 剛な機器を除く主要な施設の固有周期全体を考慮した周期帯 
 対象周期帯②： 原子炉建物の1次，2次固有周期及び炉内構造物等の主要な施設の 
           固有周期を考慮した周期帯 
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基準地震動Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２の加速度時刻歴波形 基準地震動Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２の擬似速度応答スペクトル 
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５．基準地震動の策定 ５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動  

 （２） 断層モデル手法による基準地震動（まとめ）  

 断層モデル手法による基準地震動は，施設に与える影響の観点から地震動の諸特性を考慮し，応答スペクトルのピークが基準地震動
Ｓｓ－Ｄに接近し，かつ地震動レベルが大きいケースの地震動評価結果をＳｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２として設定。  
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 「震源を特定せず策定する地震動」と，「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の評価結果に基づき設定した基準地震動Ｓｓを
比較する。 

５．基準地震動の策定 ５．２ 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動  

 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動 1/2 

 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果に保守性を考慮した地震動及び2000年鳥取県西部地震の賀祥ダム（監
査廊）の観測記録は，「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の評価結果に基づき設定した基準地震動Ｓｓの応答スペクトルを
一部の周期帯で上回ることから，基準地震動Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２として設定する。加藤ほか（2004）による応答スペクトルについて
は，基準地震動Ｓｓの応答スペクトルを全周期帯において下回ることから，基準地震動に選定しない。 

基準地震動Ｓｓ-Ｄ，基準地震動Ｓｓ－Ｆ及び基準地震動Ｓｓ－Ｎ１・Ｓｓ－Ｎ２の比較 

第549回審査会合資料1 P29加筆・修正 
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 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）保守性考慮した地震動［基準地震動Ss-N1H］

 基準地震動Ss-DH
 基準地震動Ss-F1H（NS成分）
 基準地震動Ss-F1H（EW成分）
 基準地震動Ss-F2H（NS成分）
 基準地震動Ss-F2H（EW成分）

 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録：NS成分）［基準地震動Ss-N2H（NS成分）］
 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録：EW成分）［基準地震動Ss-N2H（EW成分）］
 加藤ほか（2004）による応答スペクトル
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 基準地震動Ss-DV
 基準地震動Ss-F1V
 基準地震動Ss-F2V
 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）保守性考慮した地震動［基準地震動Ss-N1V］
 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録）［基準地震動Ss-N2V］
 加藤ほか（2004）による応答スペクトル
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 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果に
　　　　保守性を考慮した地震動［基準地震動Ss-N1H］

 基準地震動Ss-DH
 基準地震動Ss-F1H（NS成分）
 基準地震動Ss-F1H（EW成分）
 基準地震動Ss-F2H（NS成分）
 基準地震動Ss-F2H（EW成分）

 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録：NS成分）［基準地震動Ss-N2H（NS成分）］
 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録：EW成分）［基準地震動Ss-N2H（EW成分）］
 加藤ほか（2004）による応答スペクトル
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 基準地震動Ss-DV
 基準地震動Ss-F1V
 基準地震動Ss-F2V
 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果に

　　　　保守性を考慮した地震動［基準地震動Ss-N1V］
 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録）［基準地震動Ss-N2V］
 加藤ほか（2004）による応答スペクトル
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 基準地震動Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２の加速度時刻歴波形  

５．基準地震動の策定 ５．２ 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動  

 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動 2/2 
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基準地震動 水平方向（NS成分） 水平方向（EW成分） 鉛直方向 

Ｓｓ－Ｄ 

「敷地ごとに震源を特定して策定 
する地震動」による基準地震動 
 応答スペクトル手法による   
 基準地震動 

Ｓｓ－Ｆ１ 

 「敷地ごとに震源を特定して策定 
 する地震動」による基準地震動 
断層モデル手法による基準地震動 

宍道断層による地震の短周期の 
地震動レベルの不確かさ（1.5倍） 

   破壊開始点５ 

Ｓｓ－Ｆ２ 

 「敷地ごとに震源を特定して策定 
 する地震動」による基準地震動 
断層モデル手法による基準地震動 

宍道断層による地震の短周期の 
地震動レベルの不確かさ（1.5倍） 

   破壊開始点６ 

Ｓｓ－Ｎ１ 

「震源を特定せず策定する地震動」 
による基準地震動 
  2004年北海道留萌支庁南部地 

  震（K-NET港町）の検討結果に 
  保守性を考慮した地震動 

Ｓｓ－Ｎ２ 

「震源を特定せず策定する地震動」 
による基準地震動 

  2000年鳥取県西部地震の賀祥 
  ダム（監査廊）の観測記録 
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 基準地震動の最大加速度値を以下に示す。  
基準地震動の最大加速度値 

時間 (s)

ＵＤ成分

加
速
度

(cm/s2)

0 10 20 30 40 50 60-900

-600

-300

0

300

600

900

時間 (s)

ＥＷ成分

加
速
度

(cm/s2)

0 10 20 30 40 50 60-900

-600

-300

0

300

600

900

時間 (s)

ＮＳ成分

加
速
度

(cm/s2)

0 10 20 30 40 50 60-900

-600

-300

0

300

600

900

時間 (s)

ＵＤ成分

加
速
度

(cm/s2)

0 10 20 30 40 50 60-900

-600

-300

0

300

600

900

時間 (s)

ＥＷ成分

加
速
度

(cm/s2)

0 10 20 30 40 50 60-900

-600

-300

0

300

600

900

時間 (s)

ＮＳ成分

加
速
度

(cm/s2)

0 10 20 30 40 50 60-900

-600

-300

0

300

600

900

時間 (s)

ＵＤ成分

加
速
度

(cm/s2)

0 10 20 30 40 50 60-900

-600

-300

0

300

600

900

時間 (s)

ＥＷ成分

加
速
度

(cm/s2)

0 10 20 30 40 50 60-900

-600

-300

0

300

600

900

時間 (s)

ＮＳ成分

加
速
度

(cm/s2)

0 10 20 30 40 50 60-900

-600

-300

0

300

600

900

時間 (s)

鉛直方向

加
速
度

(cm/s2)

0 10 20 30 40 50 60-900

-600

-300

0

300

600

900

時間 (s)

水平方向

加
速
度

(cm/s2)

0 10 20 30 40 50 60-900

-600

-300

0

300

600

900

時間 (s)

鉛直方向

加
速
度

(cm/s2)

0 10 20 30 40 50 60-900

-600

-300

0

300

600

900

時間 (s)

水平方向

加
速
度

(cm/s2)

0 10 20 30 40 50 60-900

-600

-300

0

300

600

900

最大620（cm/s2） 最大320（cm/s2） 

最大531（cm/s2） 最大485（cm/s2） 最大528（cm/s2） 

※ 表中のグラフは各基準地震動の加速度時刻歴波形［縦軸：加速度（cm/s2），横軸：時間（s）］ 

５．基準地震動の策定 ５．３ 基準地震動の策定のまとめ  

 基準地震動の策定のまとめ（最大加速度値）  

第579回審査会合資料1 P22 再掲 

第579回審査会合資料2 P22 加筆・修正 



200 
５．基準地震動の策定 ５．３ 基準地震動の策定のまとめ  

 基準地震動の策定のまとめ（応答スペクトル） 1/2 

 策定した基準地震動の応答スペクトル（擬似速度）を以下に示す。  
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　　　　保守性を考慮した地震動［基準地震動Ss-N1H］
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 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録：EW成分）［基準地震動Ss-N2H（EW成分）］
 加藤ほか（2004）による応答スペクトル
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５．基準地震動の策定 ５．３ 基準地震動の策定のまとめ  

 基準地震動の策定のまとめ（応答スペクトル） 2/2 

 策定した基準地震動の応答スペクトル（加速度）を以下に示す。  

加速度（cm/s2）
h=0.05

  周期（s）
0.01 0.1 1 10
0

1000

2000

加速度（cm/s2）
h=0.05

  周期（s）
0.01 0.1 1 10
0

1000

2000

基準地震動の加速度応答スペクトルの比較 

水平方向 鉛直方向 

第549回審査会合資料1 P34 加筆・修正 
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 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果に
　　　　保守性を考慮した地震動［基準地震動Ss-N1H］

 基準地震動Ss-DH
 基準地震動Ss-F1H（NS成分）
 基準地震動Ss-F1H（EW成分）
 基準地震動Ss-F2H（NS成分）
 基準地震動Ss-F2H（EW成分）

 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録：NS成分）［基準地震動Ss-N2H（NS成分）］
 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録：EW成分）［基準地震動Ss-N2H（EW成分）］
 加藤ほか（2004）による応答スペクトル
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 基準地震動Ss-DV
 基準地震動Ss-F1V
 基準地震動Ss-F2V
 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果に

　　　　保守性を考慮した地震動［基準地震動Ss-N1V］
 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録）［基準地震動Ss-N2V］
 加藤ほか（2004）による応答スペクトル
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６．基準地震動の年超過確率の参照 
   ６．１ 確率論的地震ハザードの評価方針 
   ６．２ 特定震源モデル 
   ６．３ 領域震源モデル 
   ６．４ 地震動伝播モデル 
   ６．５ ロジックツリー 
   ６．６ 地震ハザード評価結果 
   ６．７ 年超過確率の参照 
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 基本方針 

一般社団法人日本原子力学会「原子力発電所に対する地震を起因とした確率論的リスク評価に関する実施基準（以下「地震PRA実施基準」とい
う）：2015※１」に基づき，専門家活用水準１※２として地震ハザード評価を実施し，基準地震動の応答スペクトルがどの程度の年超過確率に相当する
かを確認する。 

 震源モデルの設定 

 震源モデルとしては，特定震源モデルと領域震源モデルを設定する。モデルの設定においては，敷地周辺の地質調査結果及び各種知見を参考

にする。また，地震発生層については地震調査研究推進本部(2017)による地震発生層の設定値（上限深さ：2km，下限深さ：15km），片尾・吉井
(2002)による2000年鳥取県西部地震（余震）の震源鉛直分布（上限深さ：約3km，下限深さ：約12km）等の知見より上限深さは2km，下限深さは
15kmと考えられるが，参考の位置付けの文献である地震調査研究推進本部(2016)による地震発生層の下限深さD90（15～20km）等の知見を踏ま
え，決定論と同様に上限深さは2km，下限深さは安全側に20kmに設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地震動伝播モデルの設定 

特定震源モデルのうち「宍道断層による地震」及び「Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震」は，断層モデルを用いた手法と距離減衰
式の両者を用い，それ以外の震源モデルは距離減衰式を用いる。距離減衰式としては，基本的に耐専式を用いるが，震源が敷地に近く耐専式の適
用範囲外となる「宍道断層による地震」はAbrahamson et al.(2014)を用いる。 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．１ 確率論的地震ハザードの評価方針 

 確率論的地震ハザードの評価方針  

震源モデル モデルの設定 

特
定
震
源 

検討用地震 

宍道断層による地震 地質調査結果，地震調査研究推進本部(2016)，［新編]日本の活断層，今泉ほか(2018)に基づき
設定 

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋ 
Ｆ－Ⅴ断層による地震 

地質調査結果，防災科学技術研究所の広帯域地震観測網（F-net）に基づき設定 

検討用地震 
  以外 

主要な活断層※３による地震 地質調査結果，［新編]日本の活断層に基づき設定 

その他の活断層による地震 地質調査結果，地震調査研究推進本部（2016），[新編]日本の活断層に基づき設定 

領
域
震
源 

領域区分 萩原(1991)，垣見ほか(2003)に基づき設定 

最大マグニチュード 領域区分内で発生した既往最大 

発生頻度 気象庁カタログのデータに基づきＧ－Ｒ式により算定 

※1  審査ガイドにおいて，地震ハザード評価に関する知見の代表例として地震PRA実施基準2007年版が示されているが，2015年版において，サイト周辺の深部地下構造のモデル化の影響を考慮すること
や巨大地震（海溝型地震）に伴う大きな余震及び誘発地震を考慮すること等の改定がなされていることから，最新の2015年版を用いる。なお，島根原子力発電所の地震ハザード評価において，改定内
容のうちサイト周辺の深部地下構造の影響については検討し，特異な増幅がないことを把握した上で考慮せず，また，敷地に影響を及ぼす海溝型地震については存在しないことから考慮していない。 

※2  地震ハザードの不確実さへの影響が比較的小さい水準を想定し，ＴＩ（Technical Integrator，ロジックツリーの技術的な纏め役）が文献レビュー及び自らの経験に基づきコミュニティ分布（科学的集団が総
合的に評価するその時点での不確実さの客観的分布）を評価し，ロジックツリーを作成する。 

※3  検討用地震の選定において対象とした活断層のうち，検討用地震及び孤立した短い活断層以外の活断層のことをいう。 

 ロジックツリーの作成 

震源モデル及び地震動伝播モデルにおいて，地震ハザード評価に大きな影響を及ぼす認識論的不確実さを選定し，ロジックツリーを作成する。 

震源モデル モデルの設定

特
定
震
源

検討用地震

宍道断層による地震 地質調査結果，地震調査研究推進本部(2016)（４），［新編]日本の活断層（５），今泉ほか(2018)（６）

に基づき設定

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋
Ｆ－Ⅴ断層による地震 地質調査結果，防災科学技術研究所の広帯域地震観測網（F-net）（７）に基づき設定

検討用地震
以外

主要な活断層※３による地震 地質調査結果，［新編]日本の活断層（５）に基づき設定

その他の活断層による地震 地質調査結果，地震調査研究推進本部（2016）（４），[新編]日本の活断層（５）に基づき設定

領
域
震
源

領域区分 萩原(1991)（８），垣見ほか(2003)（９）に基づき設定

最大マグニチュード 領域区分内で発生した既往最大

発生頻度 気象庁カタログのデータに基づきＧ－Ｒ式により算定

第579回審査会合資料2 P3 再掲 

震源モデル モデルの設定

特
定
震
源

検討用地震

宍道断層による地震 地質調査結果，地震調査研究推進本部(2016)，［新編]日本の活断層，今泉ほか(2018)に基づき
設定

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋
Ｆ－Ⅴ断層による地震 地質調査結果，防災科学技術研究所の広帯域地震観測網（F-net）に基づき設定

検討用地震
以外

主要な活断層※３による地震 地質調査結果，［新編]日本の活断層に基づき設定

その他の活断層による地震 地質調査結果，地震調査研究推進本部（2016），[新編]日本の活断層に基づき設定

領
域
震
源

領域区分 萩原(1991)，垣見ほか(2003)に基づき設定

最大マグニチュード 領域区分内で発生した既往最大

発生頻度 気象庁カタログのデータに基づきＧ－Ｒ式により算定
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 特定震源モデルとしては，敷地から100km以内に位置する敷地周辺の地質調査結果に基づいて評価した活断層，
地震調査研究推進本部(2016)に掲載されている活断層及び「［新編］日本の活断層」に掲載されている確実度Ⅰ 
及びⅡの活断層を対象に設定する。 

【検討用地震の対象活断層】 

宍道断層 

【検討用地震以外の対象活断層】 

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層 

主要な活断層 

その他の活断層 

宍道断層 

仏経山北断層 
三刀屋北断層 

東来待－新田畑断層 

山王寺断層 

柳井断層 布部断層 

半場－石原断層 

東忌部断層 

大井断層 田の戸断層 

大船山東断層 

大社衝上断層 

島根原子力発電所 

庄原断層 

安田断層 
畠敷南断層 

山内断層 

上布野・二反田断層 

船佐断層 

那岐山断層帯 

 岩坪断層 

角ヶ山南断層 

鹿野－吉岡断層 

尾田断層 

大立断層 

債原断層 

Ｆｈ－４断層 

Ｆｈ－３断層 

Ｆｈ－１断層 Ｆｈ－２断層 

筒賀断層 

日南湖断層 

100km 

対象活断層の分布 

対象活断層の一覧表 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．２ 特定震源モデル 

 対象活断層  

No. 断層名
断層長さ

(km)

1 宍道断層 39
2 Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層 48
3 大社衝上断層 28

4 ＦＫ－１断層 19

5 Ｋ－１撓曲＋Ｋ－２撓曲＋ＦＫＯ断層 36

6 Ｋ－４撓曲＋Ｋ－６撓曲＋Ｋ－７撓曲 19
7 鳥取沖西部断層＋鳥取沖東部断層 98
8 大田沖断層 53
9 Ｆ５７断層 108
10 田の戸断層 5

11 大船山東断層 4

12 仏経山北断層 5

13 東来待－新田畑断層 11

14 柳井断層 2

15 三刀屋北断層 7

16 半場－石原断層 5

17 布部断層 8

18 東忌部断層 3

19 山王寺断層 3

20 大井断層 5

21 Ｆｈ－１断層 7

22 Ｆｈ－２断層 5

23 Ｆｈ－３断層 5.5

24 Ｆｈ－４断層 4.5

25 鹿野－吉岡断層 26

26 那岐山断層帯 32

27 筒賀断層 58

28 日南湖断層 13

29 岩坪断層 10

30 安田断層 5

31 角ヶ山南断層 6

32 債原断層 3.3

33 尾田断層 2.5

34 大立断層 1

35 庄原断層 10

36 上布野・二反田断層 7

37 山内断層 8

38 畠敷南断層 5

39 船佐断層 6

主要な
活断層

その他
の

活断層

分類

検討用地震

検
討
用
地
震
以
外

36° 

35° 

132° 134° 133° 

0  10km 縮尺 

132° 133° 134° 

35° 

N 

36° 
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132.50ﾟ

132.50ﾟ

132.75ﾟ

132.75ﾟ

133.00ﾟ

133.00ﾟ

133.25ﾟ

133.25ﾟ

133.50ﾟ

133.50ﾟ

35.25ﾟ 35.25ﾟ

35.50ﾟ 35.50ﾟ

35.75ﾟ 35.75ﾟ

0 10 20 km

宍道断層 
島根原子力発電所 

N 

0       10      20 km  

1 

156.0km2 
49.0km2 

評価ケース 
断層長さ 

（km） 

基本震源モデル 

39 

断層傾斜角 

破壊伝播速度 

すべり角 

アスペリティ（一塊：正方形） 

アスペリティ（一塊：縦長） 

中越沖地震の短周期レベル 

断層傾斜角＋破壊伝播速度 

断層傾斜角＋横ずれ断層の短周期レベル 

破壊伝播速度＋横ずれ断層の短周期レベル 

： 不確かさを考慮したケース        ： 不確かさの組合せケース 

 検討用地震のうち「宍道断層による地震」の震源モデルについては，決定論による「敷地ごとに震源を特定して 
策定する地震動」の評価において基本震源モデル及び認識論的不確かさとして考慮した以下の評価ケースを 
ロジックツリーの分岐として考慮する。なお，アスペリティ位置の不確かさについては，感度解析を行った結果， 
その不確かさを考慮した場合と考慮しない場合の宍道断層による地震の平均ハザード曲線は同程度であり，  
地震ハザード評価に大きな影響を及ぼさないことから，ロジックツリーの分岐として考慮しない。（補足説明資料
168～170ページ参照。） 

 距離減衰式に用いる地震規模Ｍｗは，入倉・三宅(2001)により断層面積から算出する方法及び武村(1998)により
断層長さから算出する方法をロジックツリーの分岐として考慮する。 

※ 傾斜角９０度の断層面を傾斜角０度として図化

：破壊開始点

：アスペリティ

156.0km2
49.0km2

特
定
震
源 

評価ケース 

地震規模Ｍｗ 

入倉・三宅
(2001) 

武村 
(1998) 

宍
道 

断
層 

に
よ
る 

地
震 

基本震源モデル※1 6.9 7.1 

断層傾斜角（70°） 6.9 7.1 

破壊伝播速度（0.87Vs）  ―※2 

すべり角（150°）  ―※2 

アスペリティ（一塊：正方形）  ―※2 

アスペリティ（一塊：縦長）  ―※2 

短周期の地震動レベル（1.5倍）  ―※2 

断層傾斜角（70°）＋破壊伝播速度（0.87Vs）  ―※2 

断層傾斜角（70°） 
＋短周期の地震動レベル（1.25倍） 

 ―※2 

破壊伝播速度（0.87Vs） 
＋短周期の地震動レベル（1.25倍） 

 ―※2 

宍道断層による地震の断層モデル図（基本震源モデル） 

宍道断層による地震の地震動評価ケース 

※1 基本震源モデルの断層パラメータ 
断層長さ（39km），断層傾斜角（90°），破壊伝播速度（0.72Vs）， 
すべり角（180°），アスペリティ（２個），短周期レベル（レシピ） 

※2 距離減衰式の評価ケースとしては微視的パラメータ等であることから考慮せず，断層モデルを 
    用いた手法のみ考慮。 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．２ 特定震源モデル 

 宍道断層による地震 1/2 

：破壊開始点 

：アスペリティ 

※ 傾斜角９０度の断層面を傾斜角０度として図化 

第579回審査会合資料2 P5 再掲 
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現在3,700年前5,900年前 (イベント１)
1,137年前

(イベント２)

4,800年前

現在11,000年前25,000年前 3,000年前
(イベント２)

8,000年

11,000年

(イベント１)

14,000年

7,000年前18,000年前

 発生頻度は，地質調査結果，地震調査研究推進本部(2016)及び［新編］日本の活断層等に基づき以下のとおり設定し，
ロジックツリーの分岐として考慮する。 

地質調査結果に基づく発生頻度のロジックツリー 

【地震調査研究推進本部(2016)】 

地震調査研究推進本部(2016)に基づく 
発生頻度のロジックツリー 

• 地質調査結果（南講武におけるトレンチ調査結果）により，宍道断層は約25,000年前以降に２回の活動があり，最新活
動時期としては約3,000～11,000年前の期間であることを推定。 

• 上記より，3,000～11,000年前を「イベント１」，11,000～25,000年前を「イベント２」として，以下に示すように，最新活動時
期は，イベント１期間の（新）3,000年前，（中間）7,000年前，（古）11,000年前に設定し，それぞれの最新活動時期につい
ての平均活動間隔は，それぞれのイベント期間の（新）3,000年前と11,000年前[8,000年]，（中間）7,000年前と18,000年
前[11,000年]，（古）11,000年前と25,000年前[14,000年]を対応させた間隔に設定し，BPT分布に従い発生頻度を算定。 

【地質調査結果】 

• 地震調査研究推進本部(2016)によると，宍道（鹿島）断層の活動時期は奈良時代～鎌倉時代，約3,700～5,900年
前，約7,300～11,000年前とされ，最新活動時期は約3,700～5,900年前であった可能性もあるとされている。 

 また，平均活動間隔は約3,300年～約4,900年とされている。 
• 渡辺ほか(2006)では，鹿島断層の奈良時代～鎌倉時代の最新活動は，出雲の地震に対応する可能性が高いとされ

ている。 
• 上記より，出雲の地震に対応する1,137年前を「イベント１」，3,700～5,900年前を「イベント２」として，最新活動時期は

イベント１の1,137年前，イベント２期間の（新）3,700年前，（中間）4,800年前，（古）5,900年前に設定し，平均活動間隔
は地震調査研究推進本部(2016)に示される間隔より（短）3,300年，（中間）4,100年，（長）4,900年に設定し，それぞれ
の最新活動時期毎に３つの間隔を対応させてBPT分布に従い発生頻度を算定。 

【［新編］日本の活断層，今泉ほか(2018)】 

［新編］日本の活断層，今泉ほか(2018) 
に基づく発生頻度のロジックツリー 

• ［新編］日本の活断層において，宍道断層に該当する法田，高尾山，森山，宍道断層[北][南]，古浦東方の活動
度はＣ級とされており，今泉ほか(2018)では，宍道（鹿島）断層帯の活動度はＢ～Ｃ級とされていることから，宍道
断層の活動度をＢ，Ｃ級と仮定。 

• 上記の活動度から松田(1975)及び奥村・石川(1998)に基づき平均活動間隔を設定※し，ポアソン過程に従い発生
頻度を算定。 

活動度 平均活動間隔 

Ｂ級 
Ｃ級 

12649年 
67282年 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．２ 特定震源モデル 

 宍道断層による地震 2/2 

現在 11,000年前 25,000年前 3,000年前 
(イベント２) 

8,000年 

11,000年 

(イベント１) 

14,000年 

7,000年前 

現在 3,700年前 5,900年前 (イベント１) 
1,137年前 

(イベント２) 

4,800年前 

3,000年前 

11,000年 7,000年前 

14,000年 11,000年前 

平均活動間隔 最新活動時期 

8,000年 

3,300年 1,137年前 

4,100年 3,700年前 

4,900年 4,800年前 

5,900年前 

W=1/3 W=1/2 

W=1/3 W=1/6 

W=1/3 W=1/6 

W=1/6 

平均活動間隔 最新活動時期 

Ｂ級 

Ｃ級 

W=1/2 

W=1/2 

活動度 

W=1/3 

W=1/3 

W=1/3 

18,000年前 

※ 松田(1975)に基づき断層長さから求めたＭ[logＬ=0.6Ｍ-2.9]を用いて算定したすべり量Ｄ(m)［logＤ=0.6Ｍ-4.0］及び奥村・石川(1998)に記載の      
   平均変位速度Ｓ（mm/年）［Ｂ級：0.25，Ｃ級：0.0047］から，平均活動間隔Ｔ（年）［Ｔ=1000Ｄ/Ｓ］を算出。 
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 検討用地震のうち「Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震」の震源モデルについては，決定論による「敷
地ごとに震源を特定して策定する地震動」の評価において基本震源モデル及び認識論的不確かさとして考慮した以
下の評価ケースをロジックツリーの分岐として考慮する。 

 距離減衰式に用いる地震規模Ｍは，松田（1975）により断層長さから算出する方法及び入倉・三宅(2001)により断層
面積から算出した地震モーメントを用いて武村(1990)により算出する方法をロジックツリーの分岐として考慮する。 

 発生頻度は，参考にできる地質調査結果や知見がないことから，活動度をＢ，Ｃ級に仮定して松田(1975)及び奥村・
石川(1998)に基づき平均活動間隔を設定し，ポアソン過程に従い算定する。 

特定震源 評価ケース 

地震規模Ｍ※3 

Xeq 
(km) 

平均活動間隔※6 

（活動度） 
松田(1975) 

入倉・三宅(2001) 
武村(1990) 

Ｆ－Ⅲ断層＋ 
Ｆ－Ⅳ断層＋ 
Ｆ－Ⅴ断層に
よる地震 

基本震源モデル※2 7.6 7.7 17.3 

14,500年（B級） 
77,300年(Ｃ級) 

断層傾斜角（35°） 7.6  ―※4 16.7 

破壊伝播速度（0.87Vs）  ―※5 

すべり角（150°）  ―※5 

アスペリティ（一塊：横長）  ―※4 

アスペリティ（一塊：縦長）  ―※4 

短周期の地震動レベル
（1.5倍） 

 ―※5 

断層位置（Ｆ－①断層＋
Ｆ－②断層＋Ｆ－Ⅴ断層，
断層長さ53km） 

 ―※4 
16,700年（B級） 
88,700年(Ｃ級) ： 不確かさを考慮したケース 

132.40ﾟ

132.40ﾟ

132.60ﾟ

132.60ﾟ

132.80ﾟ

132.80ﾟ

133.00ﾟ

133.00ﾟ

35.40ﾟ 35.40ﾟ

35.60ﾟ 35.60ﾟ

0 10 20 km

島根原子力発電所

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震の断層モデル図（基本震源モデル） 

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震の地震動評価ケース 

※2 基本震源モデルの断層パラメータ 
断層長さ（48km），断層傾斜角（70°），破壊伝播速度（0.72Vs），すべり角（180°），アスペリティ（３個），短周期レベル（レシピ） 

※3 武村(1998)についてはＭとXeqの関係から，距離減衰式として用いる耐専式の適用範囲外となるため考慮しない。 
※4 該当の評価ケースについてはＭとXeqの関係から，距離減衰式として用いる耐専式の適用範囲外となるため考慮しない。 
※5 距離減衰式の評価ケースとしては微視的パラメータ等であることから考慮せず，断層モデルを用いた手法のみ考慮。 
※6  一例として松田(1975)に基づき断層長さから求めたＭ(Ｌ→Ｍ)を用いて算定したすべり量Ｄ(Ｍ→Ｄ)及び奥村・石川 (1998) 

   に記載の平均変位速度Sから算出した平均活動間隔を記載。 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．２ 特定震源モデル 

 Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震 

西側セグメント

30.48km

1

東側セグメント

30km18km

34.76km

(評価長さ) 48km

18.00km

18.00km

(上端長さ)48.48km

(下端長さ)52.76km

：破壊開始点 ：アスペリティ

3

4

※ 傾斜角７０度の断層面を図化

76.7km2 102.2km2

38,3km2

（断層長さ）48km※１ 

※1 各断層の単独破壊も考えられるが，後述（220ページ参照）のとおり，ハザード全体に占める割合は
宍道断層による地震と比較して小さく，規模の小さな各断層の単独破壊を考慮したとしても評価結
果への影響はほとんどないと考えられる。 
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特定震源 評価ケース

地震規模Ｍ※3

Xeq
(km)

平均活動間隔※6

（活動度）
松田(1975)

入倉・三宅(2001)
武村(1990)

Ｆ－Ⅲ断層＋
Ｆ－Ⅳ断層＋
Ｆ－Ⅴ断層に
よる地震

基本震源モデル※2 7.6 7.7 17.3

14,500年（B級）
77,300年(Ｃ級)

断層傾斜角（35°） 7.6 ―※4 16.7

破壊伝播速度（0.87Vs） ―※5

すべり角（150°） ―※5

アスペリティ（一塊：横長） ―※4

アスペリティ（一塊：縦長） ―※4

短周期の地震動レベル
（1.5倍）

―※5

断層位置（Ｆ－①断層＋
Ｆ－②断層＋Ｆ－Ⅴ断層，
断層長さ53km）

―※4 16,700年（B級）
88,700年(Ｃ級)
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No 震源断層
断層
長さ

（km）

地震規模 Ｍ
Xeq

(km)
平均活動間隔※1

（活動度）松田
（1975）

武村
（1998）

入倉・三宅(2001)
武村（1990）

3 大社衝上断層 28 7.2 7.4 7.2 24.8 44,500年（C級）

4 ＦＫ－１断層 19 7.0 7.1 6.9 31.5
6,300年（B級）

33,700年（C級）

5 Ｋ－１撓曲＋Ｋ－２撓曲＋ＦＫＯ断層※2 36 7.4 7.5 7.4 52.8
11,000年（B級）
58,600年（C級）

6 Ｋ－４撓曲＋Ｋ－６撓曲＋Ｋ－７撓曲※2 19 7.0 7.1 6.9 18.1
6,300年（B級）

33,700年（C級）

7 鳥取沖西部断層＋鳥取沖東部断層※2 98 8.2 8.3 8.1 71.0
33,300年（B級）

177,000年（C級）

8 大田沖断層 53 7.7 7.8 7.7 64.0
16,700年（B級）
88,700年（C級）

9 Ｆ５７断層 108 8.2 8.3 8.2 90.0
33,300年（B級）

177,000年（C級）

 検討用地震以外の「主要な活断層による地震」の震源モデルについては，地質調査結果及び［新編]日本の活断層
に基づき設定する。 

 距離減衰式に用いる地震規模Ｍは，松田（1975）により断層長さから算出する方法，武村(1998)により断層長さから
算出する方法，入倉・三宅(2001)により断層面積から算出した地震モーメントを用いて武村(1990)により算出する方
法をロジックツリーの分岐として考慮する。 

 発生頻度は，［新編］日本の活断層に示される活動度を採用し，活動度が示されていないものはＢ級，Ｃ級に仮定し
て松田(1975)及び奥村・石川(1998)に基づき平均活動間隔を設定し，ポアソン過程に従い算定する。 

No 震源断層 
断層 
長さ 

（km） 

地震規模 Ｍ 
Xeq 

(km) 
平均活動間隔※1 

（活動度） 松田 
（1975） 

武村 
（1998） 

入倉・三宅(2001) 
武村（1990） 

3  大社衝上断層 28 7.2 7.4 7.2 24.8 44,500年（C級） 

4  ＦＫ－１断層 19 7.0 7.1 6.9 31.5 
 6,300年（B級） 
33,700年（C級） 

5  Ｋ－１撓曲＋Ｋ－２撓曲＋ＦＫＯ断層※2 36 7.4 7.5 7.4 52.8 
11,000年（B級） 
58,600年（C級） 

6  Ｋ－４撓曲＋Ｋ－６撓曲＋Ｋ－７撓曲※2 19 7.0 7.1 6.9 18.1 
 6,300年（B級） 
33,700年（C級） 

7  鳥取沖西部断層＋鳥取沖東部断層※2 98 8.2 8.3 8.1 71.0 
 33,300年（B級） 
177,000年（C級） 

8  大田沖断層 53 7.7 7.8 7.7 64.0 
 16,700年（B級） 
88,700年（C級） 

9  Ｆ５７断層 108 8.2 8.3 8.2 90.0 
 33,300年（B級） 
177,000年（C級） 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．２ 特定震源モデル 

 主要な活断層による地震 

※1  一例として松田(1975)に基づき断層長さから求めたＭ(Ｌ→Ｍ)を用いて算定したすべり量Ｄ(Ｍ→Ｄ)及び奥村・石川(1998)に記載の平均変位速度Ｓから算出した
平均活動間隔を記載。 

※2  各断層の単独破壊も考えられるが，後述（220ページ参照）のとおり，ハザード全体に占める割合は宍道断層による地震と比較して小さく，規模の小さな各断層 
の単独破壊を考慮したとしても評価結果への影響はほとんどないと考えられる。 
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分類 No 震源断層
断層長さ

（km）
地震規模

Ｍ
Xeq

(km)

平均活動間隔
（活動度）

地震調査
研究推進

本部
(2016)

25 鹿野－吉岡断層 26 7.2 105.8 6,900年※2

26 那岐山断層帯 32 7.3 100.3 38,500年※2

27 筒賀断層 58 7.8 123.1 12,000年

28 日南湖断層 13 6.9 48.5 20,000年

29 岩坪断層 10 6.9 101.0 20,000年

30 安田断層 5 6.9 90.5 20,000年

［新編］
日本の
活断層

31 角ヶ山南断層 6 6.9 99.1 29,400年（C級）※1

32 債原断層 3.3 6.9 91.9 29,400年（C級）※1

33 尾田断層 2.5 6.9 72.4 29,400年（C級）※1

34 大立断層 1 6.9 67.3 29,400年（C級）※1

35 庄原断層 10 6.9 75.5 29,400年（C級）※1

36 上布野・二反田断層 7 6.9 75.2 29,400年（C級）※1

37 山内断層 8 6.9 78.5 29,400年（C級）※1

38 畠敷南断層 5 6.9 82.0 29,400年（C級）※1

39 船佐断層 6 6.9 89.0 29,400年（C級）※1

分類 No 震源断層
断層長さ

（km）
地震規模

Ｍ
Xeq

(km)

平均活動間隔
（活動度）

地質調査
結果

10 田の戸断層 5 6.9 16.0 29,400年（C級）※1

11 大船山東断層 4 6.9 16.1 29,400年（C級）※1

12 仏経山北断層 5 6.9 26.2 29,400年（C級）※1

13 東来待－新田畑断層 11 6.9 20.2 29,400年（C級）※1

14 柳井断層 2 6.9 18.3 29,400年（C級）※1

15 三刀屋北断層 7 6.9 32.1 29,400年（C級）※1

16 半場－石原断層 5 6.9 25.7 29,400年（C級）※1

17 布部断層 8 6.9 32.1 29,400年（C級）※1

18 東忌部断層 3 6.9 17.3 29,400年（C級）※1

19 山王寺断層 3 6.9 22.2 29,400年（C級）※1

20 大井断層 5 6.9 16.0 29,400年（C級）※1

21 Ｆｈ－１断層 7 6.9 34.3 29,400年（C級）※1

22 Ｆｈ－２断層 5 6.9 44.2 29,400年（C級）※1

23 Ｆｈ－３断層 5.5 6.9 43.2 29,400年（C級）※1

24 Ｆｈ－４断層 4.5 6.9 50.4 29,400年（C級）※1

 検討用地震以外の「その他の活断層による地震」の震源モデルについては，地質調査結果，地震調査研究推進本
部(2016)及び［新編]日本の活断層に基づき設定する。 

 距離減衰式に用いる地震規模Ｍは，文献に記載がある活断層についてはその値を採用することとし，孤立した短い
活断層については震源断層が地震発生層（深さ2～20km）の上限から下限まで拡がっているものと仮定し，その断
層幅は18km，断層長さも断層幅と同等の18kmでモデル化し，松田(1975)に基づきＭ6.9として設定する。 

 発生頻度は，地震調査研究推進本部(2016)または［新編］日本の活断層に示される最新活動時期，平均活動間隔
及び活動度を採用し，示されていないものは活動度をＣ級に仮定する。活動度を用いる場合は，松田(1975)及び奥
村・石川(1998)に基づき平均活動間隔を設定する。なお，1943年鳥取地震の震源断層として活動した鹿野－吉岡断
層はＢＰＴ分布，それ以外の活断層はポアソン過程に従い発生頻度を算定する。 

分類 No 震源断層 
断層長さ 

（km） 

地震規模 

Ｍ 

Xeq 

(km) 

平均活動間隔 

（活動度） 

地質調査 

結果 

10  田の戸断層 5 6.9 16.0 29,400年（C級）※1 

11  大船山東断層 4 6.9 16.1 29,400年（C級）※1 

12  仏経山北断層 5 6.9 26.2 29,400年（C級）※1 

13  東来待－新田畑断層 11 6.9 20.2 29,400年（C級）※1 

14  柳井断層 2 6.9 18.3 29,400年（C級）※1 

15  三刀屋北断層 7 6.9 32.1 29,400年（C級）※1 

16  半場－石原断層 5 6.9 25.7 29,400年（C級）※1 

17  布部断層 8 6.9 32.1 29,400年（C級）※1 

18  東忌部断層 3 6.9 17.3 29,400年（C級）※1 

19  山王寺断層 3 6.9 2５．２ 29,400年（C級）※1 

20  大井断層 5 6.9 16.0 29,400年（C級）※1 

21  Ｆｈ－１断層 7 6.9 34.3  29,400年（C級）※1 

22  Ｆｈ－２断層 5 6.9 44.2  29,400年（C級）※1 

23  Ｆｈ－３断層 5.5 6.9 43.2  29,400年（C級）※1 

24  Ｆｈ－４断層 4.5 6.9 50.4  29,400年（C級）※1 

分類 No 震源断層 
断層長さ 

（km） 

地震規模 

Ｍ 

Xeq 

(km) 

平均活動間隔 

（活動度） 

地震調査
研究推進

本部 

(2016) 

25  鹿野－吉岡断層 26 7.2 105.8 6,900年※2 

26  那岐山断層帯 32 7.3 100.3 38,500年※2 

27  筒賀断層 58 7.8 123.1 12,000年 

28  日南湖断層 13 6.9 48.5 20,000年 

29  岩坪断層 10 6.9 101.0 20,000年 

30  安田断層 5 6.9 90.5 20,000年 

［新編］ 

日本の 

活断層 

 

31  角ヶ山南断層 6 6.9 99.1 29,400年（C級）※1 

32  債原断層 3.3 6.9 91.9 29,400年（C級）※1 

33  尾田断層 2.5 6.9 72.4 29,400年（C級）※1 

34  大立断層 1 6.9 67.3 29,400年（C級）※1 

35  庄原断層 10 6.9 75.5 29,400年（C級）※1 

36   上布野・二反田断層 7 6.9 75.2 29,400年（C級）※1 

37  山内断層 8 6.9 78.5 29,400年（C級）※1 

38  畠敷南断層 5 6.9 82.0 29,400年（C級）※1 

39  船佐断層 6 6.9 89.0 29,400年（C級）※1 

※1 松田(1975)に基づき断層長さから求めたＭ(Ｌ→Ｍ)を用いて算定したすべり量Ｄ(Ｍ→Ｄ)及び奥村・石川(1998)に記載の平均変位速度Ｓから平均活動間隔を算出。 
※2 地震調査研究推進本部(2016)に記載の平均活動間隔の中央値。 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．２ 特定震源モデル 

 その他の活断層による地震 
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 領域震源モデルとしては，萩原(1991)及び垣見ほか(2003)の領域区分における敷地から100km以内に位置する領
域を対象とする。 

 

島根原子力発電所 

100km 

島根原子力発電所 

垣見ほか（2003）に基づく対象領域 萩原（1991）に基づく対象領域 

100km 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．３ 領域震源モデル 

 領域震源モデル 1/2 

［萩原（1991）に一部加筆。］ ［垣見ほか（2003）に一部加筆。］ 
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６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．３ 領域震源モデル 

 領域震源モデル 2/2 

 領域震源の最大マグニチュードは，各領域で過去に発生した地震のうち，活断層と関連づけることが困難な
地震の最大規模とする。また，下表に示す文献に記載されている地震の最大マグニチュードに幅がある場合
には，その中央値，上限値，下限値をロジックツリーの分岐として考慮する。 

 発生頻度は，気象庁カタログの1923年1月～2016年3月のデータ※1に基づきＧ－Ｒ式により算定する。 

 震源深さは，地震発生層内（深さ2～20km）で一様分布するものとしてモデル化する。 

文献 対象領域 最大Ｍ 根拠となる歴史地震 b値 震源深さ 

萩原(1991) 

Ｌ２
※1 7.3 2000年鳥取県西部地震 0.872 

地震発生層内
（深さ2～20km）で
一様分布 

Ｍ※2 

6.6，6.8，7.0 1729年能登の地震 

0.811 

6.9 2007年能登半島地震 

垣見ほか(2003) 

10C4 7.0 868年播磨・山城の地震 0.701 

10C5 7.3 2000年鳥取県西部地震 1.002 

10D1 6.6，6.8，7.0 1729年能登の地震 0.824 

10D2 6.6 1940年島根県沖の地震 1.448 

※1 最新データ（～2019年8月）に更新した場合の影響について補足説明資料164～165ページに示す。 
※2 萩原(1991)のL2領域における最大Ｍは1872年浜田地震による7.1±0.2であるが，萩原(1991)以降に起こった2000年鳥取県西部地震の 
    Ｍは7.3であり，1872年浜田地震のＭ以上となることから，最大Ｍを7.3に設定。 
※3 萩原(1991)のＭ領域における最大Ｍは1729年能登の地震による6.6～7.0であるが，萩原(1991)以降に起こった2007年能登半島地震の   
    Ｍは6.9であり，1729年能登の地震のＭの中央値より大きく，上限値より小さいことから，それぞれの地震を考慮して最大Ｍを設定。 
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※2 7.3 2000年鳥取県西部地震 0.872

地震発生層内
（深さ2～20km）で
一様分布

Ｍ※3

6.6，6.8，7.0 1729年能登の地震

0.811

6.9 2007年能登半島地震

垣見ほか(2003)

10C4 7.0 868年播磨・山城の地震 0.701

10C5 7.3 2000年鳥取県西部地震 1.002

10D1 6.6，6.8，7.0 1729年能登の地震 0.824
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考慮する震源 評価手法 補正係数 ばらつき
ばらつきの
打ち切り

特
定
震
源

検討用
地震

宍道断層による地震

断層モデル ―
破壊開始点６点

[ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（正方形，縦長）：５点]
―

Abrahamson 
et al.(2014)

―
0.65～0.88

［Abrahamson et al.(2014)］
3σ

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層
＋Ｆ－Ⅴ断層による地震

断層モデル ―
破壊開始点６点

[ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（横長， 縦長）：５点]
―

耐専式
耐専式の内陸補正

有り，無し
0.53

[耐専式]
3σ

検討用
地震以外

主要な活断層による地震 耐専式
耐専式の内陸補正

有り，無し
0.53

[耐専式]
3σ

その他の活断層による地震 耐専式
耐専式の内陸補正

有り，無し
0.53

[耐専式]
3σ

領域震源 耐専式
耐専式の内陸補正

有り，無し
0.53

[耐専式]
3σ

 地震動伝播モデルとしては，特定震源モデルのうち「宍道断層」は敷地の極近傍に位置しており，また「Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ
－Ⅴ断層」については評価ケースにおいて，耐専式の適用範囲外となるケースがあり，敷地に比較的近いことから，断層モデルを用
いた手法と距離減衰式の両者を用いる。その重みについては，震源が敷地に近い地震は断層モデルを用いた手法を重視するという
観点から，断層モデルを用いた手法を4/5，距離減衰式を1/5として設定する。 

 その他の震源モデルは距離減衰式を用い，基本的に耐専式により評価し，内陸補正の有無を考慮する。その重みについては，島根
原子力発電所の観測記録に基づき作成したサイト補正係数が，耐専式の内陸補正係数をかなり下回っており，また中国地方で発生
した地震の短周期レベルは新潟県中越沖地震の短周期レベル（内陸補正無しが該当）に比べてかなり小さい傾向であることから，補
正有りを3/4，補正無しを1/4として設定する。（補足説明資料166～167ページ）また，震源が敷地に近く耐専式の適用範囲外となる
「宍道断層による地震」はAbrahamson et al.(2014)による距離減衰式※を用いる。  

 距離減衰式のばらつきは各式で評価されたばらつきを用い，打ち切り範囲は対数標準偏差の３倍とする。断層モデルを用いた手法
のばらつきは６点の破壊開始点（アスペリティの不確かさは５点）により考慮する。 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．４ 地震動伝播モデル 

 地震動伝播モデル 

考慮する震源 評価手法 補正係数 ばらつき 
ばらつきの 

打ち切り 

特 
定 
震 
源 

検討用 
地震 

宍道断層による地震 

断層モデル ― 
破壊開始点６点 

   [ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（正方形，縦長）：５点] 
― 

Abrahamson  
et al.(2014)  

― 
0.65～0.88 

［Abrahamson et al.(2014)］ 
3σ  

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層 
  ＋Ｆ－Ⅴ断層による地震 

断層モデル ― 
破壊開始点６点 

 [ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（横長， 縦長）：５点] 
― 

耐専式 
耐専式の内陸補正 

有り，無し 
0.53 

[耐専式] 
3σ  

検討用 
地震以外 

主要な活断層による地震 耐専式 
耐専式の内陸補正 

有り，無し 
0.53 

[耐専式] 
3σ  

その他の活断層による地震 耐専式 
耐専式の内陸補正 

有り，無し 
0.53 

[耐専式] 
3σ  

領域震源 耐専式 
耐専式の内陸補正 

有り，無し 
0.53 

[耐専式] 
3σ  

※ 地震PRA実施基準2007年版において，原子力発電所施設に対しての適用性が高いと考えられる距離減衰式の代表例として，Abrahamson and Silva(1997) 
   が示され，また2015年版ではAbrahamson et al.(2014)を含むNGAプロジェクトで提案されている距離減衰式などがあるとされていることから，距離減衰式と 
  してはAbrahamson and Silva(1997)を更新した最新版のAbrahamson et al.(2014)を用いる。  
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 宍道断層による地震のロジックツリーを以下に示す。 

基本震源モデル 

3,000年前 
断層傾斜角 

11,000年 7,000年前 破壊伝播速度 

14,000年 11,000年前 

3,300年 1,137年前 

4,100年 3,700年前 

4,900年 4,800年前 

5,900年前 

W=1/2 

W=1/3 
W=1/18 

W=1/3 W=1/18 

W=1/3 
W=1/18 

W=1/3 W=1/2 

W=1/3 W=1/6 

W=1/3 W=1/6 

W=1/6 

平均活動間隔 最新活動時期 

8,000年 

基本震源モデル 

断層モデルを 
用いた手法 

地震動評価手法 

距離減衰式 
     [Abrahamson  
       et al.(2014)] 

W=4/5 

W=1/5 

断層傾斜角 

評価ケース※ 

入倉・三宅（2001） 

武村（1998） 

W=1/2 

W=1/2 

W=1/2 

W=1/2 

地震規模 
発生頻度 

すべり角 

W=1/18 

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（一塊:正方形） 

W=1/18 

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（一塊:縦長） 

W=1/18 

短周期の地震動 
レベル（1.5倍） 

W=1/18 

断層傾斜角 ＋ 
破壊伝播速度 

W=1/18 

断層傾斜角 ＋短周期の 

地震動ﾚﾍﾞﾙ（1.25倍） 

W=1/18 

破壊伝播速度 ＋短周期の 

地震動ﾚﾍﾞﾙ（1.25倍） 

ばらつき 

Abrahamson  
et al.(2014) 
のばらつき 

破壊開始点６点 
 （ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（正方形，   
  縦長）：５点） 

Ｂ級 

Ｃ級 

W=1/2 

W=1/2 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．５ ロジックツリー 

 特定震源：宍道断層による地震 

特定震源 （宍道断層による地震） 

モデル 

地質調査結果 

地震調査研究 
推進本部(2016) 

[新編]日本の活断層 
今泉ほか(2018) 

W=1/3 

W=1/3 

W=1/3 

活動度 

※ アスペリティ位置の不確かさについては，感度解析を行った結果，  
    その不確かさを考慮した場合と考慮しない場合の宍道断層による地  
    震の平均ハザード曲線は同程度であり，地震ハザード評価に大きな 
    影響を及ぼさないことから，ロジックツリーの分岐として考慮しない。     
  （補足説明資料168～170ページ参照。） 

Ｗ：重み 
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 Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震のロジックツリーを以下に示す。 

基本震源モデル 

Ｃ級 

断層傾斜角 

破壊伝播速度 

W=1/2 

W=1/2 

W=1/2 

W=1/14 

W=1/14 

Ｂ級 

断層傾斜角 

断層モデルを 
用いた手法 

地震動評価手法 

距離減衰式 
[耐専式] 

W=4/5 

W=1/5 

評価ケース 

松田（1975） 

入倉・三宅(2001) 
武村（1990） 

W=1/2 

W=1/2 

地震規模 活動度 

松田（1975） 

ばらつき 

すべり角 

W=1/14 

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（横長） 

W=1/14 

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（縦長） 

W=1/14 

短周期の地震動 
レベル（1.5倍） 

W=1/14 

断層位置 

W=1/14 

破壊開始点６点 
 （ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（横長， 
   縦長）：５点） 

β =0.53 

W=1/2 

基本震源モデル 

W=1/2 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．５ ロジックツリー 

 Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震 

特定震源 （Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震） 

耐専式 
（内陸補正有り） 

耐専式 
（内陸補正無し） 

W=3/4 

W=1/4 

Ｗ：重み 
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Ｃ級

W=1/2

W=1/2

Ｂ級

地震動評価手法

距離減衰式
耐専式 補正有り

W=3/4

松田（1975）

武村（1998）

W=1/3

W=1/3

地震規模

入倉・三宅（2001）
武村（1990）

W=1/3距離減衰式
耐専式 補正無し

W=1/4

大社衝上断層 大社衝上断層以外

活動度

Ｃ級

ばらつき

β =0.53

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．５ ロジックツリー 

 特定震源：主要な活断層による地震，その他の活断層による地震 

Ｃ級

地震動評価手法

距離減衰式
耐専式 補正有り

W=3/4

距離減衰式
耐専式 補正無し

W=1/4

地震本部(2016) 地震本部(2016)
以外

活動度

地震本部(2016)の
平均活動間隔

Ｍ6.9

地震本部(2016) 孤立した短い活断層

地震規模

地震本部(2016)のＭ

ばらつき

β =0.53

Ｃ級 

W=1/2 

W=1/2 

Ｂ級 

地震動評価手法 

耐専式 
（内陸補正有り） 

W=3/4 

松田（1975） 

武村（1998） 

W=1/3 

W=1/3 

地震規模 

入倉・三宅(2001) 
武村（1990） 

W=1/3 耐専式 
（内陸補正無し） 

W=1/4 

大社衝上断層 大社衝上断層以外 

活動度 

Ｃ級 

ばらつき 

β =0.53 

Ｃ級 

地震動評価手法 

耐専式 
 （内陸補正有り） 

W=3/4 

耐専式 
 （内陸補正無し） 

W=1/4 

地震調査研究推進本部
(2016)に記載の活断層 

左記以外の 
活断層 

発生頻度 

Ｍ6.9 

地震調査研究推進本部
(2016)に記載の活断層 

孤立した短い 
活断層 

地震規模 

地震調査研究推進本部
(2016) 

ばらつき 

β =0.53 

特定震源 （主要な活断層による地震） 

特定震源 （その他の活断層による地震） 

（孤立した短い活断層を除く） 

[新編]日本の活断層
に記載の活断層 

[新編]日本の活断層 

 主要な活断層及びその他の活断層による地震のロジックツリーを以下に示す。 

Ｗ：重み 

地震調査研究推進本部
(2016) 
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６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．５ ロジックツリー 

 領域震源 

Ｇ-Ｒ式

地震動評価手法

距離減衰式
耐専式 補正有り

W=3/4

地震地体構造区分

距離減衰式
耐専式 補正無し

W=1/4

活動度地震規模

萩原（1991）

ばらつき

β =0.53

垣見ほか（2003）

最大Ｍの幅の中央値

最大Ｍの幅の上限値

最大Ｍの幅の下限値

W=1/2

W=1/4

W=1/4

Ｇ-Ｒ式 

地震動評価手法 

耐専式 
（内陸補正有り） 

W=3/4 

垣見ほか（2003） 

地震地体構造区分 

耐専式 
（内陸補正無し） 

W=1/4 

10D2 

発生頻度 

Ｍ6.6 Ｍ7.3 

10C5 10C4 

最大Ｍ 

Ｍ7.0 Ｍ6.6 

10D1 

Ｍ6.8 

Ｍ7.0 

W=1/4 

W=1/2 

W=1/4 

萩原（1991） 

ばらつき 

Ｌ２ 

Ｍ7.3 Ｍ6.6 

Ｍ 

Ｍ6.8 

Ｍ7.0 

W=1/8 

W=1/4 

W=1/8 

Ｍ6.9 

β =0.53 

耐専式 
（内陸補正有り） 

W=3/4 

耐専式 
（内陸補正無し） 

W=1/4 

領域震源 

W=1/2 

 領域震源のロジックツリーを以下に示す。 

Ｗ：重み 

W=1/2 

W=1/2 
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６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．６ 地震ハザード評価結果  

 平均ハザード曲線 

平均ハザード曲線 

 ロジックツリーに基づき，以下の平均ハザード曲線を評価した。 

水平方向 鉛直方向 

年
超

過
確

率

最大加速度（cm/s2）

 10％　 　  40％　 　  70％
 20％　　  50％ 　　  80％
 30％　　  60％ 　　  90％

[周期：0.02秒]

 平均ハザード曲線

（フラクタイルハザード曲線）
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最大加速度（cm/s2）

 10％　 　  40％　 　  70％
 20％　　  50％ 　　  80％
 30％　　  60％ 　　  90％

[周期：0.02秒]

平均ハザード曲線
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 平均ハザード曲線

（フラクタイルハザード曲線）
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６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．６ 地震ハザード評価結果 

 フラクタイルハザード曲線 

フラクタイルハザード曲線 

 ロジックツリーに基づき，以下のフラクタイルハザード曲線を評価した。 

水平方向 鉛直方向 

年
超

過
確

率

最大加速度（cm/s2）

 10％　 　  40％　 　  70％
 20％　　  50％ 　　  80％
 30％　　  60％ 　　  90％

[周期：0.02秒]

 平均ハザード曲線

（フラクタイルハザード曲線）
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[周期：0.02秒]

 平均ハザード曲線

（フラクタイルハザード曲線）

0 500 1000 1500 2000 250010-7

10-6

10-5

10-4

10-3

10-2

10-1

100

第579回審査会合資料2 P18 再掲 



219 

年
超

過
確

率

最大加速度（cm/s2）

 平均ハザード曲線（特定震源）
 平均ハザード曲線（領域震源）

[周期：0.02秒]

 平均ハザード曲線
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 平均ハザード曲線（領域震源）

[周期：0.02秒]
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６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．６ 地震ハザード評価結果 

 震源別ハザード曲線 

震源別ハザード曲線 

 特定震源と領域震源の震源別のハザード曲線を比較すると，年超過確率が10-4程度より低い範囲では特定震源
の影響が大きい。 

水平方向 鉛直方向 

年
超

過
確

率

最大加速度（cm/s2）

 平均ハザード曲線（特定震源）
 平均ハザード曲線（領域震源）

[周期：0.02秒]

 平均ハザード曲線
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率

最大加速度（cm/s2）

 宍道断層による地震
 Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震
 主要な活断層による地震
 その他の活断層による地震

[周期：0.02秒]

 平均ハザード曲線（特定震源）
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 Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震
 主要な活断層による地震
 その他の活断層による地震

[周期：0.02秒]
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６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．６ 地震ハザード評価結果 

 特定震源の震源別ハザード曲線 

震源別ハザード曲線 

 特定震源の各震源別のハザード曲線を比較すると，宍道断層による地震の影響が大きい。 

水平方向 鉛直方向 

年
超

過
確

率

最大加速度（cm/s2）

 宍道断層による地震
 Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震
 主要な活断層による地震
 その他の活断層による地震

[周期：0.02秒]
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年
超

過
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率

最大加速度（cm/s2）

 萩原(1991)全体
 萩原(1991) Ｌ２
 萩原(1991）Ｍ

[周期：0.02秒]

 垣見ほか(2003)全体
 垣見ほか(2003)10C4
 垣見ほか(2003)10C5
 垣見ほか(2003)10D1
 垣見ほか(2003)10D2

 平均ハザード曲線（領域震源）
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 平均ハザード曲線（領域震源）
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最大加速度（cm/s2）

 荻原(1991)全体
 荻原(1991) Ｌ２
 荻原(1991）Ｍ

[周期：0.02秒]

 垣見ほか(2003)全体
 垣見ほか(2003)10C4
 垣見ほか(2003)10C5
 垣見ほか(2003)10D1
 垣見ほか(2003)10D2

 平均ハザード曲線（領域震源）
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６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．６ 地震ハザード評価結果 

 領域震源の領域別ハザード曲線 

 領域震源の領域別のハザード曲線を比較すると，萩原(1991)におけるＬ２領域の影響が大きい。 

水平方向 鉛直方向 

領域別ハザード曲線 
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６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．７ 年超過確率の参照 

 一様ﾊｻﾞｰﾄﾞｽﾍﾟｸﾄﾙと基準地震動Ｓｓの比較 

 一様ハザードスペクトルと基準地震動Ｓｓの応答スペクトルを比較すると，基準地震動Ｓｓ－Ｄの年超過確率は，
周期0.2秒より短周期側では10-４～10-５程度，それより長周期側では10-５～10-６程度である。また，基準地震動
Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２は基準地震動Ｓｓ－Ｄに包絡されており，それらの年超過確率は周期0.5秒より短周期側
では10-４～10-５程度，それより長周期側では10-３～10-４程度である。 

基準地震動及び一様ハザードスペクトル 
水平方向 鉛直方向 
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６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．７ 年超過確率の参照 

 一様ﾊｻﾞｰﾄﾞｽﾍﾟｸﾄﾙと基準地震動Ｓｓ－Ｎの比較 

 領域震源のみの一様ハザードスペクトルと「震源を特定せず策定する地震動」による基準地震動Ｓｓ－Ｎ１及
びＳｓ－Ｎ２の応答スペクトルを比較すると，基準地震動Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２の年超過確率は10-４～10-６程
度である。 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ及び領域震源の一様ハザードスペクトル 

水平方向 鉛直方向 
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